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別紙 17 

 

ベント実施に伴うベント操作時の作業員の被ばく評価 

 

  ベント実施に伴うベント操作を手動で行う場合の作業員の被ばく評価を以下のとおり行っ

た。 

ベント操作としてサプレッション・チェンバ（以下「Ｓ／Ｃ」という。）からのベントを行

う場合及びドライウェル（以下「Ｄ／Ｗ」という。）からのベントを行う場合のそれぞれにお

ける第一弁及び第二弁の開操作時の被ばく評価を行った。 

 

 

 

 

 （1）評価条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  a．放出量評価条件 

想定事象として格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」で想定される事故シーケンスにおいて，代替循環冷却系を使用できない場合を

想定した事故シナリオを選定する。また，放出量評価条件を第 1表，大気中への放出過程及

び概略図を第 1図～第 5図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙８ 

 

ベント実施に伴う現場操作地点等における被ばく評価について 

 

  ベント実施に伴う現場作業は，放射線環境下での作業となることから，作業の成立性を確認

するために各作業場所における線量影響を評価する。 

  なお，中央制御室又は現場のいずれにおいても同等の操作が可能な場合については，高線量

環境が予想される現場での作業線量のみについて記載する。 

  線量影響の評価に当たっては，「実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対

策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド」（以下「審査ガイド」という。）を参照

した。ベント実施に伴うベント操作を手動で行う場合の作業員の被ばく評価を以下のとおり行

った。 

 

 （1）評価条件 

  a．想定シナリオ 

想定シナリオは以下のとおりとした。 

・発災プラント：２号炉 

・想定事象：冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源

喪失 

・以下の２ケースについて評価※1 

-Ｗ／Ｗベントにより事象収束に成功 

-Ｄ／Ｗベントにより事象収束に成功 

 

※１ 島根２号炉においては，格納容器破損防止対策に係る有効性評価における雰囲気圧

力・温度による静的負荷のうち，格納容器過圧の破損モードにおいて想定している「冷

却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリ

オにおいても，格納容器ベントを実施することなく事象を収束することのできる残留

熱代替除去系を整備している。したがって，仮に重大事故が発生したと想定する場合

であっても，第一に残留熱代替除去系を用いて事象を収束することとなる。しかしな

がら，被ばく評価においては，代替循環冷却に失敗することも考慮し，格納容器フィ

ルタベント系を用いた格納容器ベントを想定する。格納容器ベントに至る事故シーケ

ンスとしては，前述の「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失」を選定した。なお，よう素放出量の低減対策として導入した格納

容器ｐＨ制御については，その効果に期待しないものとした。 

 

  b．放出放射能量 

大気中への放出放射能量は，中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評

価※２と同様の評価方法にて評価した。なお，Ｄ／Ｗベント時においては，ベントライン経由
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  b．被ばく評価条件 

被ばく経路は，第 6図～第 8図に示すとおり大気中へ放出される放射性物質による外部被

ばく及び内部被ばく，格納容器圧力逃がし装置配管及び原子炉建屋からの直接ガンマ線等に

よる外部被ばくを考慮した。 

大気中へ放出される放射性物質については，第 2表及び第 3表に示すとおり拡散効果を考

慮した。また，作業場所に流入する放射性物質による被ばくについては，屋外の放射性物質

の濃度と作業場所の放射性物質の濃度を同じとし，第 4 表及び第 5表に示すとおり外部被ば

くについては作業場所の空間体積を保存したサブマージョンモデルで評価を行い，内部被ば

くについては呼吸率，線量換算係数等から評価を行った。なお，第二弁の操作においては，

空気ボンベにより加圧された待避室（遮蔽厚     コンクリート相当）内で作業することを

考慮し評価を行った。 

格納容器圧力逃がし装置配管，原子炉建屋からの直接ガンマ線等による外部被ばくについ

ては，第 6表及び第 7表に示すとおり原子炉建屋の外壁，作業場所の遮蔽壁の遮蔽効果を考

慮し評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で放出される無機よう素に対しサプレッション・プールのスクラビング効果を見込まないも

のとした。また，放射性物質の大気放出過程を図１～図４に示す。 

評価結果を表１に示す。 

※２ 「59-11 原子炉制御室の居住性に係る被ばく評価について」の「添付資料 中央

制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価について」を参照 

 

  c．被ばく評価条件 

被ばく経路の概念図を図５及び図６に示す。 

大気拡散評価の条件は，評価点を除き，中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る

被ばく評価と同じとした。 

放射性物質の大気拡散評価の主な評価条件を表２に示す。放射性物質の大気拡散評価で用

いた放出点，評価点並びに評価結果を表３に示す。 

評価点は人力によるベント操作を行う作業地点として以下の場所とした。 

・第１弁（ウェットウェルベントライン）操作位置（原子炉建物付属棟 １階） 

・第１弁（ドライウェルベントライン）操作位置（原子炉建物付属棟 ２階） 

・第２弁操作位置（原子炉建物付属棟 ３階） 

なお，屋内移動中（往路，復路）の評価点は，１階～３階において最も評価結果が厳しく

なる原子炉建物付属棟３階の第２弁操作位置で代表した。 

大気中への放出量及び大気拡散評価以外に関する主な評価条件を表４に示す。 

格納容器ベントの実施前及び実施後における作業の作業場所を図７から図 11 に示す。 

 

  d．評価方法 

（a）原子炉建物外での作業 

（a-1）原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

原子炉建物内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による

実効線量は，原子炉建物内の放射性物質の積算線源強度，施設の位置，遮蔽構造，評

価点の位置等を踏まえて評価した。直接ガンマ線についてはＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコ

ードを用い，スカイシャインガンマ線についてはＡＮＩＳＮコード及びＧ３３ＧＰ２

Ｒコードを用いて評価した。 

（a-2）放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間中の大気中

への放射性物質の放出量を基に大気拡散効果を踏まえ評価した。 

（a-3）放射性雲中の放射性物質を吸入摂取することによる被ばく 

放射性雲中の放射性物質を吸入摂取することによる内部被ばくは，事故期間中の大

気中への放射性物質の放出量及び大気拡散効果を踏まえ評価した。なお，評価に当た

ってはマスクの着用を考慮した。 

 

（a-4）地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，原子炉

建物の二次格納施設外で

の作業実施 
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地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間中の大

気中への放射性物質の放出量を基に，大気拡散効果，地表面沈着効果を踏まえて評価

した。 

（a-5）格納容器フィルタベント系の配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

格納容器フィルタベント系の配管内の放射性物質による被ばくは，配管内の放射性

物質からの直接ガンマ線による実効線量を，作業エリアの位置，配管の位置と形状を

考慮し評価した。評価に当たっては，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いた。 

線源としては，格納容器フィルタベント系出口配管内の放射性物質を考慮した。線

源の評価で想定する放射性物質の付着量は，配管を流れる放射性物質（希ガスを除く）

が，配管長 100ｍあたり 10％の割合で付着するものとした。 

（b）原子炉建物内での作業

（b-1）原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばくは，作業エリアの放射性物

質濃度が外気と同濃度※３になると仮定し，サブマージョンモデルを用いて評価した。

なおサブマージョンモデルでの計算に用いる空間容積は，２号炉の第１弁，第２弁の

作業エリアの空間容積を包絡する原子炉建物西側エリアの最下階から最上階までの値

 m3を設定した。 

（b-2）放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間中の大気中

への放射性物質の放出量を基に大気拡散効果と建物による遮蔽効果を踏まえて評価し

た。 

（b-3）原子炉建物内の放射性物質を吸入摂取することによる被ばく 

原子炉建物内の放射性物質を吸入摂取することによる内部被ばくは，作業エリアの

放射性物質濃度が外気と同濃度※３になると仮定して評価した。 

なお，評価に当たってはマスクの着用を考慮した。 

（b-4）地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間中の大

気中への放射性物質の放出量を基に，建物外壁による遮蔽，大気拡散効果，地表面沈

着効果を踏まえて評価した。 

（b-5）格納容器フィルタベント系の配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

原子炉建物内の配管内の放射性物質による作業エリアでの被ばくは，配管内の放射

性物質からの直接ガンマ線による実効線量を，作業エリアの位置，配管の位置と形状

並びに作業エリアを囲む壁等によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し評価した。評価に当

たっては，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いた。 

なお，格納容器フィルタベント系のフィルタ装置及び屋外の配管内の放射性物質か

らのガンマ線による外部被ばくは，第１ベントフィルタ格納槽躯体厚による遮蔽が十

分厚いことから影響は軽微であるとし，評価の対象外とした。 

また，原子炉建物内の配管においても，配管と作業エリアとの間に十分厚い遮蔽が
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  c．アクセスルート及び評価地点 

第一弁（Ｓ／Ｃ側）のベント操作を行う場合のアクセスルートは，第 9図～第 11 図に示

すとおりである。第一弁（Ｄ／Ｗ側）のベント操作を行う場合のアクセスルートは，第 12

図～第 15図に示すとおりである。屋外移動時のアクセスルートは第 16 図に示すとおりであ

る。第二弁のベント操作を行う場合のアクセスルートは第 17 図～第 19 図に示すとおりであ

る。 

評価点は，第 9図～第 20図に示すとおり，ベント操作時は作業場所とし，移動時はアク

セスルートで被ばく評価上最も厳しい地点とする。 

 

  d．作業時間 

第一弁の開操作は，ベント実施前に行うものとし，第一弁（Ｓ／Ｃ側）の作業時間は 160

分（移動時間（往復）70分＋作業時間 90 分），第一弁（Ｄ／Ｗ側）の作業時間は 190 分（移

動時間（往復）100 分＋作業時間 90 分）とする。また，第二弁の開操作は，ベント実施直

後から 180 分作業場所（待避室）に滞在するものとし，作業時間は 410 分（移動時間（往復）

90 分＋待機時間 140 分＋作業時間（待避室滞在）180 分）とする。 

 

（2）評価結果 

ベント実施に伴うベント操作を手動で行う場合の作業員の被ばく評価結果は以下に示すと

おりであり，作業員の実効線量は緊急作業時の線量限度である 100mSv 以下であり，ベント実

施に伴うベント操作を手動で行うことができることを確認した。また，実効線量の内訳を第

8表～第 10 表に示す。 

a．Ｓ／Ｃからのベント操作時の作業員の実効線量 

存在する場合は，影響は軽微であるとし評価の対象外とした。 

 

※３ 格納容器ベント実施時に格納容器フィルタベント系排気管（EL.65m）から放出

されたベント流体は，熱エネルギーを持つため放出後に上昇し，さらに周囲の風

場の影響を受け原子炉建物から時間と共に離れていくものと考えられる。また，

ベント流体の放出口（EL.65m）と第１弁の開操作場所（Ｗ／Ｗベント時：原子炉

建物付属棟１階(EL.15.3m)，Ｄ／Ｗベント時：原子炉建物付属棟２階(EL.23.8m）

は少なくとも 40m 程度の高低差があることから放出されたベント流体が第１弁の

開操作場所に直接流入することはほとんど無いものと考えられる。このことから

第１弁の開操作に伴う被ばくの評価においては，ベント流体が原子炉建物内に流

入することによる影響を考慮しないものとした。 

 

(b-6) 非常用ガス処理系フィルタの放射性物質からのガンマ線による被ばく 

非常用ガス処理系フィルタの放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，第一

弁操作前及び第一弁開放後に蓄積した放射性物質の量を基に，作業エリアの位置及び

作業エリアを囲む壁等によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  e．作業時間 

格納容器ベントの実施前及び実施後における作業時間及び作業時間帯を表５に示す。 

各作業時間には，作業場所への往復時間を含めた。 

各作業場所への移動中における線量率が作業場所における線量率よりも高い場所が存在

する可能性があるため，各作業時間とは別に，作業場所への往路及び復路での評価を行った。 

 

 

（2）評価結果 

格納容器ベント（Ｗ／Ｗベント）の実施前及び実施後の作業における被ばく線量の評価結

果を表６に示す。また，格納容器ベント（Ｄ／Ｗベント）の実施前及び実施後の作業におけ

る被ばく線量の評価結果を表７に示す。 

最も被ばく線量が大きくなる作業においても約 13mSv となった。したがって，緊急時作業

に係る線量限度 100mSv に照らしても，作業可能であることを確認した。 

 

 

・評価条件の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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  作業員の実効線量は第一弁開操作で約 37mSv，第二弁開操作で約 28mSv となった。 

b．Ｄ／Ｗからのベント操作時の作業員の実効線量 

  作業員の実効線量は第一弁開操作で約 52mSv，第二弁開操作で約 42mSv となった。 

 

 

 

なお，表６，７の評価結果は，表５に示す各作業の作業開始時間の範囲のうち，評価結果

が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載しており，その他の時間

帯における被ばく線量は前述の評価結果以下となる。したがって，表５に示す各作業の作業

開始時間の範囲においては，いずれの時間帯においても作業可能である。 

また，炉心損傷前ベント後に炉心損傷の兆候が見られた場合における隔離弁の閉操作等の

作業については，当該作業に係る被ばく線量が，炉心損傷後の格納容器ベントに伴う作業時

の被ばくに包含されるものと考えられるため，作業可能である。 
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第１表 放出量評価条件（１／３） 

 

 

 

 

 

 

表１ 大気中への放出放射能量（７日間積算値）（１／２） 

（Ｗ／Ｗベントの実施を想定する場合） 

核種類 
停止時炉内内蔵量

[Bq]（gross 値） 

放出放射能量[Bq](gross 値) 

格納容器フィルタベン

ト系を経由した放出 

原子炉建物から大気

中への放出 

希ガス類 約 1.6×1019 約 5.1×1018 約 2.3×1016 

よう素類 約 2.1×1019 約 4.2×1015 約 1.9×1015 

ＣｓＯＨ類 約 8.3×1017 約 5.5×10９ 約 3.4×1012 

Ｓｂ類 約 9.5×1017 約 2.2×10８ 約 3.1×1011 

ＴｅＯ２類 約 5.0×1018 約 4.2×10９ 約 2.9×1012 

ＳｒＯ類 約 9.0×1018 約 1.6×10９ 約 1.5×1012 

ＢａＯ類 約 8.8×1018 約 2.2×10９ 約 1.6×1012 

ＭｏＯ２類 約 1.8×1019 約 8.4×10８ 約 5.5×1011 

ＣｅＯ２類 約 5.5×1019 約 5.3×10８ 約 3.4×1011 

Ｌａ２Ｏ３類 約 4.1×1019 約 1.2×10８ 約 9.1×1010 

 

表１ 大気中への放出放射能量（７日間積算値）（２／２） 

（Ｄ／Ｗベントの実施を想定する場合） 

核種類 
停止時炉内内蔵量

[Bq]（gross 値） 

放出放射能量[Bq](gross 値) 

格納容器フィルタベン

ト系を経由した放出 

原子炉建物から大気

中への放出 

希ガス類 約 1.6×1019 約 5.0×1018 約 2.5×1016 

よう素類 約 2.1×1019 約 4.6×1015 約 2.0×1015 

ＣｓＯＨ類 約 8.3×1017 約 1.3×1013 約 3.4×1012 

Ｓｂ類 約 9.5×1017 約 5.1×1011 約 3.1×1011 

ＴｅＯ２類 約 5.0×1018 約 9.7×1012 約 2.9×1012 

ＳｒＯ類 約 9.0×1018 約 3.7×1012 約 1.5×1012 

ＢａＯ類 約 8.8×1018 約 5.1×1012 約 1.6×1012 

ＭｏＯ２類 約 1.8×1019 約 1.9×1012 約 5.6×1011 

ＣｅＯ２類 約 5.5×1019 約 1.2×1012 約 3.4×1011 

Ｌａ２Ｏ３類 約 4.1×1019 約 2.9×1011 約 9.2×1010 
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第１表 放出量評価条件（２／３） 
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第１表 放出量評価条件（３／３） 
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第１図 希ガスの大気放出過程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 希ガスの大気放出過程 
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第２図 よう素の大気放出過程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ よう素の大気放出過程 
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第３図セシウムの大気放出過程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ セシウムの大気放出過程 
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第４図 その他核種の大気放出過程 

 

図４ その他核種の大気放出過程 
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第５図 大気放出過程概略図（イメージ） 
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 ・設計の相違 

島根２号炉は，原子炉

建物の二次格納施設外で

の作業実施 
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第２表 大気拡散評価条件 

 

 

 

 

表２ 放射性物質の大気拡散評価条件（１／２） 

項 目 評価条件 選定理由 

大気拡散

評価モデ

ル 

ガウスプルームモデル 

発電用原子炉施設の安全解析

に関する気象指針（以下「気

象指針」という。）に基づき評

価 

気象資料 

島根原子力発電所における 

１年間の気象資料 

（2009 年 1 月～2009 年 12 月） 

建物影響を受ける大気拡散評

価を行うため保守的に地上風

（地上約 20m）の気象データ

を使用 

審査ガイドに示されたとお

り，発電所において観測され

た１年間の気象データを使用 

放出源及

び放出源

高さ 

原子炉建物          ：地上 0m 

格納容器フィルタベント系排気管：地上50m 

非常用ガス処理系排気管    ：地上110m 

実高さを参照 

なお，放出エネルギーによる

影響は未考慮 

実効放出 

継続時間 

原子炉建物          ：１時間 

格納容器フィルタベント系排気管：１時間 

非常用ガス処理系排気管    ：30時間 

格納容器フィルタベント系排

気管及び原子炉建物からの放

出については保守的に１時間

と設定。SGT 排気管からの放

出は，気象指針に従い，全放

出量を最大放出量で除した値

を保守的に丸めた値とする。 

累積出現

頻度 小さい方から累積して 97％ 気象指針を参照 

建物巻き

込み 
考慮する 

放出点から近距離の建物の影

響を受けるため，建物による

巻き込み現象を考慮 

巻き込み

を生じる

代表建物 

２号原子炉建物及び２号タービン建物 

放出源又は放出源から最も近

く，巻き込みの影響が最も大

きい建物として設定 

放射性物

質濃度の

評価点 

図７～図 11 参照 

屋外移動時は，敷地内の最大

濃度点で設定 

屋内移動時は，１階～３階に

おいて最も評価結果が厳しく

なる原子炉建物３階の第２弁

操作位置で設定 

建物投影

面積 

２号原子炉建物：2600m2 

(原子炉建物，格納容器フィルタベント系放出時) 

２号タービン建物：2100m2 

(非常用ガス処理系排気管放出時) 

審査ガイドに示されたとおり

設定 

風向に垂直な投影面積のうち

最も小さいもの 

形状係数 0.5 
審査ガイドに示された評価方

法を参照し設定 
 

・評価条件の相違 

東海第二の排気筒放出

は，近接する建屋高さの

2.5 倍を超えることから

建屋巻き込みを考慮して

いないのに対し，島根２

号炉では，すべての放出

点で巻き込みを考慮する 
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表２ 放射性物質の大気拡散評価条件（２/２） 

項目 評価条件 選定理由 

着目方位 

第
１
弁
（
Ｗ
／
Ｗ
ベ
ン
ト
）
操
作
位
置 

【原子炉建物放出時】 

9 方位(SW,WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE) 

【非常用ガス処理系排気管放出時】 

9 方位 

(ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW,SW,WSW) 

【格納容器フィルタベント系排気管放出時】 

9 方位 

(WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE) 

審査ガイドに示さ

れた評価方法に基

づき設定 

第
１
弁
（
Ｄ
／
Ｗ
ベ
ン
ト
）
操
作
位
置 

【原子炉建物放出時】 

9 方位(SSW,SW,WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE) 

【非常用ガス処理系排気管放出時】 

9 方位 

(ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW,SW,WSW) 

【格納容器フィルタベント系排気管放出時】 

9 方位 

(WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE) 

第
２
弁
操
作
位
置 

【原子炉建物放出時】 

9 方位(WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE) 

【非常用ガス処理系排気管放出時】 

9 方位 

(NE,ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW,SW) 

【格納容器フィルタベント系排気管放出時】 

9 方位 

(W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添1-281



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

第３表 評価に使用する相対濃度（χ／Ｑ）及び相対線量（Ｄ／Ｑ） 

 

 

 

 

 

表３ 相対濃度及び相対線量 

評価点 放出点及び放出高さ 相対濃度[s/m3] 相対線量[Gy/Bq] 

第１弁（Ｗ／

Ｗベント）操

作位置 

原子炉建物中心 

(地上 0m) 
1.6×10-3 6.0×10-18 

非常用ガス処理系排気管 

(地上 110m) 
3.5×10-4 2.8×10-18 

格納容器フィルタベント系

排気管 

(地上 50m) 

7.4×10-4 6.2×10-18 

第１弁（Ｄ／

Ｗベント）操

作位置 

原子炉建物中心 

(地上 0m) 
1.6×10-3 5.9×10-18 

非常用ガス処理系排気管 

(地上 110m) 
3.5×10-4 2.8×10-18 

格納容器フィルタベント系

排気管 

(地上 50m) 

7.5×10-4 6.1×10-18 

第２弁操作

位置 

原子炉建物中心 

(地上 0m) 
1.6×10-3 5.8×10-18 

非常用ガス処理系排気管 

(地上 110m) 
3.5×10-4 2.8×10-18 

格納容器フィルタベント系

排気管 

(地上 50m) 

7.5×10-4 6.1×10-18 
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第４表 建屋内に流入した放射性物質による外部被ばく評価条件 
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第５表 線量換算係数，呼吸率等 

 

表４ 線量換算係数及び地表面への沈着速度等 

項 目 評価条件 選定理由 

線量換算係数 

成人実効線量換算係数使用 

（主な核種を以下に示す） 

ICRP Publication 71 等に基づき設定 

Ｉ－131 

Ｉ－132  

Ｉ－133  

Ｉ－134  

Ｉ－135 

Ｃｓ－134 

Ｃｓ－136 

Ｃｓ－137 

：2.0×10－８ 

：3.1×10－１０ 

：4.0×10－９ 

：1.5×10－１０ 

：9.2×10－１０ 

：2.0×10－８ 

：2.8×10－９ 

：3.9×10－８ 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

上記以外の核種は ICRP Pub.71 等に基づく 

呼吸率 1.2m３／h 
「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査

指針」の第２表の成人活動時の呼吸率を設定 

マスクによる 

防護係数 
50 着用を考慮し，期待できる防護係数として設定した 

地表への 

沈着速度 

エアロゾル：0.5 ㎝／s 

無機よう素：0.5 ㎝／s 

有機よう素：1.7×10－３㎝／s 

希ガス  ：沈着無し 

湿性沈着を考慮し設定（補足１参照） 
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表５ 格納容器ベント実施前後の作業 

 

※１ 二次格納施設内での作業は不要であるため，二次格納施設以外の屋内操作場所について検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器ベント実施前 格納容器ベント実施後 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度準備／可搬式

窒素供給装置準

備 

FCVS 排気ライ

ンドレン排出弁

閉止操作 

第２弁開操作 第１弁開操作 ベント弁閉操作 

水素濃度測定操

作／窒素供給操

作 

屋外 屋外 屋内※１ 屋内※１ 屋内※１ 屋外 

作業開始時間 

（事象開始後） 

約 27 時間～ 

約 32 時間 

約 27 時間～ 

約 32 時間 

約 27 時間～ 

約 32 時間 
約 32 時間 168 時間後以降 168 時間後以降 

作業時間 

移動(往)：35分 

作業   ：75分 

移動(復)：35分 

移動(往)：30分 

作業   ：10分 

移動(復)：30分 

移動(往)：10分 

作業：60 分 

移動(復)：10分 

移動(往)：15分 

作業   ：60分 

移動(復)：15分 

移動(往)：15分 

作業：60 分 

移動(復)：15分 

移動(往):35 分 

作業：10 分 

移動(復):35 分 
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第６表 格納容器圧力逃がし装置配管からの直接ガンマ線 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7 表 原子炉建屋からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 
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第 9 図 第一弁（Ｓ／Ｃ側）操作場所及びアクセスルート 

 

図７ 第１弁（Ｗ／Ｗベント）操作場所（原子炉建物地下１階） 

 

 

 

第10図 第一弁（Ｓ／Ｃ側）操作場所及びアクセスルート 

 

 

図８ 第１弁（Ｗ／Ｗベント）操作場所（原子炉建物１階） 
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第 11 図 第一弁（Ｓ／Ｃ側）操作場所及びアクセスルート 

  

 

 

第 12 図 第一弁（Ｄ／Ｗ側）操作場所及びアクセスルート 

 

 

 
 

図９ 第１弁（Ｄ／Ｗベント）操作場所（原子炉建物２階） 
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第13図 第一弁（Ｄ／Ｗ側）操作場所及びアクセスルート 

第 14図 第一弁（Ｄ／Ｗ側）操作場所及びアクセスルート 
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第15図 第一弁（Ｄ／Ｗ側）操作場所及びアクセスルート 

  

 

 

第 16 図 屋外移動時のアクセスルート 

 

 

 

図 10 屋外作業場所 
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第17図 第二弁操作場所及びアクセスルート 

 

 

図 11 第２弁操作場所（原子炉建物３階） 

 

 

 

 

第 18 図 第二弁操作場所及びアクセスルート 
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第 19 図 第二弁操作場所及びアクセスルート 

第 20図 大気中に放出された放射性物質の濃度評価点 

別添1-292



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第
8
表
 
第
一
弁
開
操
作
に
伴
う
移
動
時
及
び
作
業
時
の
線
量

 

別添1-293



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表６ 格納容器ベント（Ｗ／Ｗベント）実施に伴う被ばく評価結果（単位：mSv） 

※1 被ばく線量が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載。

※2 マスク着用（PF50）による防護効果を考慮する。

※3 ベント流体が原子炉建物内に流入することによる影響は考慮しない。

※4 ベント系配管内に浮遊及び沈着した放射性物質を考慮する。なお，ベント配管内に沈着した

放射性物質がドレンだまりに蓄積するものとして評価する。 

※5 線源との聞に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。

評価内容 

格納容器ベント実施前 格納容器ベント実施後 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度準備／可搬式

窒素供給装置準

備※１ 

FCVS 排気ライン

ドレン排出弁閉

止操作 

第２弁開操作※１ 第１弁開操作 
ベント弁閉操作

※１

水素濃度測定操

作／窒素供給操

作 

屋外 屋外 屋内 屋内 屋内 屋外 

原子炉建物原子炉棟内

の放射性物質からの直

接線・スカイシャイン

線による外部被ばく 

1.1×10０ 5.4×10－１ 9.2×10－１ 1.4×10０ 2.5×10０ 6.2×10－１ 

放射性雲中の放射性物

質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

5.1×10－１ 1.2×10－１ 7.6×10－１ 1.5×10０ 1.6×10０ 1.0×10－２以下 

建物内に取込まれた放

射性物質による外部被

ばく及び内部被ばく※２ 

6.1×10－１ 1.3×10－１ 1.0×10０ 1.5×10０ ※３ 1.6×10０ 1.0×10－２以下 

地表面に沈着した放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

7.4×10０ 1.5×100 9.4×10０ 1.8×10０ 1.0×10－２以下 1.1×10０ 

ベント系配管内の放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－ － － 1.0×10－２以下 1.0×10－２以下 1.6×10－１ ※４ 

ＳＧＴフィルタの放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－※５ －※５ 2.6×10－１ 4.8×10－２ －※５ －※５ 

被ばく線量 約 10 約３ 約 13 約７ 約６ 約２ 
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表７ 格納容器ベント（Ｄ／Ｗベント）実施に伴う被ばく評価結果（単位：mSv） 

 

※1 被ばく線量が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載。 

※2 マスク着用（PF50）による防護効果を考慮する。 

※3 ベント流体が原子炉建物内に流入することによる影響は考慮しない。 

※4 ベント系配管内に浮遊及び沈着した放射性物質を考慮する。なお，ベント配管内に沈着した

放射性物質がドレンだまりに蓄積するものとして評価する。 

※5 線源との聞に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価内容 

格納容器ベント実施前 格納容器ベント実施後 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度準備／可搬式

窒素供給装置準

備※1 

FCVS 排気ライン

ドレン排出弁閉

止操作 

第２弁開操作※1 第１弁開操作 
ベント弁閉操作

※1 

水素濃度測定操

作／窒素供給操

作 

屋外 屋外 屋内 屋内 屋内 屋外 

原子炉建物原子炉棟内

の放射性物質からの直

接線・スカイシャイン

線による外部被ばく 

1.1×10０ 5.5×10－１ 9.3×10－１ 1.5×10０ 2.6×10０ 6.3×10－１ 

放射性雲中の放射性物

質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

5.1×10－１ 1.2×10－１ 7.6×10－１ 7.3×10－１ 7.0×10－１ 1.0×10－２以下 

建物内に取込まれた放

射性物質による外部被

ばく及び内部被ばく※２ 

6.1×10－１ 1.3×10－１ 1.0×10０ 1.5×10０ ※３ 1.6×10０ 1.0×10－２以下 

地表面に沈着した放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

7.4×10０ 1.5×100 9.4×10０ 1.8×10０ 1.0×10－２以下 2.2×10０ 

ベント系配管内の放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－ － － 1.0×10－２以下 1.0×10－２以下 7.8×10－１ ※４ 

ＳＧＴフィルタの放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－※５ －※５ 2.7×10－１ 5.1×10－２ －※５ －※５ 

被ばく線量 約 10 約３ 約 13 約６ 約５ 約４ 
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補足 1 格納容器漏えい率の設定について 

 

原子炉格納容器からの原子炉建屋への漏えい率は，ＭＡＡＰ内で模擬した漏えい孔の等価漏え

い面積及び原子炉格納容器の圧力に応じて設定している。 

 模擬する漏えい孔の等価漏えい面積は，以下に示す格納容器圧力が最高使用圧力である 310kPa

［gage］（1Pd）以下の場合と最高使用圧力を超過した後の場合の 2種類を設定する。 

ただし，ＭＡＡＰ解析においては，よう素の化学組成について考慮されておらず，全て粒子状

よう素として扱われることから，無機よう素及び有機よう素の格納容器漏えい率は別途設定する。 

 

 

1．格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合 

格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合，設計漏えい率（0.9Pd で 0.5％／日）を基に算出し

た等価漏えい面積（約 3×10－６m２）を設定し，ＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価してい

る。 

2．格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合 

格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合，2Pd で漏えい率 1.3％／日となる等価漏えい面

積（約 7×10－６m２）を設定し，1.と同様にＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

2Pd における漏えい率 1.3％／日は，以下のＡＥＣの評価式，ＧＥの評価式及び定常流の式によ

って評価した漏えい率の結果を包絡する値として設定した。これらの式は，設計基準事故の原子

炉冷却材喪失時の評価において格納容器漏えい率の評価に用いている理論式※１である。格納容器

圧力が最高使用圧力の 2倍である 620kPa[gage]（2Pd）及び格納容器雰囲気温度 200℃までは，事

故後７日間に渡り，格納容器本体並びに開口部及び貫通部の健全性が確保されていることを確認

していることから，これらの理論式を用いて格納容器圧力 2Pd 及び雰囲気温度 200℃における漏

えい率を設定することは可能と判断した。 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉では，有効

性評価「添付資料 3.1.2.6

原子炉格納容器漏えい率

の設定について」で記載

している 

◯ＡＥＣの評価式   

L = L0√
(𝑃𝑡 − 𝑃𝑎) × 𝑅𝑡 × 𝑇𝑡

(𝑃𝑑 − 𝑃𝑎) × 𝑅𝑑 × 𝑇𝑑
 

L ： 事故時の格納容器漏えい率（2Pd） 【約 1.28％／日】 

L0 ： 設計漏えい率（0.9Pd） 【0.5％／日】 

Pt ： 事故時の格納容器内圧力（2Pd） 【721.325kPa［abs］】 

Pd ： 設計圧力（0.9Pd） 【380.325kPa［abs]】 

Pa ： 格納容器外の圧力（大気圧） 【101.325kPa［abs]】 

Rt ： 事故時の気体定数※２ 【523.7J／Kg･K】 

Rd ： 空気の気体定数 【287J／Kg･K】 

Tt ： 事故時の格納容器雰囲気温度（200℃） 【473.15K】 

Td ： 格納容器雰囲気温度（20℃） 【293.15K】 
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◯ＧＥの評価式（General Electric 社の漏えいモデル式） 

L = L0√
1 − (

𝑃𝑎
𝑃𝑡)

2

1 − (
𝑃𝑎
𝑃𝑑

)
2 

L ： 事故時の格納容器漏えい率（2Pd） 【約 0.51％／日】 

L0 ： 設計漏えい率（0.9Pd） 【0.5％／日】 

Pt ： 事故時の格納容器内圧力（2Pd） 【721.325kPa［abs]】 

Pd ： 設計圧力（0.9Pd） 【380.325kPa［abs]】 

Pa ： 格納容器外の圧力（大気圧） 【101.325kPa［abs]】 

 

◯定常流の式 

L = L0√
𝜌𝑑(𝑃𝑡 − 𝑃𝑎)

𝜌𝑡(𝑃𝑑 − 𝑃𝑎)
 

L ： 事故時の格納容器漏えい率（2Pd） 【約 0.93％／日】 

L０ ： 設計漏えい率（0.9Pd） 【0.5％／日】 

ρｔ： 事故時の格納容器内気体の平均密度※３ 【2.9kg／m３】 

ρｄ： 
設計温度・圧力における格納容器内気体の平均密度※

４ 
【4.5kg／m３】 

Pｔ ： 事故時の格納容器内圧力（2Pd） 【721.325kPa［abs]】 

Pｄ ： 設計圧力（0.9Pd） 【380.325kPa［abs]】 

Pａ ： 格納容器外の圧力（大気圧） 【101.325kPa［abs]】 

 

※1 「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について（平成 16 年 1 月）」（株式会社 

日立製作所） 

  

 

 

 

※2 事故時の気体定数 Rｔは，以下の式により算出した。 

Rｔ［J／kg･K］＝モル気体定数約 8.314［J／K・mol］／平均分子量Ｍ［kg／mol］ 

ＡＥＣの評価式より，事故時の気体定数が大きくなるほど漏えい率は高くなる。また，上記

計算式より，事故時の気体定数は，平均分子量が小さくなるほど大きくなる。事故時の原子炉

格納容器内は水素，窒素及び水蒸気で構成されるため，分子量の小さい水素の割合が増加する

ほど平均分子量は小さくなり，結果として事故時の気体定数は大きくなる。平均分子量の設定

に当たり，水素，窒素及び水蒸気のガス組成を 34％：33％：33％とし，水素の割合（34％）

は，有効性評価（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」）における

水素発生量（約 700kg（内訳：ジルコニウム－水反応 約 325kg，アルミニウム／亜鉛の反応 約
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246kg，水の放射線分解 約 115kg））を包含した値であることから，保守的な設定であると考

える。 

 

※3 事故時の格納容器内気体の平均密度ρｔは，以下の式により算出した。 

ρｔ［kg／m３］＝平均分子量Ｍ［kg／mol］×物質量ｎ［mol］／格納容器体積Ｖ［m３］ 

定常流の式より，事故時の原子炉格納容器内気体の平均密度が小さくなるほど漏えい率は大

きくなる。また，上記計算式より，事故時の原子炉格納容器内気体の平均密度は，平均分子量

が小さくなるほど小さくなる。平均分子量は※2と同じであり，保守的な設定であると考える。 

※4 原子炉格納容器内気体の平均密度ρｄは，以下の式により算出した。 

ρｄ［kg／m３］＝1.205［kg／m３］×(Pｄ［Pa］／Pａ［Pa］) 

1.205［kg／m３］：乾燥空気密度（20℃） 

3．無機よう素及び有機よう素の格納容器漏えい率 

(1) 無機よう素 

他の核種と同様に格納容器圧力に応じて漏えい率が変動すると考えるが，ＭＡＡＰ解析にお

いて無機よう素を模擬していないため，ＭＡＡＰ解析結果による格納容器圧力を基に漏えい率

を設定する。 

漏えい率の設定に当たっては，第 1図のとおりＭＡＡＰ解析結果による格納容器圧力を包絡

した格納容器圧力を設定し，その格納容器圧力に対する漏えい率を設定している。 

このように設定した漏えい率は，0.9Pd 以下で 0.5％／日，0.9Pd 超過で 1.3％／日を一律に

与えるものであり，ＭＡＡＰ解析における漏えい率を包絡した保守的な設定であると考える。 

  

 
第 1 図 格納容器圧力と漏えい率の時間変化 

（無機よう素の格納容器漏えい率の設定） 

 

  

(2) 有機よう素 

有機よう素についても，無機よう素と同様の漏えい率の設定が可能であるが，有機よう素がガ

ス状として振る舞うこと及び原子炉格納容器内での除去効果を受けない点で希ガスに類似してい

  

2Pd（1.3％／日） 

0.9Pd 

（0.5％/日） 
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ることから，ＭＡＡＰ解析における希ガスと同じ挙動を示すものとし，1.及び 2.に基づき漏えい

率を設定する。 

 

補足 2 原子炉格納容器内での除去効果について 

 

ＭＡＡＰにおけるエアロゾルに対する原子炉格納容器内の除去効果として，沈着，サプレッシ

ョン・プールでのスクラビング及びドライウェルスプレイを考慮している。また，沈着について

は，重力沈降，拡散泳動，熱泳動，慣性衝突，核分裂生成物（以下「ＦＰ」という。）ガス凝縮/

再蒸発で構成される。（「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードにつ

いて」の「第５部 ＭＡＡＰ」（抜粋）参照） 

 

「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」の「第５部 Ｍ

ＡＡＰ」（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉では，有効

性評価 補足説明資料

「13．サプレッション・

チェンバのスクラビング

によるエアロゾル捕集効

果」で記載している 
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1. 沈着及びドライウェルスプレイによる除去効果   
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沈着及びドライウェルスプレイによる除去効果を確認するため，感度解析を行った。感度解

析結果を第 1図に示す。なお，感度解析では，以下の式により原子炉格納容器内の除去効果を

算出している。 

原子炉格納容器内ＤＦ＝原子炉格納容器内へのＣｓＩ放出割合／ベントラインから大気への

ＣｓＩ放出割合 

 

 

第 1 図 エアロゾルに対する原子炉格納容器内の除去効果（感度解析結果） 

 

第 1 図より，全除去効果を考慮したベースケースにおけるＤＦ（10６オーダー）との比較から，

重力沈降のＤＦは 10３程度，ドライウェルスプレイのＤＦは 10～10２程度であることがわかる。

これより，重力沈降及びドライウェルスプレイ両方によるＤＦは 10４～10５程度となるため，エア

ロゾルに対する原子炉格納容器内の除去効果は重力沈降及びドライウェルスプレイの影響が大き

いと考える。 

 

  

2.  サプレッション・プールでのスクラビングによる除去効果 

(1) スクラビング効果について 

スクラビングは，エアロゾルを含む気体がプール内に移行する場合，気泡が分裂しながら

上昇していく過程においてエアロゾルが気泡界面に到達した時点で水に溶解して気体から除

去される現象である。スクラビングにおけるエアロゾル除去のメカニズムは，プールへの注

入時の水との衝突や気泡がプール水中を上昇していく過程における慣性衝突等が考えられ

る。 
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(2) ＭＡＡＰ解析上の扱いについて 

スクラビングによる除去効果について，ＭＡＡＰ解析ではスクラビング計算プログラム（Ｓ

ＵＰＲＡコード）により計算されたＤＦ値のデータテーブルに，プール水深，エアロゾルの

粒子径，キャリアガス中の水蒸気割合，格納容器圧力及びサプレッション・プールのサブク

ール度の条件を補間して求めている。 

ＳＵＰＲＡコードでは，スクラビングに伴う初期気泡生成時及び気泡上昇時のエアロゾル

の除去効果をモデル化しており，気泡挙動（気泡サイズ及び気泡上昇速度），初期気泡生成時

のＤＦ，気泡上昇時のＤＦを評価式により与えている。第 2 図に，気泡中のエアロゾルが気

泡界面に到達するまでの過程を示す。気泡上昇時における各過程の除去速度を評価すること

でエアロゾルのＤＦを与えている。 

 

第 2 図 スクラビングによるエアロゾル捕集効果 

 

 

 

 

 

(3) ＳＵＰＲＡコードによる計算結果と実験結果の比較について 

ＳＵＰＲＡコードによる計算結果については，電力共同研究※１にて実験結果との比較検討

が行われている。試験条件及び試験装置の概要を第 1 表及び第 3 図に示す。また，試験結果

を第 4図から第 10図に示す。 

試験結果より，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果と実験結果について，キャリアガス流量

等のパラメータ値の増減によるＤＦ値の傾向は概ね一致していることを確認した。 

また，粒径    μm までの粒子について，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果が実験結

果より小さいＤＦ値を示しており，保守的な評価であることを確認した。 

一方，粒径    μm の粒子について，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果が実験結果よ

り大きいＤＦ値を示しているが，これは実験とＳＵＰＲＡコードで用いている粒子の違い（実

験：ＬＡＴＥＸ粒子（密度  g/cm３），ＳＵＰＲＡコード：ＣｓＯＨ（密度   g/cm３））

が影響しているためである。ＳＵＰＲＡコードの計算結果を密度補正※２した第 7 図及び第 9

図では，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果は実験結果より概ね小さいＤＦ値を示すことが確

認できる。 

以上より，ＳＵＰＲＡコードにより計算されたＤＦ値を用いることは妥当と考える。 

※1 共同研究報告書「放射能放出低減装置に関する開発研究」（ＰＨＡＳＥ２）最終報告書 

平成 5年 3月 
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※2 実験ではＬＡＴＥＸ粒子を用いているため，その粒径は                

となる。一方，ＳＵＰＲＡコードではＣｓＯＨの粒径を基にしているため，粒径に粒子

密度（   g／cm３）の平方根を乗じることにより     に換算する。 

 

 

 

第 1 表 試験条件 

 
 

 

 

第 3 図 試験装置の概要 
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第 4 図 キャリアガス流量に対するＤＦの比較 

 

 

 

 

第 5 図 プール水温に対するＤＦの比較 
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第 6 図 水蒸気割合に対するＤＦの比較 

 

 

 

 

第 7 図 水蒸気割合に対するＤＦの比較（密度補正） 
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第 8 図 スクラビング水深に対するＤＦの比較 

 

 

 

第 9 図 スクラビング水深に対するＤＦの比較（密度補正） 
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第 10 図 ガス温度に対するＤＦの比較 

  

(4) 沸騰による除去効果への影響について 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の代替循環冷却系を使用

できない場合における事故シーケンスでは，第 11図のとおり，格納容器圧力逃がし装置によ

る格納容器減圧及び除熱の実施に伴いサプレッション・プールは飽和状態（沸騰状態）にな

るため，サプレッション・プールの沸騰による除去効果への影響を確認した。ＭＡＡＰ解析

条件及び評価結果を第 2 表及び第 3 表に示す。なお，エアロゾルの粒径については，スクラ

ビング前後でそれぞれ最も割合の多い粒径について除去効果への影響を確認した。その結果，

第 3 表のとおり沸騰時の除去効果は非沸騰時に比べて小さいことを確認した。 

ただし，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の代替循環冷却

系を使用できない場合における事故シーケンスでは，第 12 図のとおり，原子炉圧力容器内の

Ｃｓ－137 は，大破断ＬＯＣＡにより生じた破断口より格納容器内気相部へ移行し，その後

重力沈降等により，事象発生 5時間程度で大部分が原子炉格納容器内液相部へ移行するため，

本評価においてサプレッション・プールの沸騰による除去効果の減少の影響はほとんどない

と考える。 

なお，ＣｓＩ，ＣｓＯＨの沸点はそれぞれ 1,280℃，272.3℃以上※２であり，シビアアクシ

デント時に原子炉格納容器内でＣｓＩ，ＣｓＯＨが揮発することは考えにくいが，サプレッ

ション・プールの沸騰に伴い液相部中のＣｓＩ，ＣｓＯＨの一部が気相部へ移行する可能性

がある。ただし，その場合でも，ドライウェルから格納容器圧力逃がし装置を介した場合の

Ｃｓ－137 放出量（事象発生 7日間で約 18TBq）に包絡されると考えられる。 

※2 化合物の辞典 髙本 進・稲本直樹・中原勝儼・山﨑 昶[編集] 1997 年 11 月 20 日 
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第 11 図 サプレッション・プールのサブクール度の推移 
 

  

 

第 2 表 評価条件 

項目 評価条件※ 選定理由 

蒸気割合    ％ 
格納容器ベント実施前のドライウェルに

おける蒸気割合（約 55％）相当 

格納容器圧力    kPa[gage] 
格納容器ベント実施前の格納容器圧力

（400～465kPa[gage]）相当 

サプレッション・プール 

水深 
   m 

実機では水深 3m 以上のため，設定上限値

を採用 

サブクール度 
    ℃ 未飽和状態として設定（設定上限値） 

  ℃ 飽和状態として設定（設定下限値） 

エアロゾルの粒径（半径） 

   μm 
スクラビング前において，最も割合が多

い粒径 

  μm 
スクラビング後において，最も割合が多

い粒径 

※ＳＵＰＲＡコードにより計算されたデータテーブルの設定値を採用 

 

 

 

 

 

 

 

  

格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作（約 19 時間）の実施に伴

う格納容器圧力低下により，サプレッション・プールは飽和状態となる。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷

却操作（約 3.9 時間）に伴うサブクール度の低下 
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第 3表 評価結果 

粒径（半径） 

ＤＦ 

未飽和状態 

（サブクール度     ℃） 

飽和状態 

（サブクール度    ℃） 

   μm   

   μm   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12 図 原子炉格納容器内液相部中の存在割合 
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補足 3 原子炉格納容器内における無機よう素の自然沈着効果について 

  

1．無機よう素の自然沈着率の設定 

原子炉格納容器内での無機よう素の除去効果として，自然沈着率 9.0×10－４（1／s）（原子炉

格納容器内の最大存在量から 1／200 まで）を用いている。以下に，自然沈着率の算出に関する

概要を示す。 

原子炉格納容器内における無機よう素の自然沈着について，財団法人原子力発電技術機構（以

下「ＮＵＰＥＣ」という。）による検討「平成 9年度ＮＵＲＥＧ－1465 のソースタームを用いた

放射性物質放出量の評価に関する報告書（平成 10年 3 月）」において，ＣＳＥ（Containment 

Systems Experiment）A6 実験に基づく値が示されている。 

原子炉格納容器内での無機よう素の自然沈着率をλd（μg／m３）とすると，原子炉格納容器内

における無機よう素濃度ρの濃度変化（1／s）は式１で表され，自然沈着率λdは時刻 t0におけ

る無機よう素濃度ρ0 と時刻 t1における無機よう素濃度ρ1 を用いて式２のとおりとなる。 

  

            
dρ

dt
= −λ

d
ρ     （式１） 

  

λ
d

= −
1

t1−t0
log (

ρ
1

ρ
0

)  （式２） 

 

なお，ＮＵＰＥＣの報告書では，Nuclear Technology“Removal of Iodine and Particles by 

Sprays in the Containment Systems Experiment”の記載（ＣＳＥ Ａ６実験）より，時刻 0 分

における無機よう素の気相濃度 10５μg／m３及び時刻 30 分における無機よう素の気相濃度

1.995×10４μg／m３を上式に代入することで，式３のとおり，無機よう素の自然沈着率 9.0×10

－４（1／s）を算出したとしている。 

 

    λ
d

= −
1

30×60−0
log (

1.995×104

105 ) ≈ 9.0 × 10−4   （式３） 

 

この自然沈着率は，ＢＮＷＬ－1244，“Removal of Iodine and Particles from Containment 

Atmospheres by Spray-Containment Systems Experiment Interim Report”のＣＳＥ Ａ６実験

による無機よう素の気相部濃度の時間変化を表す図に基づくものである。時刻 0 分～30 分の濃

度変化は，よう素の浮遊量が多く，格納容器スプレイを考慮していない事故初期の状態を模擬し

ていると考えられる。（第 1図参照） 

 

 

 

 

 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉では，59 条

補足説明資料 59-11 添付

資料２「2-5 格納容器等

への無機よう素の沈着効

果について」で記載して

いる 
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第 1 図 CSE A6 実験による無機よう素の濃度変化図 
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2．ＣＳＥ実験の適用について 

ＣＳＥ実験条件と東海第二発電所の評価条件の比較を第 1 表に示す。 

 

  

第 1 表 ＣＳＥ実験と東海第二発電所の評価条件の比較 

 
ＣＳＥ実験の Run No. 

東海第二発電所 
Ａ６※１,※２ Ａ５※３ Ａ１１※３ 

雰囲気 蒸気＋空気 同左 同左 同左 

雰囲気圧力 

（MPa[gage]） 
約 0.20 約 0.22 約 0.24 約 0.47 以下※４ 

雰囲気温度 

（℃） 
約 120 約 120 約 120 約 200 以下※４ 

格納容器 

スプレイ 
間欠※５ なし なし 間欠※６ 

※1 R.K.Hilliard et.al,“Removal of iodine and particles by sprays in the containment 

systems experiment”, Nucl. Technol. Vol 10 pp499-519, 1971 

※2 R.K.Hilliard et.al,“Removal of iodine and particles from containment 

atmospheries by sprays”, BNWL-1244 

※3 R.K.Hilliard and L.F.Coleman,“Natural transport effects on fission product 

behavior in the containment systems experiment”, BNWL-1457 

※4 評価事故シーケンスにおける格納容器圧力及び雰囲気温度のＭＡＡＰ解析結果より記

載 

※5 A6 実験はスプレイを伴う実験だが，自然沈着率の算出には 1回目のスプレイ実施前にお

ける原子炉格納容器内の濃度変化より設定している 

※6 格納容器スプレイを実施するが，評価上は無機よう素の除去効果に対しては自然沈着の

み考慮し，格納容器スプレイによる除去効果は考慮しない 

 

  

スプレイを使用していないＡ５及びＡ１１における無機よう素の原子炉格納容器内気相部濃

度の時間変化を第 2図に示す。初期の沈着については A6 と同様の傾向を示すとともに，初期濃

度より数百分の 1 程度まで低下した後は緩やかとなる傾向が見られる。また，米国 SRP6.5.2 で

は，原子炉格納容器内の無機よう素濃度が 1／200 になるまでは無機よう素の除去が見込まれる

としている。 
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第 2 図 ＣＳＥ Ａ５及びＡ１１実験における無機よう素の 

原子炉格納容器内気相部濃度の時間変化 

 

  

自然沈着率は，評価する体系の体積と内表面積の比である比表面積の影響を受け，比表面積が

大きいほど自然沈着率は大きくなると考えられるため，ＣＳＥ実験における体系と東海第二発電

所の比表面積について第 2表に示す。表からＣＳＥ実験と東海第二発電所の比表面積は同程度と

なっていることが確認できる。 

 

  

第 2 表 ＣＳＥ実験と東海第二発電所の比表面積の比較 

 ＣＳＥ実験体系 東海第二発電所 

体積（m３） 約 600 約 5,700 

表面積（m２） 約 570 約 5,900 

比表面積（1／m） 約 0.96 約 1.04 
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補足 4 サプレッション・プールでのスクラビングによる除去効果（無機よう素） 

 

 サプレッション・プールでのスクラビングによる無機よう素の除去効果（以下「ＤＦ」という。）

として，Standard Review Plan 6.5.5 に基づきＤＦ10を設定している。これは Standard Review 

Plan 6.5.5 において，「無機よう素のスクラビングによる除去効果として，Ｍａｒｋ‐Ⅱ及びＭ

ａｒｋ‐Ⅲに対してＤＦ10 以下，Ｍａｒｋ‐Ⅰに対してＤＦ5 以下を主張する場合は，特に計算

を必要とせず容認しても良い」との記載に基づくものであり（抜粋参照），東海第二発電所はＭａ

ｒｋ－Ⅱ型原子炉格納容器を採用していることから，サプレッション・プールの沸騰の有無に関

わらず，ＤＦ10 を適用することとしている。 

なお，有機よう素についてはガス状の性質であることから，本ＤＦの効果には期待していない。

粒子状よう素のＤＦについては，ＭＡＡＰ解析のスクラビング計算プログラム（ＳＵＰＲＡコー

ド）にて評価している。 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉では，59 条

補足説明資料 59-11 添付

資料２「2-5 格納容器等

への無機よう素の沈着効

果について」で記載して

いる 

「Standard Review Plan 6.5.5」（抜粋） 
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参考 

サプレッション・プールでのスクラビングによる 

無機よう素の除去効果に関する他の知見について 

 

サプレッション・プールでのスクラビングによる無機よう素の除去効果に関する他の知見とし

て，ＳＰＡＲＣコードによる計算結果並びにＵＫＡＥＡ及びＰＯＳＥＩＤＯＮにて行われた実験

がある。 

 

1. ＳＰＡＲＣコードによる計算結果 

Standard Review Plan 6.5.5 の引用文献※１において，ＳＰＡＲＣコードを用いたよう素のス

クラビングによる除去効果を計算している。当該文献では，Ｍａｒｋ－Ⅰ型原子炉格納容器を

対象として無機よう素（Ｉ２），粒子状よう素（ＣｓＩ）及び有機よう素（ＣＨ３Ｉ）に対する

スクラビングによる除去効果を計算している。計算結果は第 1図のとおりであり，無機よう素

に対するＤＦは最小で 10程度である。 

なお，選定した事故シーケンスは，原子炉停止機能喪失であり，以下の事故進展を想定して

いる。 

・過渡時において制御棒の挿入不良が発生 

・緊急炉心冷却システムは作動するが，原子炉出力レベルはサプレッション・プールの冷却能

力を超過 

・原子炉圧力容器の過圧破損の発生により冷却材が喪失した結果，炉心損傷が発生 

※1 P.C.Owczarski and W.K.Winegarder,“Capture of Iodine in Suppression Pools”,19th 

DOE/NRC Nuclear Air Cleaning Conference. 
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第 1 図 ＳＰＡＲＣ計算結果（瞬時値ＤＦ） 

※文献中の記載（抜粋） 

“Here the I２ flow rate is fairly high until 148.5min, then the rate(and incoming I

２ concentration) decreases. These decreases cause the pool scrubbing to become less 

effective at the iodine concentrations of pool. ” 

 

2. ＵＫＡＥＡ及びＰＯＳＥＩＤＯＮにて行われた実験 

無機よう素に対するスクラビングによる除去効果について，ＵＫＡＥＡ※２及びＰＯＳＥＩＤ

ＯＮ※３において実験が行われている。実験体系を第 2図及び第 3図，実験条件及び実験結果を

第 1表及び第 2表に示す※４。第 2表のとおり，無機よう素のＤＦは最小で 14である。 

※2 イギリスのウィンフリス（重水減速沸騰軽水冷却炉(SGHWR)）の蒸気抑制システムにおけ

る核分裂生成物の保持を調べるための実験 

※3 スイスのポール・シェラー研究所で行われた水中へのガス状よう素のスクラビングに関す

る実験 

※4 “State-of-the-art review on fission products aerosol pool scrubbing under severe 

accident conditions”，1995 

 

 

 

  

I2 流量の減少により，スク
ラビングによる除去効果が
低下※ 
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第 2 図 ＵＫＡＥＡ実験体系 

 

 

  

 

第 3 図 ＰＯＳＥＩＤＯＮ実験体系 
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第 1表 実験条件 

 
 

 

  

第 2 表 実験結果 
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補足 5 原子炉格納容器外への核分裂生成物の放出割合の設定について 

 

大気への放出量は，炉内蓄積量に原子炉格納容器外への放出割合を乗じることで算出する。（参

考 1 参照） 

原子炉格納容器外への放出割合の評価に当たっては，想定事故シナリオ「大破断ＬＯＣＡ＋高

圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」（全交流動力電源喪失の重畳を考慮）において原子炉圧力容

器が健全な状態で事故収束するため，そのプラント状態を模擬可能なＭＡＡＰコードを用いるこ

ととするが，以下の考察から，ＮＵＲＥＧ－1465 の知見を用いて一部補正する。ＭＡＡＰ解析結

果を第 1 表，ＮＵＲＥＧ－1465 の知見を用いて一部補正した結果を第 2表に示す。 

 

・資料構成の相違 

島根２号炉では，59 条

補足説明資料 59-11 添付

資料２「2－3 核分裂生

成物の格納容器外への放

出割合の設定について」

で記載している 

 

第 1 表 放出割合の評価結果（ＭＡＡＰ解析） 

 

  

 

第 2 表 放出割合の評価結果（中・低揮発性の核種グループに対する補正後） 
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①ＴＭＩや福島第一原子力発電所事故での観測事実について 

第 1 表によると，高揮発性核種（ＣｓＩ，ＣｓＯＨ）の格納容器圧力逃がし装置からの放出割

合（10－６～10－７オーダー）と比べ，中・低揮発性核種の放出割合の方が大きい（10－５オーダー）

という結果になっている。 

一方，ＴＭＩや福島第一原子力発電所事故での観測事実から，事故が発生した場合に最も多く

放出される粒子状物質は，よう素やセシウム等の高揮発性の物質であり，中・低揮発性の物質の

放出量は高揮発性の物質と比べて少量であることがわかっている。 

第 3 表は，ＴＭＩ事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量であるが，希ガスや高揮

発性核種（セシウムやよう素）が原子炉圧力容器外に炉内蓄積量の半分程度放出される一方で，

中・低揮発性核種はほぼ全量が原子炉圧力容器に保持されているという評価となっている。 

 

第 3 表 ＴＭＩ事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在割合※３ 

 
※3 存在割合＝サンプル試料の分析結果／ＯＲＩＧＥＮ２コード解析結果 

出典：「ＴＭＩ－２号機の調査研究成果（渡会偵祐,井上康,桝田藤夫 日本原子力学会誌 Vol.32，

No.4（1990））」 

 

  

また，第 4 表は，福島第一原子力発電所事故後に実施された発電所敷地内の土壌中放射性核種

のサンプリング結果であるが，最も多く検出されているのは高揮発性核種（セシウムやよう素）

であり，多くの中・低揮発性核種は不検出（ＮＤ）という結果となっている。 

 

  

第 4 表 福島第一原子力発電所事故後に検出された土壌中の放射性核種

 

出典：東京電力株式会社 HP（http://www.tepco.co.jp/cc/press/11040609-j.html） 

  

１４４
Ce

１５４
Eu

１５５
Eu

９０
Sr

１０６
Ru

１２５
Sb

１３７
Cｓ

１２９
I

８５
Kr

原子炉建屋
　　原子炉容器 105.4　 122.7 109.5 89.7　 93.2　 117.2  40.1　  42　 30
　　原子炉冷却系 - - - 1　 -    0.2 3  1 -

　　地階水，気相タンク類 　0.01 - - 　2.1　 　0.5　    0.7 　47     (47)† 54

補助建屋 - - - 0.1 -    0.7 5 7 -
合計 105　　 122 110 93　　 94　　 119　 95  97 85

核種
低揮発性 中揮発性 高揮発性

（単位：％）

　　†　広範囲のＩ濃度測定値と多量のデブリ（おもに地下水沈殿物）のため，ここでの保持量は炉心インベントリ－を大きく上
　　　  回る分析結果となってしまう。したがって，ここに保持されたＩのインベントリーはＣｓと同等であると考える。
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②各元素の放出挙動について 

燃料からの核分裂生成物の放出及び移行挙動に関する研究結果より，各元素の放出挙動は以下

のように整理されており※４，高揮発性核種が高温でほぼ全量放出されるのに対し，中・低揮発性

核種は雰囲気条件に大きく左右される。 

 希ガス：高温にてほぼ全量放出される。 

Ｉ，Ｃｓ ：高温にてほぼ全量放出される。放出速度は希ガスと同等。 

Ｓｂ，Ｔｅ：被覆管と反応した後，被覆管の酸化に伴い放出される。 

Ｓｒ，Ｍｏ，Ｒｕ，Ｒｈ，Ｂａ：雰囲気条件（酸化条件 or還元条件）に大きな影響を受ける。 

Ｃｅ，Ｎｐ，Ｐｕ，Ｙ，Ｚｒ，Ｎｂ：高温状態でも放出速度は低い。 

 ※4 「化学形に着目した破損燃料からの核分裂生成物及びアクチニドの放出挙動評価のための

研究（JAEA-Review 2013-034，2013 年 12 月）」 

 

③補正について 

 ①及び②より，第 1 表の中・低揮発性核種の放出割合が高揮発性核種よりも大きいという結果

は実態に即しておらず，これは，ＭＡＡＰ解析において，中・低揮発性核種の放出割合が過度に

大きく評価されたためと考えられ，要因としては，溶融燃料が再冠水し溶融燃料の外周部が固化

した後でも，燃料デブリ表面からの放射性物質の放出評価において溶融燃料の平均温度を参照し

て放出量を評価していることや，溶融燃料上部の水によるスクラビング効果を考慮していないこ

とが挙げられる。なお，ＭＡＡＰコードの開発元であるＥＰＲＩからも，以下の報告がなされて

いる。 

・炉心が再冠水した場合の低揮発性核種（Ｒｕ及びＭｏ）の放出について，低温の溶融燃料表

面付近ではなく，溶融燃料の平均温度を基に放出速度を算出しているため，ＭＡＡＰ解析が

保守的な結果を与える場合がある。 

・Ｍｏの放出量評価について，ＮＵＲＥＧ－1465 よりもＭＡＡＰの方が放出量を多く評価する。 

したがって，ＴＭＩ事故や福島第一原子力発電所事故の実態により見合った，環境中への放出量

を評価するため，中・低揮発性核種の放出割合を補正することとした。補正するに当たり，ＴＭ

Ｉ事故を契機として行われたシビアアクシデントに係るソースターム研究を踏まえ，被覆管材で

あるジルコニウムの酸化量の違い等により核分裂生成物の放出量や放出タイミングに相違が生じ

ることを考慮し，ＢＷＲ及びＰＷＲそれぞれに対して放出割合を設定する等，より現実的なソー

スタームの設定を目的として制定されたＮＵＲＥＧ－1465 の知見を利用する。事象発生後，炉心

損傷が開始し，原子炉圧力容器が破損するまでのＭＡＡＰ解析とＮＵＲＥＧ－1465 の想定の比較

は第 5表のとおりであり，想定事故シーケンスでは重大事故等対処設備による原子炉注水により

原子炉圧力容器破損には至らないが，ＮＵＲＥＧ－1465 の想定とＭＡＡＰ解析の事象進展に大き

な差はなく，本評価においてＮＵＲＥＧ－1465 の知見は利用可能と判断している。 
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第 5表 ＭＡＡＰ事象進展とＮＵＲＥＧ－1465 の想定の比較 

 

燃料被覆管損傷が開始し，ギャ

ップから放射性物質が放出され

る期間 

炉心溶融が開始し，溶融燃料が原

子炉圧力容器破損するまでの期

間 

ＭＡＡＰ 約 4分～約 27分※５ 約 27 分～約 3.3 時間※６ 

ＮＵＲＥＧ－1465 ～30 分 30 分～2時間 

※5 炉心損傷開始（燃料被覆管 1,000K）～燃料溶融開始（燃料温度 2,500K） 

※6 原子炉注水をしない場合における原子炉圧力容器破損時間（本評価においては原子炉注水に

より原子炉圧力容器破損には至らない） 

  

以下，各核種グループにおける放出割合の具体的な評価手法を示す。 

(1) 希ガスグループ，ＣｓＩグループ，ＣｓＯＨグループ 

希ガスを含めた高揮発性の核種グループについては，ＭＡＡＰ解析結果から得られた放出割

合を採用する。 

なお，Ｃｓの放出割合については，ＣｓＩグループ及びＣｓＯＨグループの放出割合，Ｉ元

素とＣｓ元素の原子炉停止直後の炉内蓄積重量より，式 1 を用いて評価する。（式 1の導出過

程は，参考 2参照） 

 

𝐹𝐶𝑠(𝑇) = 𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇) +
𝑀𝐼

𝑀𝐶𝑠
×

𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
× (𝐹𝐶𝑠𝐼(𝑇)－𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇))   （式 1） 

 

FCs(T) ：時刻 TにおけるＣｓの放出割合 

FCｓOH(T) ：時刻 TにおけるＣｓＯＨグループの放出割合 

FCｓI(T) ：時刻 TにおけるＣｓＩグループの放出割合 

MI  ：停止直後のＩの炉内蓄積重量 

MCｓ ：停止直後のＣｓの炉内蓄積重量 

WI  ：Ｉの分子量 

WCｓ ：Ｃｓの分子量 
 

  

 

(2) 中・低揮発性の核種グループ 

中・低揮発性の核種グループについては，ＭＡＡＰ解析から得られた放出割合は採用せず，

ＭＡＡＰ解析の結果から得られたＣｓの放出割合，希ガスグループの放出割合及びＮＵＲＥＧ

－1465 の知見を利用して放出割合を評価する。 

ここで，中・低揮発性の核種における放出割合の経時的な振る舞いは，格納容器圧力逃がし

装置への放出については希ガス，原子炉建屋への漏えいについてはＣｓと同一になるものとし

※７，事象発生から 168 時間経過時点におけるＣｓの放出割合に対する当該核種グループの放

出割合の比率はＮＵＲＥＧ－1465 で得られた比率に等しいとして，式 2 及び式 3 に基づき評

価する。また，第 6表に，ＮＵＲＥＧ－1465 で評価された格納容器内への放出割合を示す。 
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【格納容器圧力逃がし装置への放出】 

  𝐹𝑖(𝑇)＝𝐹𝐶𝑠(168ℎ) ×
𝛾𝑖

𝛾𝐶𝑠
×

𝐹𝑁𝐺(𝑇)

𝐹𝑁𝐺(168ℎ)
 （式 2） 

【原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい】 

  𝐹𝑖(𝑇)＝𝐹𝐶𝑆(𝑇) ×
𝛾𝑖

𝛾𝐶𝑠
       （式 3） 

 

F i ( T )：時刻 Tにおける i番目のＭＡＡＰ核種グループの放出割合 

FNG(T)：時刻 Tにおける希ガスグループの放出割合 

FCS(T)：時刻 TにおけるＣｓの放出割合 

γ i  ：ＮＵＲＥＧ－1465 における i番目のＭＡＡＰ核種グループに相当する核種グループ

の原子炉格納容器への放出割合 

γ C s：ＮＵＲＥＧ－1465 におけるＣｓに相当する核種グループの原子炉格納容器への放出

割合 

 

※7 格納容器内に放出された中・低揮発性の核種グループは，粒子状として振る舞い，沈

着やドライウェルスプレイ等による除去効果を受けると考えられる。したがって，中・

低揮発性の核種グループの原子炉建屋への漏えいについては，沈着等による除去効果を

受けるＣｓの振る舞いに近いと考えられる。 

また，中・低揮発性の核種グループは，Ｃｓに比べて原子炉格納容器内に放出される

量が少なく，壁面等への付着量も少ない。したがって，格納容器圧力逃がし装置への放

出については，格納容器ベントに伴い大気に放出された後も，壁面等に付着した放射性

物質の再浮遊に伴い大気への放出が生じるＣｓではなく，原子炉格納容器気相部に浮遊

し，壁面等からの追加放出がない希ガスの放出割合の振る舞いに近いと考えられる。 

以上のことから，中・低揮発性の核種グループの「各時刻における放出割合」は，「各

時刻における希ガスグループ又はＣｓの放出割合」に比例するものとする。 

第 6表 ＮＵＲＥＧ－1465 での原子炉格納容器内への放出割合 

核種グループ 原子炉格納容器への放出割合※８ 

Ｃｓ 0.25 

ＴｅО２，Ｓｂ 0.05 

ＳｒО，ＢａО 0.02 

ＭоО２ 0.0025 

ＣｅО２ 0.0005 

Ｌａ２О３ 0.0002 

※8 ＮＵＲＥＧ－1465 の Table3.12「Gap Release」及び「Early In-Vessel」の値の 

   和（ＮＵＲＥＧ－1465 では，「Gap Release」，「Early In-Vessel」，「Ex-Vessel」及び「Late 

In-Vessel」の各事象進展フェーズに対して原子炉格納容器内への放出割合を与えている。

本評価事象は原子炉圧力容器が健全な状態で事故収束するため，原子炉圧力容器損傷前ま

での炉心からの放出を想定する「Gap Release」及び「Early In-Vessel」の値を用いる。） 
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参考 1 大気への放出量評価過程について 

 

 大気への放出量は，「核種ごとに評価した炉内蓄積量」に「ＭＡＡＰにより評価した核種グルー

プごとの格納容器外への放出割合」を乗じることで算出する。本評価において考慮したＭＡＡＰ

における核種グル―プと各グループの核種を第 7表に示す。なお，ＭＡＡＰにおける核種グルー

プとＮＵＲＥＧ－1465 における核種グループの比較は第 1図のとおりであり，分類数に違いはあ

るが，取り扱っている核種は同等である。 

 

 

  

第 7 表 ＭＡＡＰにおける核種グル―プと各グループの核種 

核種グループ 核種※９ 

希ガス類 Ｋｒ，Ｘｅ 

ＣｓＩ類 Ｉ 

ＣｓＯＨ類 Ｃｓ，Ｒｂ 

Ｓｂ類 Ｓｂ 

ＴｅＯ２類 Ｔｅ 

ＳｒＯ類 Ｓｒ 

ＢａＯ類 Ｂａ 

ＭｏＯ２類 Ｍｏ，Ｃｏ，Ｔｃ，Ｒｕ，Ｒｈ 

ＣｅＯ２類 Ｃｅ，Ｎｐ，Ｐｕ 

Ｌａ２Ｏ３類 
Ｌａ，Ｙ，Ｚｒ，Ｎｂ， 

Ｐｒ，Ｎｄ，Ａｍ，Ｃｍ 

 ※9 本評価において「Ｔｅ２類」及び「ＵＯ２類」の核種グループに対するＭＡＡＰ解析結果

がゼロのため，対象外とした。 
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第 1 図 ＭＡＡＰ及びＮＵＲＥＧ－1465 における核種グループの比較（「重大事故等対策の有効

性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」の「第５部 ＭＡＡＰ」（抜粋）） 

 

  

参考 2 Ｃｓの放出割合の評価式について 

 

Ｃｓの放出割合については，ＣｓＩグループ及びＣｓＯＨグループの放出割合，I及びＣｓの

原子炉停止直後の炉内蓄積重量並びにＩ及びＣｓの分子量を用いて，下記の式 1により評価して

いる。ここでは，式 1の導出過程について示す。 

 

𝐹𝐶𝑠(𝑇) = 𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇) +
𝑀𝐼

𝑀𝐶𝑠
×

𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
× (𝐹𝐶𝑠𝐼(𝑇)－𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇))   （式 1） 

 

FCs(T) ：時刻 TにおけるＣｓの放出割合 

FCｓOH(T) ：時刻 TにおけるＣｓＯＨグループの放出割合 

FCｓI(T) ：時刻 TにおけるＣｓＩグループの放出割合 

MI  ：停止直後のＩの炉内蓄積重量 

MCｓ ：停止直後のＣｓの炉内蓄積重量 

WI  ：Ｉの分子量 

WCｓ ：Ｃｓの分子量 
 

  

1．ＣｓＩに含まれるＣｓ 

Ｉは全てＣｓＩとして存在しているため，ＣｓＩ中に含まれるＣｓは，ＣｓＩ中に含まれるＩ

の重量にＩ及びＣｓの分子量の比を乗ずることで算出する。 
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𝑀𝐶𝑠(𝐶𝑠𝐼)(𝑇) = 𝑀𝐼 ×
𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
× 𝐹𝐶𝑠𝐼(𝑇) 

MCs(CsI)(T)：時刻 T におけるＣｓＩ中に含まれるＣｓの放出量 

 

2．ＣｓＯＨに含まれるＣｓ 

ＣｓはＣｓＩ又はＣｓＯＨのいずれかの形態で存在しているため，ＣｓＯＨ中に含まれるＣｓ

は，１．で算出したＣｓＩ中に含まれるＣｓを差引くことで算出する。 

𝑀𝐶𝑠(𝐶𝑠𝑂𝐻)(𝑇) = (𝑀𝐶𝑠 − 𝑀𝐼 ×
𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
) × 𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇) 

MCs(OH)(T)：時刻 T におけるＣｓＯＨ中に含まれるＣｓの放出量 

 

  

3．Ｃｓの放出割合 

1．及び 2．で得られたＣｓの放出量をＣｓの炉内蓄積重量で除することで，Ｃｓの放出割合

を算出する。 

𝐹𝐶𝑠(𝑇) =
𝑀𝐶𝑠(𝐶𝑠𝐼)(𝑇) + 𝑀𝐶𝑠(𝐶𝑠𝑂𝐻)(𝑇)

𝑀𝐶𝑠
 

=
𝑀𝐼 ×

𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
× 𝐹𝐶𝑠𝐼(𝑇) + (𝑀𝐶𝑠 − 𝑀𝐶𝑠(𝐶𝑠𝐼)) × 𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇)

𝑀𝐶𝑠
 

=
𝑀𝐼 ×

𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
× 𝐹𝐶𝑠𝐼(𝑇) + (𝑀𝐶𝑠 − 𝑀𝐼 ×

𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
) × 𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇)

𝑀𝐶𝑠
 

= 𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇) +
𝑀𝐼

𝑀𝐶𝑠
×

𝑊𝐶𝑠

𝑊𝐼
× (𝐹𝐶𝑠𝐼(𝑇)－𝐹𝐶𝑠𝑂𝐻(𝑇)) 

 

  

参考 3 ＭＡＡＰ解析結果及びＮＵＲＥＧ－1465 の放出割合について 

 

 被ばく評価への寄与が大きい核種に対するＭＡＡＰ解析結果及びＮＵＲＧ－1465 の放出割合

を第 8表に示す。第 8表のとおり，Ｃｓ及びＩについてはＭＡＡＰ解析結果の方が大きい。また，

希ガスについては，ＮＵＲＥＧ－1465 の放出割合の方が大きいが，これは東海第二の想定事故シ

ナリオでは，原子炉注水により炉心が再冠水することで炉心内に健全な状態の燃料が一部存在す

るためと考える。 

 

  

第 8 表 ＭＡＡＰ解析結果及びＮＵＲＥＧ－1465 の放出割合 

 ＭＡＡＰ ＮＵＲＥＧ－1465 

希ガス 約 0.95 1 

Ｉ 約 0.78 0.30 

Ｃｓ 約 0.37 0.25 
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補足 6 地表面への沈着速度の設定について 

 

地表面への放射性物質の沈着は，第 1 図に示すように乾性沈着と湿性沈着によって発生する。

乾性沈着は地上近くの放射性物質が，地面状態等によって決まる沈着割合（沈着速度）に応じて

地表面に沈着する現象であり，放射性物質の地表面濃度に沈着速度をかけることで計算される。

湿性沈着は降水によって放射性物質が雨水に取り込まれ，地表面に落下・沈着する現象であり，

大気中の放射性物質の濃度分布と降水強度及び沈着の割合を示すウォッシュアウト係数によって

計算される。 

補足１ 現場作業の線量影響評価における地表面への沈着速度の設定について 

 

 

 

 
第 1 図 地表面沈着のイメージ 

  

 

 現場作業の線量影響評価においては、地表面の放射性物質の沈着速度として，乾性沈着及び降

雨による湿性沈着を考慮した地表面沈着速度として 0.5cm／s を用いる。 

 以下では，無機よう素の湿性沈着を考慮した地表面沈着速度として 0.5cm／s※１を用いることの

適用性について確認した。 

※1 有機よう素の地表面への沈着速度としては 1.7×10－３cm／s 

 

 

現場作業の線量影響評価においては，エアロゾル粒子及び無機よう素の地表面への沈着速度と

して，乾性沈着及び降雨による湿性沈着を考慮した沈着速度として 0.5cm/s を用いる。 

以下では，湿性沈着を考慮したエアロゾル粒子及び無機よう素の地表面への沈着速度として

0.5cm/s※１を用いることの適用性について確認した。 

※１ 有機よう素の地表面への沈着速度としては 1.7×10-3cm/s 

 

 

 

1. 評価手法 

  湿性沈着を考慮した地表面沈着速度（0.5cm／s）の適用性は，乾性沈着率と湿性沈着率を合

計した沈着率の累積出現頻度 97％値を求め，乾性沈着率の累積出現頻度 97％値との比を求め

る。その比と乾性沈着速度（0.3cm／s，補足 8 参照）の積が 0.5cm／s を超えていないことを

確認する。乾性沈着率及び湿性沈着率は以下のように定義される。 

 

 

 

 

 

１．検討手法 

湿性沈着を考慮した地表面沈着速度の適用性は，乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の

累積出現頻度 97％値を求め，乾性沈着率の累積出現頻度 97％値との比を求める。その比と，エ

アロゾル粒子及び無機よう素の乾性沈着速度（0.3cm/s）の積が 0.5cm/s を超えていないことを

確認する。乾性沈着率及び湿性沈着率は以下のように定義される。 
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 （1）乾性沈着率 

   乾性沈着率は，「日本原子力学会標準 原子力発電所の確率論的安全評価に関する実施基準

（レベル 3PSA 編）：2008」（社団法人 日本原子力学会）（以下「学会標準」という。）解説

4.7 を参考に評価した。学会標準解説 4.7 では，使用する相対濃度は地表面高さ付近としてい

るが，ここでは「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」

［【解説 5.3】（1）］に従い，放出経路ごとの相対濃度を用いて評価した。 

 

 

(χ/Q)
D
(x, y, z)i = Vd・χ/Q(x, y, z)i ・・・・・① 

 

 (χ/Q)
D
(x, y, z)i ：時刻 i での乾性沈着率［1／m２］ 

    χ/Q(x, y, z)i   ：時刻 i での相対濃度［s／m３］ 

   Vd ：沈着速度［m／s］（0.003 NUREG/CR-4551 Vol.2 より） 

 

 （2）湿性沈着率 

   降雨時には，評価点上空の放射性核種の地表への沈着は，降雨による影響を受ける。湿性

沈着率（χ／Ｑ）w（x,y）iは学会標準解説 4.11 より以下のように表される。 

(χ/Q)
w
(x, y)i = Λ・∫ χ/Q(x, y, z)idz = χ/Q

∞

0

(x, y, 0)iΛi
√

𝜋

2
Σ

zi
exp [

h2

2Σ
zi

] 

・・・・・② 

   (χ/Q)
w
(x, y)i  ：時刻 i での湿性沈着率［1／m２］ 

   χ/Q(x, y, 0)0   ：時刻 i での地表面高さでの相対濃度［s／m３］ 

      Λ
i
    ：時刻 i でのウォッシュアウト係数［1／s］ 

                （= 9.5 × 10−5 × Pri
0.8学会標準より） 

      Pri    ：時刻 i での降水強度［mm／h］ 

      Σ
zi
    ：時刻 i での建屋影響を考慮した放射性雲の鉛直方向の拡散幅［m］ 

       h     ：放出高さ［m］ 

 

   乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度 97％値と，乾性沈着率の累積出

現頻度 97％値の比は以下で定義される。 

 

乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度 97％値（①＋②） 

乾性沈着率の累積出現頻度 97％値（①） 

     =

(Vd・χ/Q(x,y,z)i+χ/Q(x,y,0)iΛi
√

𝜋

2
Σ

zi
exp[

h2

2Σzi
])

97％

(Vd・χ/Q(x,y,z)i)97％

  ・・・・・③ 

 

(1）乾性沈着率 

乾性沈着率は，「日本原子力学会標準 原子力発電所の確率論的安全評価に関する実施基準

（レベル 3PSA 編）:2008」（社団法人 日本原子力学会）（以下「学会標準」という。）解説

4.7 を参考に評価した。「学会標準」解説 4.7 では，使用する相対濃度は地表面高さ付近とし

ているが，ここでは「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内

規）」（原子力安全・保安院平成 21 年 8 月 12 日）［解説 5.3] (1) ］に従い放出経路ごとの

相対濃度を用いて評価した。 

 

(x/Q)D(x, y, z)i = Vd ∙ x/Q(x, y, z)i・・・・・① 

ここで， 

(x/Q)D(x, y, z)i：時刻 iでの乾性沈着率［1/m2] 

x/Q(x, y, z)i  ：時刻 iでの相対濃度［s/m3] 

Vd：沈着速度［m/s] (0.003 NUREG/CR-4551 Vol.2 より） 

 

(2）湿性沈着率 

降雨時には，評価点上空の放射性核種の地表への沈着は，降雨による影響を受ける。湿性

沈着率（x/Q)w(x,y)i は「学会標準」解説 4.11 より以下のように表される。 

(x/Q)w(x, y)i = Λ
i
∙ ∫ x/Q(x, y, z)i

∞

o

dz = x/Q(x, y, O)i ∙ Λi
√π

2
Σ

zi
exp⁡[

h2

2Σ
zi

2 ]⁡・・② 

 

 

(x/Q)w(x, y)i：時刻 iでの湿性沈着率［1/m2] 

x/Q(x, y, O)i：時刻 iでの地表面高さでの相対濃度［s/m3] 

Λ
i
：時刻 iでのウォッシュアウト係数［1/s］ 

（＝9.5×10-5×Prii
0.8学会標準より） 

Pri ：時刻 iでの降水強度［mm/h］ 

Σ
zi
：時刻 iでの建物影響を考慮した放射性雲の鉛直方向の拡散幅［m］ 

h ：放出高さ［m］ 

 

乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度 97%値と，乾性沈着率の累積出

現頻度 97%値の比は以下で定義される。 

 

乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度 97%値

乾性沈着率の累積出現頻度 97%値
 

=

(Vd∙x/Q(x,y,z)i+x/Q(x,y,O)i⋅Λi
√π

2
Σ

zi
exp⁡[

h2

2Σzi
2 ])

97%

(Vd∙x/Q(x,y,z)i)97％

    ・・・③ 
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2．地表面沈着率の累積出現頻度 97％値の求め方 

  地表面沈着率の累積出現頻度は，気象指針に記載されているχ／Ｑの累積出現頻度 97％値の

求め方※２に基づいて計算した。具体的には以下の手順で計算を行った（第 2 図参照）。 

（1）各時刻における気象条件から，式①及び式②を用いてχ／Ｑ，乾性沈着率，湿性沈着率を

1 時間ごとに算出する。なお，評価対象方位以外に風が吹いた時刻については，評価対象方

位におけるχ／Ｑがゼロとなるため，地表面沈着率（乾性沈着率＋湿性沈着率）もゼロとな

る。 

   第 2 図の例は，評価対象方位をＳＷとした場合であり，χ／Ｑによる乾性沈着率及び降水

による湿性沈着率から地表面沈着率を算出する。評価対象方位ＳＷ以外の方位に風が吹いた

時刻については，地表面沈着率はゼロとなる。 

（2）上記（1）で求めた 1 時間ごとの地表面沈着率を値の大きさ順に並びかえ，小さい方から数

えて累積出現頻度が 97％値を超えたところの沈着率を，地表面沈着率の 97％値とする（地表

面沈着率の累積出現頻度であるため，χ／Ｑの累積出現頻度と異なる）。 

 

※2（気象指針解説抜粋） 

 VI．想定事故時等の大気拡散の解析方法 

1．線量計算に用いる相対濃度 

（2）着目地点の相対濃度は，毎時刻の相対濃度を年間について小さい方から累積した場合，そ

の累積出現頻度が 97％に当たる相対濃度とする。 

 

  

 
第 2 図 地表面沈着率の累積出現頻度 97％値の求め方（評価対象方位がＳＷの場合） 
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3. 評価結果 

  各放出点の地表面沈着率の評価結果を第 1 表，地表面沈着率の累積出現頻度 97％値付近の値

を第 2 表～第 4 表に示す。 

気象指針では，大気拡散評価においてめったに遭遇しないと思われる厳しい気象条件として

累積出現頻度 97％値を採用※３している。このことから，地表面沈着率の評価においても同様に，

実際の降雨を考慮してめったに遭遇しないと思われる気象条件として累積出現頻度 97％値を

評価した。その結果，各地表面沈着率（乾性＋湿性）は乾性沈着率の約 1.22 倍～1.34 倍程度と

なった。なお，風速，風向，大気安定度，降雨状況等様々な条件から計算を行うため，厳しい

気象条件として選定される地表面沈着率の累積出現頻度 97％値は，必ずしも降雨があるとは限

らない。 

以上より，無機よう素の湿性沈着を考慮した沈着速度として，乾性沈着速度（0.3cm／s）の

1.34 倍（約 0.4cm／s）から保守的に 0.5cm／s と設定することは適切であると考えられる。ま

た，有機よう素の湿性沈着を考慮した沈着速度は，ＮＲＰＢ－B322 レポートから乾性沈着速度

10－３（cm／s）を引用（補足 7 参照）し，乾性沈着速度（10－３cm／s）に対して上記と同じ倍

率（=0.5／0.3）から 1.7×10－３cm／s を採用した。 

なお，中央制御室の居住性評価及び緊急時対策所の居住性評価においては，更に保守性を持

たせ，沈着速度として 1.2cm／s を採用している。 

 

※3 （気象指針解説抜粋） 

I．指針作成の考え方 

  想定事故時における安全解析は，想定事故期間中の線量を評価するものであるので，この場

合には，想定事故が任意の時刻に起こること及び実効的な放出継続時間が短いことを考慮して，

平均的な気象条件よりもむしろ出現頻度からみてめったに遭遇しないと思われる厳しい気象条

件を用いる必要がある。このため，指針では，気象観測資料を基に出現確率的観点から想定事

故期間中の相対濃度を解析し，その出現頻度が極めて小さいものを選ぶことによって，放射性

物質の濃度が厳しい気象条件に相当するものとなるように考慮することとした。 

VI．想定事故時の大気拡散の解析方法 

1．相対濃度 

  指針では，想定事故時においてめったに遭遇しない気象条件下の濃度を導くため，相対濃度

の出現確率は過去の経験に照らして 97％を採用して解析することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価結果 

各放出点の地表面沈着率の評価結果を表１に示す。 

 

気象指針では，大気拡散評価においてめったに遭遇しないと思われる厳しい気象条件として累

積出現頻度 97％値を採用※３している。このことから，地表面沈着率の評価においても同様に，実

際の降雨を考慮してめったに遭遇しないと思われる気象条件として累積出現頻度 97％値を評価し

た。その結果，各地表面沈着率（乾性＋湿性）は乾性沈着率の約 1.00～1.28 程度となった。 

なお，風速，風向，大気安定度，降雨状況等様々な条件から計算を行うため，厳しい気象条件

として選定される地表面沈着率の累積出現頻度 97％値は，必ずしも降雨があるとは限らない。 

 

以上より，エアロゾル粒子及び無機よう素の湿性沈着を考慮した沈着速度として，乾性沈着速

度の 1.28 倍（約 0.38cm/s）から保守的に 0.5cm/s と設定することは適切であると考えられる。

また，有機よう素の湿性沈着を考慮した沈着速度は，有機よう素の乾性沈着速度（10-3cm/s）に対

して上記と同じ倍率（＝0.5/0.3）を参照し，値を丸め 1.7×10-3cm/s を採用した。 

 

なお，中央制御室の居住性評価及び緊急時対策所の居住性評価においては，更に保守性を持た

せ，沈着速度として 1.2cm/s を採用している。 

 

※３ （気象指針解説抜粋） 

I．指針作成の考え方 

  想定事故時における安全解析は，想定事故期間中の線量を評価するものであるので，この場

合には，想定事故が任意の時刻に起こること及び実効的な放出継続時間が短いことを考慮して，

平均的な気象条件よりもむしろ出現頻度からみてめったに遭遇しないと思われる厳しい気象条

件を用いる必要がある。このため，指針では，気象観測資料を基に出現確率的観点から想定事

故期間中の相対濃度を解析し，その出現頻度が極めて小さいものを選ぶことによって，放射性

物質の濃度が厳しい気象条件に相当するものとなるように考慮することとした。 

VI．想定事故時の大気拡散の解析方法 

1．相対濃度 

  指針では，想定事故時においてめったに遭遇しない気象条件下の濃度を導くため，相対濃度

の出現確率は過去の経験に照らして 97％を採用して解析することとした。 
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第 1 表 沈着率評価結果 

放出点 
相対濃度 

（s／m３） 

乾性沈着率（①） 

（1／m２） 

地表面沈着率（①＋②） 

（1／m２） 

③比 

（（①＋②） 

／①） 

湿性沈着を考慮 

した沈着速度 

（cm／s） 

原子炉建屋 約 8.3×10－４ 約 2.5×10－６ 約 3.0×10－６ 約 1.22 約 0.36 

原子炉 

建屋屋上 
約 4.2×10－４ 約 1.2×10－６ 約 1.5×10－６ 約 1.22 約 0.36 

排気筒 約 3.0×10－６ 約 8.9×10－９ 約 1.2×10－８ 約 1.34 約 0.40 
 

表１ 沈着率評価結果 

放出点及び 

放出点高さ 
評価点 

相対濃度 

［s/m3］ 

①乾性沈着率 

［1/m2］ 

②乾性沈着率 

+湿性沈着率 

［1/m2］ 

比 

（②/①） 

原子炉建物 

(地上 0m) 

第１弁（Ｗ／Ｗベント） 1.5×10-3 4.5×10-6 4.5×10-6 1.00 

第１弁（Ｄ／Ｗベント） 1.5×10-3 4.5×10-6 4.5×10-6 1.00 

第２弁 1.5×10-3 4.6×10-6 4.6×10-6 1.00 

非常用ガス処理系

排気管 

（地上 110m） 

第１弁（Ｗ／Ｗベント） 3.5×10-4 1.0×10-6 1.3×10-6 1.23 

第１弁（Ｄ／Ｗベント） 3.5×10-4 1.0×10-6 1.3×10-6 1.23 

第２弁 3.4×10-4 1.0×10-6 1.3×10-6 1.28 

格納容器フィルタ

ベント系排気管 

（地上 50m） 

第１弁（Ｗ／Ｗベント） 7.4×10-4 2.2×10-6 2.3×10-6 1.03 

第１弁（Ｄ／Ｗベント） 7.5×10-4 2.2×10-6 2.3×10-6 1.02 

第２弁 7.4×10-4 2.2×10-6 2.3×10-6 1.03 
 

 

 

 

 

 

 

第 2 表 東海第二発電所における地表面沈着率（放出点：原子炉建屋） 

No 
方位※４ 

（風向） 

降水量 

（mm／hr） 

χ／Ｑ 

（s／m３） 

地表面沈着率 

（1／m２） 

（①＋②） 

乾性沈着率の累積出現

頻度 97％値との比率 

（③） 

累積出現頻度 

（％） 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

8497 
SW 

（NE） 
14.0 約 6.4×10－５ 約 2.9×10－６ 約 1.22 96.990 

8498 
SW 

（NE） 
5.0 約 1.4×10－４ 約 3.0×10－６ 約 1.22 97.001 

8499 
SW 

（NE） 
3.0 約 2.0×10－４ 約 3.0×10－６ 約 1.22 97.013 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

※4 評価対象方位（Ｅ，ＥＳＥ，ＳＥ，ＳＳＥ，Ｓ，ＳＳＷ，ＳＷ，ＷＳＷ,Ｗ） 

 

  

第 3 表 東海第二発電所における地表面沈着率（放出点：原子炉建屋屋上） 

No 
方位※５ 

（風向） 

降水量 

（mm／hr） 

χ／Ｑ 

（s／m３） 

地表面沈着率 

（1／m２） 

（①＋②） 

乾性沈着率の累積出現

頻度 97％値との比率 

（③） 

累積出現頻度 

（％） 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

8497 
SW 

（NE） 
14.0 約 3.2×10－５ 約 1.5×10－６ 約 1.22 96.990 

8498 
SW 

（NE） 
5.0 約 7.0×10－５ 約 1.5×10－６ 約 1.22 97.001 

8499 
SW 

（NE） 
3.0 約 1.0×10－４ 約 1.5×10－６ 約 1.22 97.013 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

※5 評価対象方位（Ｅ，ＥＳＥ，ＳＥ，ＳＳＥ，Ｓ，ＳＳＷ，ＳＷ，ＷＳＷ,Ｗ） 
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第 4 表 東海第二発電所における地表面沈着率（放出点：排気筒） 

No 
方位※６ 

（風向） 

降水量 

（mm／hr） 

χ／Ｑ 

（s／m３） 

地表面沈着率 

（1／m２） 

（①＋②） 

乾性沈着率の累積出現

頻度 97％値との比率 

（③） 

累積出現頻度 

（％） 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

8497 
SW 

（NE） 
0.5 約 7.1×10－７ 約 1.2×10－８ 約 1.33 96.983 

8498 
SW 

（NE） 
0 約 4.0×10－６ 約 1.2×10－８ 約 1.34 97.006 

8499 
SW 

（NE） 
0 約 4.0×10－６ 約 1.2×10－８ 約 1.34 97.018 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

※6 評価対象方位（ＳＷ） 

 

  

4．降雨時における被ばく低減について 

事故発生後は，原子炉建屋を取り囲むようにモニタリング・ポスト又は可搬型モニタリング・

ポストを設置し，敷地内の放射線環境状況を監視するとともに，作業の際は個人線量計を着用し，

作業員の被ばく線量を管理することとしている。 

降雨時においては，屋外の移動又は作業をする場合には，現場作業員はアノラック，ゴム手袋

及び長靴を着用することにより，体表面の汚染を防止する。 

また，実際には，事故時の降雨や風向といった気象条件によって，敷地内の放射性物質の沈着

の濃淡ができると考えられることから，モニタリング・ポスト等の測定値より著しい線量率の上

昇がある方位や作業時及び移動時に携行するサーベイ・メータ等により高線量となる場所を把握

し，著しく線量率が高くなると想定されるルート等を避けて移動することやルート上の高線量物

の移動などの運用により，被ばく低減を図ることが可能である。 
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補足 7 有機よう素の乾性沈着速度について 

 

 原子炉建屋から放出されるよう素のうち，無機よう素はエアロゾルと同じ沈着速度を用いる。

有機よう素についてはエアロゾルと別に設定した。以下にその根拠を示す。 

 

（1）英国放射線防護庁（NRPB）による報告 

   英国放射線防護庁 大気拡散委員会による年次レポート（NRPB-R322※１）に沈着速度に関

する報告がなされている。本レポートでは，有機よう素について，植物に対する沈着速度に関

する知見が整理されており，以下のとおり報告されている。 

   ・植物に対する沈着速度の“best judgement”として 10－５m／s（10－３cm／s）を推奨 

 

（2）日本原子力学会による報告 

   日本原子力学会標準レベル 3PSA 解説 4.8 に沈着速度に関する以下の報告がなされている。 

   ・ヨウ化メチルは非反応性の化合物であり，沈着速度が小さく，実験で 10－４cm／s～10－２

cm／s の範囲である。 

   ・ヨウ化メチルの沈着は，公衆のリスクに対し僅かな寄与をするだけであり，事故影響評価

においてはその沈着は無視できる。 

 

 以上のことから，有機よう素の乾性沈着速度はエアロゾルの乾性沈着速度 0.3cm／s に比べて小

さいことがいえる。 

 また，原子力発電所内は，コンクリート，道路，芝生及び木々で構成されているがエアロゾル

への沈着速度の実験結果（NUREG／CR－4551）によると，沈着速度が大きいのは芝生や木々で

あり，植物に対する沈着速度が大きくなる傾向であった。 

 したがって，有機よう素の乾性沈着速度として，NRPB－R322 の植物に対する沈着速度である

10－３cm／s を用いるのは妥当と判断した。 

※1 NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison Committee Annual Report, 1998-99 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉では，59 条

補足説明資料 59-11 添付

資料２「2-11 有機よう素

の乾性沈着速度につい

て」で記載している 
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 NRPB-R322 ANNEX-A 「2.2 Iodine」の抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添1-334



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

補足 8 エアロゾルの乾性沈着速度について 

 

 現場作業の線量影響評価では，地表面への放射性物質の沈着速度として乾性沈着及び降水によ

る湿性沈着を考慮した沈着速度（0.5cm／s，補足 6 参照）を用いており，沈着速度の評価に当た

っては，乾性沈着速度として 0.3cm／s を用いている。以下に，乾性沈着速度の設定の考え方を示

す。 

エアロゾルの乾性沈着速度は，NUREG/CR-4551※１に基づき 0.3cm／s と設定した。

NUREG/CR-4551 では郊外を対象としており，郊外とは道路，芝生及び木々で構成されるとして

いる。原子力発電所内も同様の構成であるため，この沈着速度が適用できると考えられる。また，

NUREG/CR-4551 では 0.5μm～5μm の粒径に対して検討されているが，格納容器内の除去過程

で，相対的に粒子径の大きなエアロゾルは格納容器内に十分捕集されるため，粒径の大きなエア

ロゾルの放出はされにくいと考えられる。 

また，W.G.N. Slinn の検討※２によると，草や水，小石といった様々な材質に対する粒径に応

じた乾性の沈着速度を整理しており，これによると 0.1μm～5μm の粒径では沈着速度は 0.3cm

／s 程度（第 1 図）である。以上のことから，現場作業の線量影響評価におけるエアロゾルの乾

性の沈着速度として 0.3cm／s を適用できると判断した。 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉では，59 条

補足説明資料 59-11 添付

資料２「2-10 エアロゾル

粒子の乾性沈着速度につ

いて」で記載している 
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第 1 図 様々な粒径における地表沈着速度（Nuclear Safety Vol.19※２） 

 

※1 J.L. Sprung 等：Evaluation of severe accident risk：quantification of major input 

parameters, NUREG/CR-4451 Vol.2 Rev.1 Part 7, 1990 

※2 W.G.N. Slinn ：Environmental Effects, Parameterizations for Resuspension and for Wet 

and Dry Deposition of Particles and Gases for Use in Radiation Dose. Calculations, 

Nuclear Safety Vol.19 No.2, 1978 

 

  

（参考）シビアアクシデント時のエアロゾルの粒径について 

 

 シビアアクシデント時に格納容器内で発生する放射性物質を含むエアロゾル粒径分布として

「0.1μm～5μm」の範囲であることは，粒径分布に関して実施されている研究を基に設定してい

る。 

 シビアアクシデント時には格納容器内にスプレイ等による注水が実施されることから，シビア

アクシデント時の粒径分布を想定し，「格納容器内でのエアロゾルの挙動」及び「格納容器内の

水の存在の考慮」といった観点で実施された第 1 表の②，⑤に示す試験等を調査した。さらに，

シビアアクシデント時のエアロゾルの粒径に対する共通的な知見とされている情報を得るため
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に，海外の規制機関（NRC 等）や各国の合同で実施されているシビアアクシデント時のエアロゾ

ルの挙動の試験等（第 1 表の①，③，④）を調査した。以上の調査結果を第 1 表に示す。 

 この表で整理した試験等は，想定するエアロゾル発生源，挙動範囲（格納容器，原子炉冷却材

配管等），水の存在等に違いがあるが，エアロゾル粒径の範囲に大きな違いはなく，格納容器内

環境でのエアロゾル粒径はこれらのエアロゾル粒径と同等な分布範囲を持つものと推定できる。 

 したがって，過去の種々の調査・研究により示されている範囲をカバーする値として，0.1μm

～5μm のエアロゾルを想定することは妥当である。 

 

第 1 表 シビアアクシデント時のエアロゾル粒径についての文献調査結果 

番

号 

試験名又は 

報告書名等 

エアロゾル粒径 

（μm） 
備 考 

①  LACE LA2※１ 
約0.5～5 

（第1図参照） 

シビアアクシデント時の評価に使用され

るコードでの格納容器閉じ込め機能喪失

を想定した条件とした比較試験 

② 
NUREG/CR-5901
※２ 

0.25～2.5 

（参考1－1） 

格納容器内に水が存在し，溶融炉心を覆っ

ている場合のスクラビング効果のモデル

化を紹介したレポート 

③ 
AECLが実施した

試験※３ 

0.1～3.0 

（参考1－2） 

シビアアクシデント時の炉心損傷を考慮

した１次系内のエアロゾル挙動に着目し

た実験 

④ PBF-SFD※３ 
0.29～0.56 

（参考1－2） 

シビアアクシデント時の炉心損傷を考慮

した１次系内のエアロゾル挙動に着目し

た実験 

⑤ PHEBUS-FP※３ 
0.5～0.65 

（参考1－2） 

シビアアクシデント時のFP挙動の実験

（左記のエアロゾル粒径はPHEBUS FP

実験の格納容器内のエアロゾル挙動に着

目した実験の結果） 

 

※1 J. H. Wilson and P. C. Arwood, Summary of Pretest Aerosol Code Calculations for LWR 

Aerosol Containment Experiments (LACE) LA2, ORNL A. L. Wright, J. H. Wilson and 

P.C. Arwood, PRETEST AEROSOL CODE COMPARISONS FOR LWR AEROSOL 

CONTAINMENT TESTS LA1 AND LA2 

※2 D. A. Powers and J. L. Sprung, NUREG/CR-5901, A Simplified Model of Aerosol 

Scrubbing by a Water Pool Overlying Core Debris Interacting With Concrete 

※3 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS, NEA/CSNI/R (2009) 
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第1図 LACE LA2でのコード比較試験で得られたエアロゾル粒径の時間変化 

グラフ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考1－1 NUREG/CR-5901の抜粋 

  

別添1-338



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添1-339



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

別添1-340



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

参考1－2 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS， 

NEA/CSNI/R(2009)5の抜粋及び試験の概要 

 

試験名又は報告書名等 試験の概要 

AFCLが実施した実験 
CANDUのジルカロイ被覆管燃料を使用した，１次系でも核分裂生

成物の挙動についての試験 

PBF-SFD 

米国アイダホ国立工学環境研究所で実施された炉心損傷状態での

燃料棒及び炉心のふるまい並びに核分裂生成物及び水素の放出に

ついての試験 

PHEBUS FP 

フランスカダラッシュ研究所のPHEBUS研究炉で実施された，シ

ビアアクシデント条件下での炉心燃料から１次系を経て格納容器

に至るまでの核分裂生成物の挙動を調べる実機燃料を用いた総合

試験 
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補足 9 実効放出継続時間の設定について 

 

 大気拡散評価に用いる実効放出継続時間は，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」

※１に従い，事故期間中の放射性物質の全放出量を 1 時間当たりの最大放出量で除した値として計

算する。実効放出継続時間は，大気拡散評価で放出継続時間を考慮した単位時間当たりの拡散係

数を求めるために設定するものであり，被ばく評価においては，評価対象期間の放出率に拡散係

数を乗じることにより大気拡散を考慮した評価を行う。 

 実効放出継続時間は放出経路ごとに設定しており，原子炉建屋，非常用ガス処理系排気筒及び

格納容器圧力逃がし装置排気口のそれぞれの放出経路について実効放出継続時間を計算した結果

を第 1 表～第 2 表に示す。 

 原子炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置からの放出の実効放出継続時間は 1 時間程度であり，

非常用ガス処理系排気筒からの放出の実効放出継続時間は 20 時間～30 時間程度となっている。 

 大気拡散評価に用いる風速，風向などの気象データは，1 時間ごとのデータとして整理されて

おり，実効放出継続時間として設定できる最小単位は 1 時間である。 

また，実効放出継続時間を 2 時間以上で設定した場合，その期間に同一風向の風が吹き続ける

ことを想定し，その期間の拡散係数の平均を単位時間当たりの拡散係数としている。なお，平均

する期間に異なる風向が含まれる場合は，拡散係数を 0 として平均を計算する。このため，実効

放出継続時間が長くなるほど平均される期間が長くなり拡散係数は小さい傾向となる。 

このことから，ベント実施に伴う被ばく評価では，保守的に被ばく評価上の影響が大きい原子

炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置からの放出における実効放出継続時間である 1 時間を適用し

大気拡散評価を行った。 

なお，参考として実効放出継続時間の違いによる拡散係数（相対濃度，相対線量）の変化につ

いて第 3 表に示す。 

また，評価対象期間の放出率及び拡散係数（相対線量）から行う被ばく評価の例として，第二

弁開操作後（Ｓ／Ｃからベントを行う場合）に大気中へ放出された放射性物質による屋外移動時

の外部被ばく評価結果について第 4 表に示す。 

 

※1 （気象指針解説抜粋） 

 （3）実効放出継続時間（Ｔ）は，想定事故の種類によって放出率に変化があるので，放出モー

ドを考慮して適切に定めなければならないが，事故期間中の放射性物質の全放出量を 1 時

間当たりの最大放出量で除した値を用いることもひとつの方法である。 
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第 1 表 Ｓ／Ｃからベントを行う場合の実効放出継続時間 

 

 

第 2 表 Ｄ／Ｗからベントを行う場合の実効放出継続時間 

 

  

 

第 3 表 実効放出継続時間の違いによる拡散係数の変更 

 

 

 

 

 

 相対濃度 

（s／m３） 

相対線量 

（Gy／Bq） 

1 時間 約 3.0×10－６ 約 1.2×10－１９ 

5 時間 約 2.9×10－６ 約 8.8×10－２０ 

10 時間 約 1.7×10－６ 約 7.5×10－２０ 

20 時間 約 1.2×10－６ 約 6.2×10－２０ 

  

 

第 4 表 第二弁開操作後（Ｓ／Ｃからベントを行う場合）に大気に放出された放射性物質による

屋外移動時の外部被ばく評価結果 

※1 事故時においては換算係数を 1Sv／Gy として計算 

 

 

項 目 
ベント実施後に大気中へ放出された 

放射性物質による屋外移動時の外部被ばく評価 
備 考 

放出経路 
非常用ガス処理

系排気筒 

格納容器圧力逃がし装置排気口 ベント実施後の放出経

路 

放出率 

（Bq／h） 
約 3.3×10１４ 約 8.3×10１３ 

（①）事故後約 22 時間

～約23時間の放

出率 

相対線量 

（Gy／Bq） 
約 1.2×10－１９ 約 8.7×10－１９ 

（②）実効放出継続時

間 1 時間の相対

線量（拡散係数） 

線量率※１ 

（mSv／h） 
約 3.8×10－２ 約 7.1×10－２ 

（①×②×10３） 

評価対象期間の

線量率 

屋外移動時 

線量率 

（mSv／h） 

約 1.1×10－１  
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補足 10 ベント実施に伴うベント操作時の作業員の被ばく評価で考慮している線源の選定につ

いて 

 

ベント実施に伴うベント操作時の作業員の被ばく評価では，放出さる放射性物質による被ばく

経路として以下の被ばく経路を考慮している。 

 

・大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による被ばく 

・原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

・外気から作業場所に流入した放射性物質による被ばく 

・ベント系配管内の放射性物質からのガンマ線による外部被ばく 

・地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 

 

上記の被ばく経路以外にアクセスルート等には，第 1 表に示すとおり，換気系フィルタ，貯

蔵タンク等の線源となる設備があるが，設備からアクセスルート等が十分に離れていること，

設備とアクセスルートの間の壁に十分な遮蔽効果が得られること，移動時間を考慮すると設備

からの影響は短時間であることなどから，被ばく評価への影響が小さいため評価上考慮してい

ない。設備とアクセスルート等の関係を第 1 図～第 7 図に示す。 
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第 1 図 屋外アクセスルート 

 

 

 

第 2 図 原子炉建屋 1 階の操作場所及びアクセスルート 
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第 3 図 原子炉建屋 2 階の操作場所及びアクセスルート 

 

 

 
 

第 4 図 原子炉建屋 3 階及び原子炉建屋付属棟 4 階の 

操作場所及びアクセスルート 
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第 5 図 原子炉建屋 4 階の操作場所及びアクセスルート 

 

 

 

 
 

第 6 図 原子炉建屋 5 階 
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第 7 図 原子炉建屋 6 階 
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補足 11 線量評価に用いた気象データについて 

 

1．はじめに 

新規制基準適合性に係る設置変更許可申請に当たっては，東海第二発電所敷地内で 2005 年度

に観測された風向，風速等を用いて線量評価を行っている。本補足資料では，2005 年度の気象

データを用いて線量評価することの妥当性について説明する。 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉では，59 条

補足説明資料 59-11 添付

資料２「2-7 被ばく評価

に用いた気象資料の代表

性について」で記載して

いる 

2．設置変更許可申請において 2005 年度の気象データを用いた理由 

  新規制基準適合性に係る設置変更許可申請に当り，添付書類十に新たに追加された炉心損傷

防止対策の有効性評価で，格納容器圧力逃がし装置を使用する場合の敷地境界における実効線

量の評価が必要となった。その際，添付書類六に記載している 1981 年度の気象データの代表性

について，申請準備時点の最新気象データを用いて確認したところ，代表性が確認できなかっ

た。このため，平常時線量評価用の風洞実験結果（原子炉熱出力向上の検討の一環で準備）※

が整備されている 2005 年度の気象データについて，申請時点での最新気象データにて代表性を

確認した上で，安全解析に用いる気象条件として適用することにした。これに伴い，添付書類

九（通常運転時の線量評価），添付書類十（設計基準事故時の線量評価）の安全解析にも適用し，

評価を見直すこととした(参考 1 参照)。 

※：線量評価には「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（以下，気象指針という。）

に基づき統計処理された気象データを用いる。また，気象データのほかに放射性物質の放出

量，排気筒高さ等のプラントデータ，評価点までの距離，排気筒有効高さ（風洞実験結果）

等のデータが必要となる。 

風洞実験は平常時，事故時の放出源高さで平地実験，模型実験を行い排気筒の有効高さを

求めている。平常時の放出源高さの設定に当たっては，吹上げ高さを考慮しており，吹上げ

高さの計算に 2005 年度の気象データ（風向別風速逆数の平均）を用いている。 

これは，2011 年 3 月以前，東海第二発電所において，次のように 2005 年度の気象データ

を用いて原子炉熱出力の向上について検討していたことによる。 

原子炉熱出力向上に伴い添付書類九の通常運転時の線量評価条件が変更になること（主蒸

気流量の 5％増による冷却材中のよう素濃度減少により，換気系からの気体状よう素放出量

の減少等，参考 2 参照），また，南南東方向（常陸那珂火力発電所方向），北東方向（海岸方

向）の線量評価地点の追加も必要であったことから，中立の大気安定度の気流条件での風洞

実験を新たに規定した「（社）日本原子力学会標準 発電用原子炉施設の安全解析における放

出源の有効高さを求めるための風洞実験実施基準：2003」に基づき，使用済燃料乾式貯蔵建

屋，固体廃棄物作業建屋等の当初の風洞実験（1982 年）以降に増設された建屋も反映し，2005

年度の気象データを用いて風洞実験(参考 3 参照)を実施した。 

東海第二発電所の添付書類九では，廃止措置中の東海発電所についても通常運転状態を仮

定した線量評価を行っている。この評価においては，1981 年度と 2005 年度の気象データか

ら吹上げ高さを加えて評価した放出源高さの差異が，人の居住を考慮した線量評価点のうち

線量が最大となる評価点に向かう風向を含む主要風向において僅かであったため，従来の風
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洞実験(1982 年)の結果による有効高さを用いることにした(参考 4 参照)。 

3．2005 年度の気象データを用いて線量評価することの妥当性 

 線量評価に用いる気象データについては，気象指針に従い統計処理された 1 年間の気象デー

タを使用している。気象指針（参考参照）では，その年の気象がとくに異常であるか否かを最

寄の気象官署の気象資料を用いて調査することが望ましいとしている。 

 以上のことから，2005 年度の気象データを用いることの妥当性を最新の気象データと比較

し，以下について確認する。 

・想定事故時の線量計算に用いる相対濃度 

・異常年検定 

 

  

4．想定事故時の線量計算に用いる相対濃度と異常年検定の評価結果 

（1）想定事故時の線量計算に用いる相対濃度の最新の気象との比較 

想定事故時の線量計算に用いる相対濃度について，線量評価に用いる気象（2005 年度）と

最新の気象（2015 年度）との比較を行った。その結果，2005 年度気象での相対濃度※２は 2.01

×10－６s／m３，2015 年度気象では 2.04×10－６s／m３である。2005 年度に対し 2015 年度の

相対濃度は約 1％の増加（気象指針に記載の相対濃度の年変動の範囲 30％以内）であり，2005

年度の気象データに特異性はない。 

※2 排気筒放出における各方位の 1 時間ごとの気象データを用いた年間の相対濃度を小さ

い方から累積し，その累積頻度が 97％に当たる相対濃度を算出し，各方位の最大値を

比較 

（2）異常年検定 

a．検定に用いた観測記録 

検定に用いた観測記録は第 1 表のとおりである。 

なお，参考として，最寄の気象官署（水戸地方気象台，小名浜特別地域気象観測所）の観

測記録についても使用した。 

 

  

第 1 表 検定に用いた観測記録 

検定年 統計年※３ 観測地点※４ 

2005 年度： 

2005 年 4 月 

～ 

2006 年 3 月 

① 2001 年 4 月～2013 年 3 月 

（申請時最新 10 年の気象データ） 

・敷地内観測地点 

（地上高 10m,81m,140m） 

② 2004 年 4 月～2016 年 3 月 

（最新 10 年の気象データ） 

・敷地内観測地点 

（地上高 10m,81m,140m） 

 

＜参考＞ 

・水戸地方気象台 

・小名浜特別地域気象観測

所 

※3 2006 年度は気象データの欠測率が高いため統計年から除外 

※4 敷地内観測地点地上 81m は東海発電所の排気筒付近のデータであるが，気象の特異性

を確認するため評価 
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b．検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順により異常年検定を行った（参考 5 参照）。 

c．検定結果（①～⑯ 棄却検定表参照） 

検定結果は第 2 表のとおりであり，最新の気象データ（2004 年 4 月～2016 年 3 月）を用

いた場合でも，有意水準（危険率）5％での棄却数は少なく，有意な増加はない。また，最

寄の気象官署の気象データにおいても，有意水準（危険率）5％での棄却数は少なく，2005

年度の気象データは異常年とは判断されない。 

  

第 2 表 検定結果 

検定年 統計年※５ 

棄却数 

敷地内観測地点 参 考 

地上高

10m 

地上高 

81m※６ 

地上高 

140m 

水戸地方 

気象台 

小名浜特

別地域気

象観測所 

2005 年度  

①  1 個 0 個 3 個 － － 

②  3 個 1 個 4 個 1 個 3 個 

※5 ①：2001 年 4 月～2013 年 3 月（申請時最新 10 年の気象データ） 

②：2004 年 4 月～2016 年 3 月（最新 10 年の気象データ） 

2006 年度は気象データの欠測率が高いため統計年から除外 

※6 敷地内観測地点地上 81m は東海発電所の排気筒付近のデータであるが，気象の特異性

を確認するため評価 

  

5．異常年検定による棄却項目の線量評価に与える影響 

  異常年検定については，風向別出現頻度 17 項目，風速階級別出現頻度 10 項目についてそれ

ぞれ検定を行っている。 

線量評価に用いる気象（2005 年度）を最新の気象データ（2004 年 4 月～2016 年 3 月）にて

検定した結果，最大の棄却数は地上高 140m の観測地点で 27 項目中 4 個であった。棄却された

項目について着目すると，棄却された項目は全て風向別出現頻度であり，その方位はＥＮＥ，

Ｅ，ＥＳＥ，ＳＳＷである。 

  ここで，最新の気象データを用いた場合の線量評価への影響を確認するため，棄却された各

風向の相対濃度について，2005 年度と 2015 年度を第 3 表のとおり比較した。 

  ＥＮＥ，Ｅ，ＥＳＥについては 2005 年度に対し 2015 年度は 0.5 倍～0.9 倍程度の相対濃度

となり，2005 年度での評価は保守的な評価となっており，線量評価結果への影響を与えない。

なお，ＳＳＷについては 2005 年度に対し 2015 年度は約 1.1 倍の相対濃度とほぼ同等であり，

また，ＳＳＷは頻度が比較的低く相対濃度の最大方位とはならないため線量評価への影響はな

い。 
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第 3 表 棄却された各風向の相対濃度の比較結果 

風向 
相対濃度※７（s／m３） 

（2005 年度）：Ａ 

相対濃度※７（s／m３） 

（2015 年度）：Ｂ 
比（Ｂ／Ａ） 

ＥＮＥ 1.456×10－６ 1.258×10－６ 0.864 

Ｅ 1.982×10－６ 1.010×10－６ 0.510 

ＥＳＥ 1.810×10－６ 1.062×10－６ 0.587 

ＳＳＷ 1.265×10－６ 1.421×10－６ 1.123 

  ※7 燃料集合体落下事故を想定した排気筒放出における，各方位の 1 時間ごとの気象デ

ータを用いた年間の相対濃度を小さい方から累積し，その累積頻度が 97％に当たる

相対濃度を算出 

 

6．結 論 

  2005 年度の気象データを用いることの妥当性を最新の気象データとの比較により評価した

結果は以下のとおり。 

（1）想定事故時の線量計算に用いる相対濃度について，線量評価に用いる気象（2005 年度）と

最新の気象（2015 年度）での計算結果について比較を行った結果，気象指針に記載されている

相対濃度の年変動（30％以内）の範囲に収まり，2005 年度の気象データに特異性はない。 

（2）2005 年度の気象データについて申請時の最新気象データ（2001 年 4 月～2013 年 3 月）及

び最新気象データ（2004 年 4 月～2016 年 3 月）で異常年検定を行った結果，棄却数は少なく，

有意な増加はない。また，気象指針にて調査することが推奨されている最寄の気象官署の気象

データにおいても，2005 年度の気象データは棄却数は少なく，異常年とは判断されない。 

（3）異常年検定にて棄却された風向の相対濃度については，最新気象データと比べて保守的，あ

るいは，ほぼ同等となっており，線量評価結果への影響を与えない。 

以上より，2005 年度の気象データを線量評価に用いることは妥当である。 
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（参考） 

 

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」の解説 X.での記載 

 

1．気象現象の年変動 

気象現象は，ほぼ1年周期でくり返されているが，年による変動も存在する。このた

め，想定事故時の線量計算に用いる相対濃度についてその年変動を比較的長期にわた

って調査してみると，相対濃度の平均値に対する各年の相対濃度の偏差の比は，30％

以内であった。 

このことから，1年間の気象資料にもとづく解析結果は，気象現象の年変動に伴って

変動するものの，その程度はさほど大きくないので，まず，1年間の気象資料を用いて

解析することとした。 

その場合には，その年がとくに異常な年であるか否かを最寄の気象官署の気象資料

を用いて調査することが望ましい。また，2 年以上の気象資料が存在する場合には，

これを有効に利用することが望ましい。 
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参考 1 

安全解析用気象データ及び風洞実験結果変更経緯について 
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参考 2 

平常時の気体状よう素放出量について 

 

 平常時の気体状よう素放出量の主要な放出経路である換気系からの放射性よう素放出量は，「発

電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」に基づき，換気系の漏えい係数に冷

却材中の放射性よう素濃度を乗じて求めている。 

 一方，冷却材中の放射性よう素濃度は，次式により求めている。例えば，ここで主蒸気流量Ｆ

Ｓが増加した場合γが増加するため，放射性よう素濃度は減少する。 

 i = 2. 7・ ・ i・  
0.5 

  =
  

𝑀(  +  +  )
 

Ｉi:核種 iの炉心燃料からの漏えい率（Bq／s) 

ｆ :全希ガス漏えい率（1.11×10１０） 

Ｙi:核種 iの核分裂収率（％） 

λi:核種 iの崩壊定数（s－１） 

Ａi:核種 iの冷却材中濃度（Bq／g) 

Ｍ :冷却材保有量（g） 

β :原子炉冷却材浄化系のよう素除去率（s－１） 

β = (1 −
1

 𝐹
)・

𝐹 

𝑀
 

 

ＤＦ:原子炉冷却材浄化系の除染係数 

ＦＣ:原子炉冷却材浄化系流量（g／s) 

γ :よう素の主蒸気への移行率（s－１） 

γ =   ・
𝐹 

𝑀
 

 

ＣＦ:よう素の主蒸気中への移行割合 

ＦＳ:主蒸気流量（g／s) 

 前述の換気系の漏えい係数は変わらないため，放射性よう素濃度の減少に伴い気体状よう素放

出量は減少する。 
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参考 3 

東海第二発電所風洞実験結果の概要について 

 

風洞実験結果は，参考文献「東海第二発電所大気拡散風洞実験報告書」（平成 25 年 12 月，三

菱重工業株式会社）で公開している。風洞実験結果の概要を以下に示す。 

なお，風洞実験は「（社）日本原子力学会標準 発電用原子炉施設の安全解析における放出源

の有効高さを求めるための風洞実験実施基準」（2003 年 6 月，社団法人 日本原子力学会）に基

づき実施している。 

その後，風洞実験実施基準:2003 は改訂され風洞実験実施基準:2009 が発刊されているが，実験

の要求事項は変更されておらず，複雑地形の発電所で風洞実験で求めた有効高さを用いて大気拡

散評価を行う際の留意点，野外拡散実験結果と野外拡散条件を模擬した風洞実験結果を用いて平

地用の基本拡散式（ガウスプルーム拡散式）で評価した結果の比較等の参考事項が追加されたも

ので，2005 年に実施した風洞実験結果は風洞実験実施基準:2009 も満足している。 

1. 実験手順 

（１）大気安定度で中立（Ｃ～Ｄ）注）に相当する条件になるように風洞実験装置(第 1 図参照)内

の気流（風速分布，乱流強度分布）を調整する（第 2 図参照）。 

（２）排気筒有効高さを決定するスケールを作成するため，風洞実験装置内に縮尺模型を入れな

いで高度を変えて模型排気筒からトレーサガス 

（ＣＨ４）を放出し，地表濃度を測定する平地実験を実施する（第 3図参照）。 

（３）風洞実験装置内に縮尺模型（1／2,000，風下 10Km）を入れ，所定の高度の模型排気筒から

トレーサガスを放出し，地表濃度を測定する模型実験を行い平地実験結果と照合し，排気筒

源有効高さを求める（第 4図参照）。これにより，建屋，地形の大気拡散に及ぼす影響を把

握する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 風洞実験装置 

 

  

注）風洞実験の気流条件を大気安定度で中立相当にする効果について 

 風洞実験装置内の気流は，風洞測定部入口付近に設置した表面粗度模型で調整している。初

期の風洞実験では，アングル鋼等を用いて気流の乱れを与えており，中立よりも安定側の気流

状態になっていたが，風洞実験の知見が蓄積されるに従い専用の表面粗度模型（スパイア）が
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製作，採用されるようになり，風洞実験実施基準を制定した時期には中立相当の気流状態に調

整できるようになった。 

このため，放出源高さが同じ事故時の排気筒有効高さを比較すると，1987 年の風洞実験の 80

～110m に対し，今回は 95～115m と高く評価されている。今回の風洞実験では中立の大気安定

度（Ⅽ～Ｄ）を再現したしたため，建屋模型がない平地の気流の乱れが大きくなり，建屋模型

の追加により生じる気流の乱れの影響が相対的に小さく，見掛け上の放出源高さの減少が小さ

くなったためと推定される。前回は，Ｄ～Ｅの大気安定度に相当する気流の乱れであり，建屋

模型の追加で生じる気流の乱れが大きく作用して，見掛け上の放出源高さの減少が大きくなっ

たと考えられる。 

一方，平常時の排気筒有効高さを比較すると，1987 年の風洞実験の 120～180m に対し，今回

は 150～220m と高く評価されている。これは，上記の気流の調整方法の違いよる影響に加え，

気象データの変更及び吹出し速度の増加（14m／sから 16m／s に増加）により模型実験時の放

出源高さが大きくなった影響によると推定される。 

図 5 及び図 6に 1987 年の平地実験の結果，模型実験結果の一例を示す。 

 

2.放出源高さ 

 放出源高さは，事故時は通常の換気系は運転されないと想定し，排気筒実高Ｈ01=Ｈs，平常時は

換気系の運転による吹上げ効果を考慮し，次式のように排気筒実高に吹上げ高さを加えた放出高

さＨ02とする。ここで，1/Ｕには，2005 年度の気象データを用いた。第 1表に風洞実験の放出源

高さを示す。 

    Ｈ02＝Ｈs＋ΔH         

D
U

W
H 3Δ  

Ｈs ：排気筒実高（m） 

         Ｄ ：排気筒出口の内径（m） 

         Ｗ ：吹出し速度（m／s） 

        1/Ｕ ：風速逆数の平均（s／m） 
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3.排気筒有効高さ 

縮尺模型を入れない平地実験と縮尺模型を入れた模型実験（平常時及び事故時）の結果から，

第 4 図のように求めた排気筒有効高さを第 2表に示す。 

 

第 2 表 排気筒有効高さ 
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第 2 図  気流条件調整結果 
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第 3 図 平地実験結果 
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第 4 図 排気筒有効高さの求め方（風向：Ｓ，平常時の例） 
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第 5 図 1982 年風洞実験の平地実験結果 
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第 6 図 1982 年風洞実験の模型実験結果の一例（風向：Ｓ，平常時の例） 
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参考 4 

東海発電所の排気筒有効高さについて 

 

東海第二発電所の添付書類九では，廃止措置中の東海発電所についても通常運転状態を仮定し

た線量評価を行っている。ここでは，排気筒有効高さは 1982 年に実施した風洞実験結果を使用し

ている。 

 風洞実験実施基準:2003 の解説「2.原子炉増設の際の実験の必要性について」※１では，建屋配

置から増設建屋の影響が大きいと考えられる，既設・増設建屋の並びに直角な風向と，既設排気

筒と増設建屋を結ぶ風向で風洞実験を行い，有効高さの変動が 10％以内であれば従来の風洞実験

結果を継続使用できるとしている。これを参考に，平常時の線量評価にあたり人の居住を考慮し

た希ガスによる線量評価点のうち線量が最大となる評価点(ＳＷ方向)に向かう風の風向を含む主

要風向において，風洞実験で用いる放出源高さを 1981 年度と 2005 年度気象データから求め比較

した結果＋5～－3％と変動が 10％以内であった。放出源高さと有効高さはほぼ比例である※２ため

有効高さの変動も 10％以内に収まると推定されることから，1987 年に実施した風洞実験結果を用

いることにした。これに対し，東海第二発電所は＋6～＋14％と 10％を超えていた（下図参照）。 
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※１ 風洞実験実施基準:2003 解説抜粋 
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※2 1982 年東海発電所風洞実験時の放出源高さと有効高さの関係 

 

 平常時風洞実験時の放出源高さと有効高さは，下図のようにほぼ比例関係にあると認められる。

これから，放出源高さが 10％変動したとしても，有効高さの変動は 10％以内に収まると推定され

る。 
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参考 5 

異常年検定法の概要について 

 

 Ｆ分布検定の手順により異常年検定を行った。 

この検定方法は，正規分布をなす母集団から取り出した標本のうち，不良標本と見られるもの

を X０(検定年)，その他のものを X１，X２，X３，…Xi，…Xn(比較年)とした場合，X０を除く他の

ｎ個の標本の平均をX̅ = ∑ 𝑋 /𝑛
𝑛
 =1 として，標本の分散から見て X０と𝑋̅との差が有意ならば X０を

棄却とする方法である。検定手順を以下に示す。 

（１） 仮説:不良標本 X0と他の標本（その平均値）⁡𝑋̅との間に有意な差はないとする。 

𝐻0: 𝑋0 = 𝑋̅(𝑋̅ = ∑ 𝑋 /𝑛
𝑛

 =1
) 

（２） 分散比 F0を計算する。 

𝐹0 =
(𝑛 − 1)(𝑋0 − 𝑋̅)2

(𝑛 + 1) 2
 

 2 = ∑ (𝑋 − 𝑋̅)2/𝑛𝑛
 =1   

（３） 検定年は 1年，比較年は 10 年，有意水準（危険率）は 5％として，Ｆ分布表の F境界値

（𝐹9
1(0.05) = 5.12）を求める。 

（４） F0と F境界値を比較して，F0＜F境界値であれば仮説は採択する。具体的には，次のよう

に棄却限界の上限値と下限値を求め，その範囲に検定年 X0が収まっているかを確認して

検定している。 
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補足 12 コンクリート密度の根拠について 

 

1. はじめに 

日本建築学会 建築工事標準仕様書・同解説「原子力発電所施設における鉄筋コンクリート工

事（以下，JASS 5N）」に基づき，コンクリート密度を乾燥単位容積質量として計算を実施した。 

 

2. 乾燥単位容積質量の推定方法 

JASS 5N に記載されている予測式（解 3.6）を用いて，以下の手順で推定した。 

 

① 骨材（砂，砂利）試験記録より絶乾比重最小値と表乾比重最大値の割合を求め，調合表上

の骨材重量を表乾から絶乾に変換 

② JASS 5N の予測式（解 3.6）により，含水率を 0 とした場合の乾燥単位容積質量 ρpを算

出 

③ コンクリートのばらつきを考慮して，ρpから 3σdを差し引く。(解説図 3.10) 

   標準偏差σdは JASS 5Nに記載されている既往の原子力発電所工事の品質管理試験の結果

から 0.024t/m3（最大値）を採用 

 

  ρｐ＝Ｇ０＋Ｓ０＋1.2Ｃ０＋ｗ  （解 3.6 より） 

 

   ρｐ ：乾燥単位容積質量（kg／m３） 

   Ｇ０ ：調合計画における粗骨材量（絶乾）（kg／m３）※参考参照 

   Ｓ０ ：調合計画における細骨材量（絶乾）（kg／m３）※参考参照 

Ｃ０ ：調合計画におけるセメント量（kg／m３）※参考参照 

ｗ：コンクリート中の含水量（kg／m３）※安全側に 0 とする。 

 

3. 推定乾燥単位容積質量について（参考参照） 

推定乾燥単位容積質量の最小値は 2.016g／cm３となり，遮蔽計算に使用するコンクリート密度

はこれを包絡する 2.00 g／cm３とする。 
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参考 

コンクリート調合（東海第二発電所建設記録より）からの推定乾燥容積質量 
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別紙２ 

 

格納容器圧力逃がし装置の系統設計条件の考え方について 

 

格納容器圧力逃がし装置については，想定される事故事象での使用条件下において，性能を

発揮できる設計とするため，系統設計条件を定めている。主な系統設計条件を第 1表に示す。 

 

第 1 表 格納容器圧力逃がし装置の系統設計条件 

設計条件 設定根拠 

最高使用圧力 620kPa［gage］ 
格納容器の限界圧力を考慮し 2Pd（最高使用圧力

310kPa［gage］の 2倍）とする。 

最高使用温度 200℃ 格納容器の限界温度を考慮し 200℃とする。 

設計流量 

13.4kg／s 

（格納容器圧力

310kPa［gage］にお

いて） 

原子炉定格熱出力 1％相当の飽和蒸気量を，ベン

ト開始圧力が低い場合（310kPa［gage］）であっ

ても排出可能な流量とする。 

フィルタ装置内

発熱量 
500kW 

想定されるフィルタ装置に捕集，保持される放射

性物質の崩壊熱に対して十分な余裕を見込み，原

子炉定格熱出力の 0.015％に相当する発熱量とす

る。 

エアロゾル 

移行量 
400kg 

想定されるフィルタ装置に移行するエアロゾル

の量（38kg）に対して十分な余裕を見込み，400kg

とする。 

よう素の炉内内

蔵量 
24.4kg 

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の

平衡炉心末期を対象としたＯＲＩＧＥＮ２コー

ドの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力

（3,293MW）を考慮して算出した結果，24.4kg と

する。 

耐震条件 
基準地震動ＳＳにて

機能維持 

基準地震動ＳＳにて機能を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙９ 

 

格納容器フィルタベント系の系統設計条件の考え方について 

 

格納容器フィルタベント系については，想定される重大事故等での使用条件下において，確実

に操作ができ，性能を発揮できる設計とするため，系統設計条件を定めている。主な系統設計条

件を表１に示す。 

表１ 格納容器フィルタベント系の系統設計条件 

設計条件 設定根拠 

最高使用圧力 

853kPa[gage] 

（流量制限オリフィ

スまで） 

格納容器フィルタベント系を使用する有効性評

価の結果（格納容器圧力の推移）を踏まえ，格納

容器の限界圧力である 853kPa[gage]とする。 

427kPa[gage] 

（流量制限オリフィ

ス以降） 

格納容器フィルタベント系の系統圧力損失を評

価した結果から，流量制限オリフィス以降に発生

しうる最大の圧力を考慮し，427kPa[gage]とす

る。 

最高使用温度 200℃ 

格納容器フィルタベント系を使用する有効性評

価の結果（格納容器温度の推移）を踏まえ，格納

容器の限界温度である 200℃とする。 

設計流量 

9.8kg／s 

（格納容器圧力

427kPa［gage］にお

いて） 

格納容器フィルタベント系を使用する有効性評

価の結果（ベントタイミング）を踏まえ，原子炉

定格熱出力の 1%相当の蒸気流量（9.8kg/s 

@427kPa[gage]）とする。 

フィルタ装置内

発熱量 
370kW 

格納容器フィルタベント系を使用する有効性評

価の結果（ソースターム評価）に基づく放射性物

質の崩壊熱に対して，十分な余裕を見込み，370kW

とする。 

エアロゾル 

移行量 
300kg 

想定されるフィルタ装置に移行するエアロゾル

の量（28kg）に対して十分な余裕を見込み，300kg

とする。 

よう素の炉内内

蔵量 
18.1kg 

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の

平衡炉心末期を対象としたＯＲＩＧＥＮ２コー

ドの計算結果に対して，島根 2 号炉の熱出力

（2,436MW）を考慮して算出した結果，18.1kg と

する。 

耐震条件 
基準地震動ＳＳにて

機能維持 

基準地震動ＳＳにて機能を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

格納容器の型式により最高使

用圧力が異なる。（以下，別紙９

においては①の相違）また，島

根２号炉は，流量制限オリフィ

ス後は減圧されるため最高使用

圧力を１Pd としている。（以下，

別紙９においては②の相違）更

に，原子炉定格熱出力が相違す

るため，フィルタ装置内発熱量，

エアロゾル移行量，よう素の炉

内内蔵量が異なる 
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格納容器圧力逃がし装置の各設計条件の考え方を以下に示す。 

 

格納容器フィルタベント系の各設計条件の考え方を以下に示す。 

(1) 最高使用圧力及び最高使用温度 

格納容器圧力逃がし装置は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器の破損

を防止するため，格納容器内のガスを排気することにより，格納容器内の圧力及び温度を低

下させることができる設計とし，格納容器圧力が格納容器の限界圧力を下回る620kPa［gage］

（2Pd：最高使用圧力の 2倍）に到達するまでにベント操作を実施することとしている。 

 

   有効性評価における格納容器圧力及び格納容器温度の推移から，ベント時に格納容器圧力

及び格納容器温度は限界圧力を下回る 620kPa［gage］及び限界温度を下回る 200℃を下回る

ことから，2Pd，200℃を最高使用圧力及び最高使用温度としている。 

 

 

 

 

   有効性評価のうち格納容器過圧・過温破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」における格納容器圧力及び

格納容器温度の推移を第 1図，第 2図に示す。格納容器圧力の最大値はベント時の約 465kPa

［gage］，シーケンス中の格納容器の最高温度は事象開始直後，破断口から流出する過熱蒸

気により一時的に格納容器雰囲気温度は約 202℃となるが，格納容器バウンダリにかかる温

度（壁面温度）は最大でも約 157℃であり，限界温度を下回る 200℃を超えないことから，

格納容器の限界圧力及び限界温度を下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   最高使用圧力及び最高使用温度については，格納容器圧力逃がし装置の構造設計に使用さ

れる。 

(1) 最高使用圧力及び最高使用温度 

格納容器フィルタベント系は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器の破

損を防止するため，格納容器内のガスを排気することにより，格納容器内の圧力及び温度を

低下させることができる設計とし，格納容器圧力が格納容器の限界圧力を下回る

853kPa[gage]（２Pd：最高使用圧力の２倍）に到達するまでにベント操作を実施することと

している。 

有効性評価における格納容器圧力及び格納容器温度の推移から，ベント時に格納容器圧

力及び格納容器温度は限界圧力 853kPa[gage]（２Pd：最高使用圧力の２倍）及び限界温度

200℃を下回ることから，流量制限オリフィスまでについては，格納容器の限界圧力及び限

界温度を格納容器フィルタベント系の最高使用圧力及び最高使用温度としている。流量制

限オリフィス以降については，流量制限オリフィスにて格納容器の最高使用圧力（１Pd）

未満に減圧されることから，１Pd及び格納容器の限界温度を格納容器フィルタベント系の

最高使用圧力及び最高使用温度としている。 

有効性評価のうち格納容器過圧・過温破損モード（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋Ｅ

ＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）における格納容器圧力及び格納容器温度の推

移を図１，２に示す。格納容器内に放出される蒸気により，格納容器の圧力及び温度は徐々

に上昇する。格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイを間欠的に実施することに

より，圧力上昇を抑制する。事象発生から約 32時間経過した時点でサプレッション・プー

ル水位が通常水位＋約 1.3m に到達するため，格納容器フィルタベント系によるベントを行

う。格納容器内の気相部圧力の最大値はベント時の約 659kPa[gage]であり，格納容器内の

気相部温度は 200℃以下に維持され，ベント時は約 169℃であり，格納容器の限界圧力及び

限界温度を下回っている。 

なお，NEI13-02（参考図書１）にて格納容器ベント系の設計条件として示されている

285℃，1.05Pd（Mark-Ⅰ）及び 1.45Pd（Mark-Ⅱ）は，格納容器のドライウェルヘッドがあ

る程度の漏えいを示す可能性のある温度と圧力に相当する。島根２号炉においては，重大

事故等時においても格納容器バウンダリの健全性が維持できる格納容器の限界温度，限界

圧力である 200℃，２Pdを流量制限オリフィスまでの格納容器フィルタベント系の設計条

件としている。また，流量制限オリフィス以降については，流量制限オリフィスにて１Pd

未満に減圧されることから，200℃，１Pdを格納容器フィルタベント系の設計条件としてい

る。 

最高使用圧力及び最高使用温度については，格納容器フィルタベント系の構造設計に使

用される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

①の相違 

 

・設備の相違 

①の相違 

・設備の相違 

②の相違 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

 

 

・解析結果の相違 

 

 

 

・記載方針の相違 

 

 

 

別添1-381



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

第 1 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用できない場合）」における格納容器圧力の推移 

 

 

 

 
 

図１ 冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失時における

格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

 

第 2 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用できない場合）」における格納容器温度の推移 

 

 

 

 

図２ 冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失時における

格納容器温度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替格納容器スプレイ系（常設） 

停止に伴う温度上昇 

代替格納容器スプレイ系（常設）作動 

による温度の低下 

 

ベントの実施（約 19 時間） 
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（参考）フィルタ装置の最高使用圧力及び最高使用温度を超える場合の健全性について 

 

ベント中のフィルタ装置（容器）について，設計上考慮している最高使用圧力（620kPa［gage］），

最高使用温度（200℃）を超える場合の構造健全性を評価する。 

 

 ・評価方法 

  フィルタ装置の持つ放射性物質の閉じ込め機能が喪失する要因として，高温状態で内圧を受

け，過度に塑性変形することによる延性破壊が想定される。 

フィルタ装置について，「発電用原子力設備規格 設計建設規格（2005 年版（2007 年追補版

を含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005／2007」（以下，「設計・建設規格」という）に示される，

内面に圧力を受ける円筒胴の計算上必要な厚さを求める式により，温度（フィルタ装置温度に

おける材料の許容引張応力），圧力をパラメータとして，フィルタ装置（胴部）の構造健全性

が確保される，温度と圧力の組合せを評価する。 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

島根２号炉は，別紙本文の記

載後に参考資料を記載している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・評価 

設計・建設規格のＰＶＣ－3122（1）項に準拠し，設計・建設規格「表 5 鉄鋼材用（ボル

ト材を除く）の各温度における許容引張応力」に規定される，50℃から 450℃の各温度におけ

る許容引張応力を与えることで，構造健全性が確保できる圧力（以下，「許容圧力」という。）

を算出する。 

 

t =
PDi

2Sη − 1.2P
 

    ここで， 

t ：胴の最小厚さ 

P ：許容圧力（MPa） 

Di：胴の内径 4,600（mm） 

S ：各温度における材料の許容引張応力（MPa） 

η：長手継手の効率（η=1） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・評価結果 

設計・建設規格の必要最小板厚を求める式を用いて評価を実施した結果，第 3 図に示すとお

り，設計上考慮している最高使用圧力（620kPa［gage］），最高使用温度（200℃）を超える圧

力，温度でも構造健全性を有する結果が得られた。 
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第 3 図 フィルタ装置（胴部）の必要最小板厚の式を用いた評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 系統流量（ベントガス流量） 

   格納容器圧力逃がし装置の系統流量は，原子炉定格熱出力の 1％相当の蒸気流量をベント

開始圧力が低い場合（1Pd）においても排出できるよう以下のとおり設定している。 

  ａ．蒸気流量の設定 

    重大事故等発生後の数時間で格納容器圧力逃がし装置が使用されることはないが，保守

的に原子炉停止後 2時間後～3時間後に格納容器圧力逃がし装置が使用されると考え，そ

の時点での原子炉の崩壊熱として原子炉定格熱出力の 1％を設定し，それに相当する蒸気

流量とする。 

  ｂ．格納容器圧力の設定 

    有効性評価において格納容器圧力逃がし装置のベント開始圧力を 1Pd～2Pd としてお

り，格納容器圧力が低い方が蒸気排出条件が厳しくなるため，格納容器圧力は 1Pd とす

る。 

  ｃ．系統流量の算出 

    ａ．及びｂ．の組合せにより，系統流量を設定する。系統流量は式 1 により算出する。 

 

𝑊𝑉𝑒𝑛𝑡 = 𝑄𝑅 × 0.01／(ℎ𝑆 − ℎ𝑤 ) × 3600／1000  （式 1） 

 

ここで， 

𝑊𝑉𝑒𝑛𝑡 ：系統流量（t／h） 

𝑄𝑅  ：定格熱出力（3,293×10３kW） 

ℎ𝑆  ：飽和蒸気の比エンタルピ（2,739kJ／kg @1Pd） 

(2) 系統流量（ベントガス流量） 

格納容器フィルタベント系の系統流量は，格納容器の最高使用圧力 427kPa[gage]（１Pd）

において，原子炉定格熱出力の１％（原子炉停止後２～３時間相当）の蒸気発生量を排出

できるよう設定している。 

系統流量は式１により算出し，9.8kg/s となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     W𝑉𝑒𝑛𝑡 = 𝑄𝑅 × 0.01 (ℎ𝑠 − ℎ𝑤)⁄          （式１） 

 

     ここで， 

      WVent  ：系統流量（kg/s ） 

      QR  ：定格熱出力（2436×103kW） 

      hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ（2750.55kJ/kg @１Pd） 

 

 

 

 

・設備の相違 

原子炉定格熱出力が相違する

ため，想定する系統流量が異な

る 

（以下，別紙９においては③の

相違） 
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ℎ𝑤  ：飽和水の比エンタルピ（251kJ／kg @60℃※1） 

※1 格納容器内に注水する水温を保守的に高めに設定した温度 

    以上より，系統流量は 48t／h となることから，13.4kg／s を格納容器圧力 1Pd の時の

系統流量とする。系統流量は，配管設計やオリフィスの設計条件として使用される。 

    なお，格納容器圧力が 1Pd より高い圧力でベントする場合には，その時の格納容器圧力

と系統全体の圧力損失から系統流量が決まり，格納容器圧力が 1Pd 以上になれば系統流量

も 13.4kg／s 以上となり，より蒸気を排出しやすい状況となる。 

      hw  ：飽和水の比エンタルピ（251.15kJ/kg @60℃※1） 

※1 格納容器内に注水する水温を保守的に高めに設定した温度 

     

系統流量は，配管設計やオリフィスの設計条件として使用される。 

    なお，格納容器圧力が１Pd より高い圧力でベントする場合には，その時の格納容器圧

力と系統全体の圧力損失から系統流量が決まり，格納容器圧力が１Pd 以上になれば系統

流量も 9.8kg／s 以上となり，より蒸気を排出しやすい状況となる。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

③の相違 

(3) フィルタ装置内発熱量 

   格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置内発熱量は，原子炉定格熱出力の 0.015％に相当

する崩壊熱である 500kW に設定している。 

   ＮＵＲＥＧ－1465 における格納容器ソースタームに基づき，ドライウェルベント時に格

納容器からフィルタ装置に移行する FPによる崩壊熱を評価する。 

 

   フィルタ装置内発熱量は以下の式で表される。 

 

【フィルタ装置内発熱量】 

＝【①ベント時の原子炉の崩壊熱】 

×【②FPの格納容器への放出割合】 

÷【③格納容器内のＤＦ】 

×【④フィルタ装置に蓄積する FPの崩壊熱への寄与割合】 

 

① ベント時の原子炉の崩壊熱 

重大事故等発生後の数時間で格納容器圧力逃がし装置が使用されることはないが，保守

的に原子炉停止後約 2時間後～3時間後に格納容器圧力逃がし装置が使用されると考え，

その時点での原子炉の崩壊熱として，原子炉定格熱出力の 1％とする。 

② FP の格納容器への放出割合 

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，揮発性核種のうち格納容器への放出割合が最も大きい

Halogen（Ⅰ）の放出割合である 61％で代表させる（第 2表参照）。 

③ 格納容器内のＤＦ 

 

 

海外で行われた FP エアロゾルの自然除去効果に関する試験（ＮＳＰＰ試験等）では，

格納容器のエアロゾルは数時間程度で 1／10程度まで減少している結果が得られており，

格納容器内のエアロゾルに対する除去効果として，ドライウェルベント時はＤＦ：10※1

とする。 

 

 

  (3) スクラバ容器内発熱量 

格納容器フィルタベント系のスクラバ容器内発熱量は，原子炉定格熱出力の 0.015%に

相当する崩壊熱である 370kW に設定している。 

NUREG-1465（参考図書２）における格納容器ソースタームに基づき，ドライウェルベン

ト時に格納容器からフィルタ装置（スクラバ容器）に移行する核分裂生成物（FP）によ

る崩壊熱を評価する。 

スクラバ容器内発熱量は以下の式で表される。 

 

  【スクラバ容器内発熱量】 

＝【①ベント時の原子炉の崩壊熱】 

×【②FPの格納容器への放出割合】 

÷【③格納容器内の DF】 

×【④スクラバ容器に蓄積する FPの崩壊熱への寄与割合】 

 

① ベント時の原子炉の崩壊熱 

保守的に原子炉停止後約２時間後に格納容器フィルタベント系が使用されると考え，その

時点での原子炉の崩壊熱として，原子炉定格熱出力の１％とする。 

 

② FP の格納容器への放出割合 

NUREG-1465 に基づき，揮発性核種のうち格納容器への放出割合が最も大きい Halogen(I)

の放出割合である 61%で代表させる（表２参照）。 

③ 格納容器内の DF 

NUREG-1150（参考図書３）に基づき，サプレッション・プールにおけるスクラビング効果

として，ウェットウェルベント時は DF：80 とする。 

海外で行われた FPエアロゾルの自然除去効果に関する実験結果（NSPP 実験等）に基づき，

自然沈着による除去効果として，ドライウェルベント時は DF：10 とする。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

原子炉定格熱出力が相違する

ため，想定する崩壊熱量が異な

る 

（以下，別紙９においては④の

相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

発熱量の算出は D/W ベントに

よる評価が保守的となるが，島

根２号炉は，参考として W/W の

DF でも算出している 
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※1 事象発生から 19 時間（有効性評価におけるベント開始時間）後には，より大きなＤ

Ｆが期待できること及びＭＡＡＰ解析でもより大きなＤＦを見込んでいる（別紙 17

第 1 図）ことから，設計条件として適用性があると考える。 

 

  ④ フィルタ装置に蓄積する FP の崩壊熱への寄与割合 

    ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，揮発性が比較的高く，炉心損傷を伴う事故時に有意な放

出割合となり，フィルタ装置に蓄積する核種として，Halogen（Ⅰ），Alkali metal（Cs），

Te，Ba 及び Sr を想定し，これら核種の崩壊熱への寄与割合は 22％とする（第 3表参照）。 

    したがって，定格熱出力に対する崩壊熱は以下のように評価される。 

 

 ドライウェルベント ：0.01×0.61÷10×0.22＝0.01342％ 

 

 

 

    以上より，フィルタ装置内発熱量は，上記割合を包絡する条件とし，原子炉定格熱出力

の 0.015％である 500kW（3,293MW×0.015％）と設定する。 

 

 

 

 

    フィルタ装置内発熱量は，スクラビング水の初期保有量及びフィルタ装置の寸法設定に

使用される。 

 

 

 

 

 

④ スクラバ容器に蓄積する FPの崩壊熱への寄与割合 

NUREG-1465 に基づき，揮発性が比較的高く，炉心損傷を伴う事故時に有意な放出割合と

なり，スクラバ容器に蓄積する核種として，Halogen(I)，Alkali metal(Cs)，Te，Ba 及び

Sr を想定し，これら核種の崩壊熱への寄与割合は 22%とする（表３参照）。 

したがって，定格熱出力に対する崩壊熱は以下のように評価される。 

 ウェットウェルベント：0.01×0.61÷80×0.22＝0.00168% 

 ドライウェルベント ：0.01×0.61÷10×0.22＝0.01342% 

 

 

 

以上より，スクラバ容器内発熱量は，上記割合を包絡する条件とし，原子炉定格熱出力の

0.015%である 370kW と設定する。 

 

なお，有効性評価のうち格納容器過圧・過温破損の事故シーケンス（冷却材喪失（大破断

ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）におけるスクラバ容器内発熱量

は，約 8.9×10-3kW である。 

スクラバ容器内発熱量は，スクラビング水の初期保有量及びスクラバ容器の寸法設定に使

用される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，参考として

W/W ベントの熱量も算出してい

る 

 

 

・設備の相違 

④の相違 

・記載方針の相違 

第 2表 ＮＵＲＥＧ－1465 における格納容器内への放出割合 

 Gap 

Release 

Early-In 

-vessel 
Ex-vessel 

Late-In 

-vessel 
合計 

Noble Gases※1 0.05 0.95 0 0 1.00 

Halogens（Ⅰ） 0.05 0.25 0.30 0.01 0.61 

Alkali metal（Cs） 0.05 0.20 0.35 0.01 0.61 

Te 0 0.05 0.25 0.005 0.305 

Ba，Sr 0 0.02 0.1 0 0.12 

Noble metals 

（Mo，Ru，Sb） 
0 0.0025 0.0025 0 0.005 

Ce 0 0.0005 0.005 0 0.0055 

La 0 0.0002 0.005 0 0.0052 

※1 希ガスはフィルタ装置内に蓄積しないため，評価対象外とする。 

 

 

表２ NUREG-1465 における格納容器内への放出割合 

元素グループ Gap  

Release 

Early-In 

-vessel 

Ex-vessel Late-In 

-vessel 

合計 

Noble Gases※ 0.05 0.95 0 0 1.00 

Halogen(I) 0.05 0.25 0.30 0.01 0.61 

Alkali metal(Cs) 0.05 0.20 0.35 0.01 0.61 

Te 0 0.05 0.25 0.005 0.305 

Ba，Sr 0 0.02 0.1 0 0.12 

Noble metals 

(Mo，Ru，Sb) 

0 0.0025 0.0025 0 0.005 

Ce 0 0.0005 0.005 0 0.0055 

La 0 0.0002 0.005 0 0.0052 

※ 希ガスはフィルタ装置内に蓄積しないため，評価対象外とする。 
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第 3 表 放出割合が大きい揮発性核種の崩壊熱寄与割合 

元素グループ※1 
放出 

割合 

①放出割合 

（ハロゲン比） 

②崩壊熱寄与割合 

（炉停止後約 2時間） 

崩壊熱寄与割合 

①×② 

Halogens（Ⅰ） 0.61 1.0 0.18 0.18 

Alkali metal（Cs） 0.61 1.0 0.02 0.02 

Te 0.305 0.5 0.02 0.01 

Ba，Sr 0.12 0.2 0.06 0.01 

   合計 0.22 

 

※1 希ガスはフィルタ装置内に蓄積しないため，評価対象外とする。また，放出割合が小さい

核種は放出量として無視できるため，評価対象外とする。 

 

表３ 放出割合が大きい揮発性核種の崩壊熱寄与割合 

元素グループ※ 放出 

割合 

① 放出割合 

(ハロゲン比） 

②崩壊熱寄与割合 

(炉停止後約 2時間） 

崩壊熱寄与割合 

①×② 

Halogen(I) 0.61 1.0 0.18 0.18 

Alkalimetal(Cs) 0.61 1.0 0.02 0.02 

Te 0.305 0.5 0.02 0.01 

Ba，Sr 0.12 0.2 0.06 0.01 

   合計 0.22 

 

※ 希ガスはフィルタ装置内に蓄積しないため，評価対象外とする。また，放出割合が小さい核

種は放出量として無視できるため，評価対象外とする。 

 

 

 

 

 

  

   

 

(4) エアロゾル移行量 

有効性評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代

替循環冷却系を使用できない場合）」における格納容器からフィルタ装置に移行するエアロ

ゾルの重量を第 4 表に示す。 

 

第 4 表 格納容器からフィルタ装置に移行するエアロゾル重量 

シーケンス（事象） 
エアロゾル重量 

Ｗ／Ｗベント Ｄ／Ｗベント 

雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用できない場合） 

1g 5,000g 

 

一方，格納容器からのエアロゾルの移行量を保守的に評価するため，サプレッション・

プール水でのスクラビング効果がないドライウェルベント時の格納容器からフィルタ装置

に移行するエアロゾル量について，核分裂生成物の炉内内蔵量とＮＵＲＥＧ－1465 に基づ

く炉心から格納容器へ放出される核分裂生成物の割合を用いて評価した結果，約 38kg とな

る。さらに，エアロゾルに係る海外規制を踏まえ，400kg に設定している。 

 

 

(4) エアロゾル移行量 

格納容器フィルタベント系の設計の妥当性を確認するために用いる格納容器からのエアロ

ゾル（核分裂生成物エアロゾル，構造材エアロゾル）の移行量は， NUREG-1465（参考図書 1） 

における格納容器ソースタームを用いて評価した結果である核分裂生成物エアロゾル移行量 

約 28kg 及びエアロゾルに係る海外規制を踏まえ，保守的に 300kg に設定している。 

ここで，有効性評価の格納容器過圧・過温破損シーケンス（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）における MAAP 解析によるエアロゾル移行量

は，ウェットウェルベントの場合で約 1.8×10-3 kg，ドライウェルベントの場合で約 3.5kg

であることから，格納容器フィルタベント系の設計の妥当性を確認するために設定した 300kg

は十分保守的であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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想定するエアロゾル移行量の評価方法と海外規制におけるエアロゾル移行量を以下に示

す。 

ａ．核分裂生成物の炉内内蔵量 

各核種グループの FP の炉内内蔵量を第 5表に示す。 

 

ｂ．核分裂生成物の格納容器への放出割合 

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，各核種グループの放出割合を設定する（第 2表参照）。 

 

ｃ．格納容器内のＤＦ 

保守的にドライウェルベントの場合を想定し，崩壊熱の設定と同様に，ＤＦ10とする。 

 

 

 

以上より，想定するエアロゾル量を計算した結果，約 38kg となる。 

評価式を以下に示す。 

【エアロゾル量】＝  

∑ [(核種グループの炉内内蔵量) × (核種グループの格納容器への放出割合)／10]

全核種グループ

 

 

  ｄ．海外規制におけるエアロゾル移行量 

    ドイツ RSK の勧告では，フィルタ装置に移行するエアロゾル量としてＰＷＲについては

60kg，ＢＷＲについては 30kg としている。また，スイスの原子力施設ガイドラインに

おいては，エアロゾル量は 150kg と規定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下に想定する核分裂生成物エアロゾル移行量の評価方法と海外規制におけるエアロゾル

移行量を示す。 

ａ．核分裂生成物の炉内内蔵量 

核分裂生成物の炉内内蔵量を表４に示す。 

 

ｂ．核分裂生成物の格納容器への放出割合 

NUREG-1465 に基づき，各核種グループの放出割合を設定する。 

（表２，４参照） 

ｃ．格納容器内の DF 

保守的にドライウェルベントの場合を想定し，崩壊熱の設定と同様に，海外で行われた

FP エアロゾルの自然除去効果に関する実験結果（NSPP 実験等）に基づき，自然沈着による

除去効果として DF10 とする。 

 

以上より，想定 FP エアロゾル量を計算した結果，約 28kg となる。 

評価式を以下に示す。 

【想定 FP エアロゾル量】＝ 

          [(核種グループの炉内内蔵量) 

×(核種グループの格納容器への放出割合)/10)] 

 

ｄ．海外規制におけるエアロゾル移行量 

ドイツＲＳＫの勧告では，フィルタ装置に移行するエアロゾル量としてＰＷＲについては

60kg，ＢＷＲについては 30kg としている。また，スイスの原子力施設ガイドラインにおい

ては，エアロゾル量は 150kg と規定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

 


全核種グループ 

別添1-388



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 5表 核分裂生成物の炉内内蔵量 

核種 

グループ 

代表 

化学形態 

炉内内蔵量 

（kg） 

格納容器への 

放出割合（－） 

エアロゾル

移行量（kg） 

Halogens CsI 0.61 

Alkali metal CsOH 0.61 

Te TeO2, Sb 0.305 

Ba，Sr BaO, SrO 0.12 

Noble metals MoO2 0.005 

Ce CeO2 0.0055 

La La2O3 0.0052 

合計 3.8E+01 

  エアロゾル移行量は，金属フィルタの総面積の設定に使用される。 

表４ 核分裂生成物の炉内内蔵量 

※１ ドライウェルからのベントの場合を想定し，格納容器での DF を 10 とする。

エアロゾル移行量は，金属フィルタの総面積の設定に使用される。

≪参考図書≫ 

1. NEI13-02 “INDUSTRY GUIDANCE FOR COMPLIANCE WITH ORDER EA-13-109”

2．NUREG-1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants” 

3．NUREG-1150“Severe Accident Risks:An Assessment for Five U.S. Nuclear Power Plants” 

核種 

グループ 

代表 

化学形態 

炉内内蔵量 

（kg） 

格納容器への

放出割合（‐） 

フィルタ装置へ流入する

エアロゾル量※１（kg）

Halogens CsI 0.61 

Alkali metal CsOH 0.61 

Te TeO2,Sb 0.305 

Ba,Sr BaO,SrO 0.12 

Noble metals MoO2 0.005 

Ce CeO2 0.0055 

La La2O3 0.0052 

合計 2.8E+01 

・評価結果の相違

・記載方針の相違
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（参考１）最高使用圧力及び最高使用温度を超える場合の構造健全性評価 

スクラバ容器について，格納容器フィルタベント系の最高使用圧力(853kPa[gage])，最高

使用温度(200℃)を超える場合の構造健全性を考察する。 

ａ．評価の概要 

スクラバ容器の放射性物質の閉じ込め機能喪失の要因は，高温状態で内圧を受け，過度

な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

スクラバ容器について，「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年

追補版を含む）））JSME S NC1-2005/2007」（以下，「設計・建設規格」という。）に示される

必要最小板厚の式を用い，スクラバ容器の各温度における材料の許容引張応力，圧力をパ

ラメータとして，スクラバ容器（胴部）の構造健全性が確保される温度，圧力の組み合わ

せを評価する。 

・資料構成の相違

島根２号炉は，別紙本文の記

載後に参考資料を記載している 

ｂ．評価 

設計・建設規格の PVC-3122（1）項に準拠し，設計・建設規格「表５ 鉄鋼材料（ボル

ト材を除く）の各温度における許容引張応力」に規定される，50℃から 450℃の各温度に

おける許容引張応力を与えることで，構造健全性が確保できる圧力（以下，「許容圧力」と

いう。）を算出する。 

t =
PDi

2Sη − 1.2P

ここで， 

t：胴の最小厚さ  

P：許容圧力（MPa） 

   Di：胴の内径  

S：各温度における材料の許容引張応力（MPa） 

η：長手継手の効率（η＝１） 
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・評価結果

設計・建設規格の必要最小板厚の式を用いた評価を実施した結果を図１に示す。200℃

における許容圧力は約 1.678MPa（約 3.93Pd）であり，２Pd以上の耐圧性能を有する結果

が得られた。 

図１ スクラバ容器（胴部）の必要最小板厚の式を用いた評価結果 
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（参考）ベントタイミングにおいて発生する荷重の考慮について 

(1)重大事故等発生時において格納容器内にて発生する動的荷重

重大事故等発生時において，格納容器内にて発生する可能性がある動的荷重には以下のものが

ある。 

①ドライウェル内の配管破断によるジェット力

②プールスウェル荷重

③ベント管出口での蒸気凝縮振動荷重

④逃がし安全弁作動時の荷重

⑤原子炉隔離時冷却系タービン排気圧力の荷重

①～③は，原子炉冷却材喪失事故において事故発生直後に発生する荷重であり，ベント時に生

じる荷重は，これに比べて影響は小さい。 

また④，⑤は，ベント開始の判断基準である格納容器圧力 2Pd に近づいた状態では，原子炉圧

力は，原子炉冷却材喪失事故や逃がし安全弁による急速減圧等により，既に低下した状態となっ

ており，原子炉隔離時冷却系も運転していないことから，2Pd ベント時に作用する荷重ではない。 

以上のことから，ベントの判断基準である格納容器圧力 2Pd における格納容器の加圧は，崩壊

熱により発生する蒸気によるものであり，動的荷重を考慮する必要はない。 

フィルタ装置（容器）の設計に当たっては，最高使用圧力 2Pⅾ，最高使用温度 200℃の条件に

加えて，地震荷重を考慮した強度評価を実施している。 

また，耐圧機器ではないが，内部構造物であるベンチュリノズルについては，差圧荷重及び地震

荷重を考慮するとともに，JAVA 試験にて得られた知見を踏まえた圧力振動を考慮して強度評価

を実施している。（第 6表参照） 

（参考２）スクラバ容器内部構造物に考慮する荷重について 

第１ベントフィルタのスクラバ容器においては，ベント開始時に内部配管や分配管内にたまっ

ていた水のクリアリングによる噴流により，スクラバ容器の内部構造物に大きな荷重がかかる。

また，地震の発生によっても応力が発生する。そこで，このクリアリング荷重によるスクラバ容

器内部構造物に発生する応力を評価した。なお，保守的に内圧，地震荷重及び自重による荷重も

組み合わせて評価を実施した。 

１．クリアリング荷重の評価 

クリアリング荷重を評価するため，まずベンチュリノズルからの水の噴射速度を算出する。ダ

ルシー・ワイズバッハの式より，ベンチュリノズルからの水の噴射速度 vは以下のように算出で

きる。 

 ∆P =   (1) 

v =  

=   (2) 

=  [m/s] 

ここで，P𝒾，PO，ρは以下の通り設定した。 

・評価方針の相違

島根２号炉は，具体的な評価

結果を記載 

第 6表 フィルタ装置の設計 

部位 設計に用いた荷重 評価方法 

フィルタ装置

（容器） 

静的荷重 内圧荷重（最高使

用圧力） 

JSME 設計・建設規格に基づき，荷重に対

する必要板厚を算出し，最小板厚が必要板

厚を満足することを確認する。 

内圧荷重，地震荷

重 

内圧荷重及び地震荷重による一次応力及

び一次＋二次応力を算出し，原子力発電所

耐震設計技術指針で定める許容値を満足

することを確認する。 

動的荷重 

内部構造物 

（ベンチュリ

ノズル）

静的荷重 差圧荷重 ASME Sec.Ⅱ，Ⅲ，Ⅷに基づき評価 

差圧荷重，地震荷

重 ASME Sec.Ⅱ，Ⅲ，Ⅷに基づき評価 
動的荷重 

水力学的荷重 JAVA 試験にて得られた知見を踏まえて，

圧力振動を評価 

■P𝒾=0.953MPa[abs]

P𝒾はベント開始時の内部配管内の圧力であり，保守的に格納容器の最高使用圧力の２倍の圧力

である 0.953MPa[abs]とする。実際は，格納容器からスクラバ容器に至る配管の圧力損失により，

内部配管内の圧力は格納容器の圧力以下となる。 

■PO=0.10MPa[abs]

POは噴射出口の圧力であり，保守的に大気圧である 0.10MPa[abs]とする。実際は，スクラバ容

器から放出端に至る出口配管，オリフィス，銀ゼオライト容器の圧力損失，及びスクラビング水

の水頭圧により，噴射出口の圧力は大気圧以上となる。 

■ρ=1000kg/m3

ρは水の密度であり，1000kg/m3とする

■圧力損失は保守的に発生しないものとする。
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 また，噴射速度から，力積の式を用いてベンチュリノズル 1個あたりにおける荷重 Fを算出し

た。 

(3) 

(4) 

(5) 

=    [𝑁/個]  

ここで，A，𝑠𝑖𝑛𝛼は以下の通り設定した。 

■A=

A は噴出出口の面積であり， とする。 

■𝑠𝑖𝑛𝛼=

𝛼は噴出方向と水平方向のなす角度とする。 

２．スクラバ容器内部構造物応力評価 

(1) 評価対象

  モデル範囲及び応力評価部位を図１及び以下に示す。 

1) 分岐管付根部

2) ノズル付根部

3) 内部配管サポート部

4) 分岐管サポート部

図１ スクラバ容器 内部配管 モデル範囲及び応力評価部位 
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(2) 解析モデル

本評価は，はりモデル及びシェルモデルを組み合わせて評価を行った。はりモデルを図２

に，シェルモデルを図３に示す。 

図２ 内部配管 はりモデル 

図３ 内部配管 シェルモデル 
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＜解析評価の概略手順＞ 

（ａ）はりモデルを用いて，地震荷重（水平，鉛直）及びクリアリング荷重の解析を行

う。（クリアリング荷重は，ベンチュリノズル先端に負荷する。） 

（ｂ）シェルモデルの端部にあたる節点における変位量δ及び回転角θを，各荷重毎に

求める。 

（ｃ）はりモデルで求めた変形量δ，回転角θをシェルモデル端部に負荷し，地震荷重

及びクリアリング荷重作用時の各部の詳細応力を評価する。 

（ｄ）シェルモデルでは内圧による応力も算出する。 

（ｅ）下記により、各部位の応力を評価する。 

１）配管については，内圧による応力が他の荷重に比べて大きいため，今回の評

価においては各評価部位ごとに内圧による最大応力発生位置を評価し，その

位置における内圧，自重，地震荷重，クリアリング荷重による応力を足し合

わせて最大応力とし、許容値と比較する。 

２）内部配管サポートについては，内圧，自重，地震荷重，クリアリング荷重に

より作用する荷重をすべて足し合わせ，その荷重で発生する内部配管サポー

トの最大応力を評価（規格式による手計算）する。

(3) 荷重条件

本評価では，以下の荷重条件を考慮した。

1) 配管内内圧：0.853 MPa[gage]

2) 自重

3) 地震荷重 ：水平 2.99 G，鉛直 2.17 G

4) ベンチュリノズルクリアリング荷重：  N/個（各ノズルに上向き負荷） 

(4) 許容応力

評価は供用状態 Dsについて実施し，許容応力は，日本機械学会 設計・建設規格(JSME S

NC1-2005(2007))に基づき，内部配管はクラス２配管，サポートはクラス２支持構造物の許

容応力を準用する。 

   許容応力を表１に示す。 

表１ 供用状態 Dsの許容応力 

評価対象 許容応力(MPa) 

内部配管 2Sy（1 次+2 次応力制限値） 240 

サポート 1.5ft＊ 162 
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 (5) 評価結果 

   各部位の発生応力を評価した結果を表２に示す。表２より，クリアリング荷重と地震荷重

が同時に作用した場合でも，内部配管やサポートに発生する応力は許容応力以下であるこ

とを確認した。 
 

表２ 発生応力の評価結果 

 供用状態 D 

発生応力(MPa) 許容応力(MPa) 

内部配管 分岐管付根部 106  

240 ベンチュリノズル付根部 85 

サポート付根部 43 

内部配管 

サポート 

分岐管サポート部 38 
162 

内部配管サポート部 2 
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（参考３）格納容器フィルタベント系の系統範囲について 

 

 格納容器フィルタベント系の系統範囲図を図１に示す。ベント弁（第３弁）以降を格納容器フ

ィルタベント系の系統範囲としている。 

 格納容器フィルタベント系は，銀ゼオライト容器上流側流量制限オリフィスまでは最高使用

温度 200℃，最高使用圧力 853kPa[gage］とし，銀ゼオライト容器上流側流量制限オリフィスよ

り下流は最高使用温度 200℃，最高使用圧力 427kPa [gage］とする。なお，格納容器から格納容

器フィルタベント系の間には，窒素ガス制御系と非常用ガス処理系のラインが設置されている。

これらの最高使用温度と最高使用圧力は，格納容器と同じ 171℃（ドライウェル），104℃（サプ

レッション・チェンバ）427kPa[gage]（窒素ガス制御系）と 66℃，13.7kPa[gage] （非常用ガ

ス処理系）であるが，格納容器フィルタベント系の使用条件（200℃，853kPa[gage］）で機能を

確保できることを確認している。 

 

 

・記載方針の相違 

 

 

図１ 格納容器フィルタベント系 系統範囲図 
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別紙 36 

 

エアロゾルの保守性について 

 

(1) 格納容器圧力逃がし装置の設計条件について 

格納容器圧力逃がし装置の設計条件としては，エアロゾル移行量を 400kg に設定してい

る。（別紙 2） 

(2) 事故シナリオに応じたエアロゾル移行量について 

ａ．エアロゾルが発生する事故シナリオの選定について 

ベント実施時には，希ガスやガス状よう素（無機よう素及び有機よう素）を除く核分裂

生成物及び構造材がエアロゾルとして格納容器圧力逃がし装置に流入する。エアロゾルが

発生する事故シナリオは，格納容器破損防止対策の有効性評価の対象とする事故シーケン

スのうち，以下に示すＭＡＡＰ解析上の特徴を踏まえ，原子炉圧力容器が健全な事故シー

ケンスである「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環

冷却系を使用できない場合）」を選定している。 

(a) 原子炉圧力容器内に溶融炉心が存在する場合は，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が

固化した後でも，溶融炉心中心部は溶融プール状態を維持する。一方，原子炉圧力容器

破損時は，原子炉圧力容器破損前に水張りしたペデスタル部で溶融炉心の一部が粒子化

するとともに，最終的にはクエンチする。エアロゾル移行量は溶融炉心の温度が高い方

がより多くなるため，原子炉圧力容器が健全な場合がより保守的な評価となる。 

(b) 原子炉圧力容器内に溶融炉心が存在する場合は，溶融炉心冠水時において溶融炉心上

部の水によるスクラビング効果を考慮していない。一方，溶融炉心がペデスタル部に存

在する場合は，溶融炉心上部の水によるスクラビング効果を考慮している。以上より，

スクラビング効果を考慮していない原子炉圧力容器が健全な場合がより保守的な評価

となる。 

(c) 東海第二発電所では，ＭＣＣＩ対策としてコリウムシールドを設置するため，原子炉

圧力容器が破損した場合でも溶融炉心による侵食は発生しない。したがって，原子炉圧

力容器破損後に特有のエアロゾルの発生源はないと考えられる。（別紙38） 

ｂ．対象シーケンスにおけるエアロゾル移行量について 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使

用できない場合）」シーケンスにおける格納容器圧力逃がし装置へ流入するエアロゾル移

行量を第1表に示す。本シーケンスの有効性評価ではＳ／Ｃベントを優先して実施するこ

ととしているが，ここではＤ／Ｗベントを実施した場合のエアロゾル移行量もあわせて示

している。第1表より，エアロゾル移行量はＳ／Ｃベント時よりＤ／Ｗベント時の方が多

く約5kgであるが，格納容器圧力逃がし装置で設計上想定するエアロゾル移行量はこれを

十分上回る400kgである。 
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エアロゾルの保守性について 

 

(1) 格納容器フィルタベント系の設計条件について 

格納容器フィルタベント系の設計条件としては，エアロゾル移行量を 300kg に設定してい

る。（別紙９） 

(2) 事故シナリオに応じたエアロゾル移行量について 

ａ．エアロゾルが発生する事故シナリオの選定について 

ベント実施時には，希ガスやガス状よう素（無機よう素及び有機よう素）を除く核分裂

生成物及び構造材がエアロゾルとして格納容器フィルタベント系に流入する。エアロゾル

が発生する事故シナリオは，格納容器破損防止対策の有効性評価の対象とする事故シーケ

ンスのうち，以下に示すＭＡＡＰ解析上の特徴を踏まえ，原子炉圧力容器が健全な事故シ

ーケンスである「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱

代替除去系を使用しない場合）」を選定している。 

(a) 原子炉圧力容器内に溶融炉心が存在する場合は，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が

固化した後でも，溶融炉心中心部は溶融プール状態を維持する。一方，原子炉圧力容器

破損時は，原子炉圧力容器破損前に水張りしたペデスタル部で溶融炉心の一部が粒子化

するとともに，最終的にはクエンチする。エアロゾル移行量は溶融炉心の温度が高い方

がより多くなるため，原子炉圧力容器が健全な場合がより保守的な評価となる。 

(b) 原子炉圧力容器内に溶融炉心が存在する場合は，溶融炉心冠水時において溶融炉心上

部の水によるスクラビング効果を考慮していない。一方，溶融炉心がペデスタル部に存

在する場合は，溶融炉心上部の水によるスクラビング効果を考慮している。以上より，

スクラビング効果を考慮していない原子炉圧力容器が健全な場合がより保守的な評価

となる。 

 

 

 

ｂ．対象シーケンスにおけるエアロゾル移行量について 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を

使用しない場合）」シーケンスにおける格納容器フィルタベント系へ流入するエアロゾル

移行量を表１に示す。本シーケンスの有効性評価ではＷ／Ｗベントを優先して実施するこ

ととしているが，ここではＤ／Ｗベントを実施した場合のエアロゾル移行量もあわせて示

している。表１より，エアロゾル移行量はＷ／Ｗベント時よりＤ／Ｗベント時の方が多く

約3.5kgであるが，格納容器フィルタベント系で設計上想定するエアロゾル移行量はこれ

を十分上回る300kgである。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

原子炉定格熱出力が相違する

ため，エアロゾル移行量が異な

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

島根２号炉では，ペデスタル

壁面の溶融炉心による侵食が発

生する 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

・設備の相違 

原子炉定格熱出力が相違する

ため，エアロゾル移行量が異な
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第 1 表 静的負荷シーケンスにおけるＦＰエアロゾル移行量 

放出する系統 ＦＰエアロゾル移行量 

S／Cベント 約0.001kg 

D／Wベント 約5kg 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 静的負荷シーケンスにおけるＦＰエアロゾル移行量 

放出する系統 ＦＰエアロゾル移行量 

Ｗ／Ｗベント 約0.0018kg 

Ｄ／Ｗベント 約3.5kg 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

原子炉定格熱出力が相違する

ため，エアロゾル移行量が異な

る 
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別紙 50 

フィルタ装置における化学反応熱について

  重大事故等時に格納容器で発生したエアロゾル及び無機よう素がフィルタ装置に到達し，ベ

ンチュリスクラバにおいて無機よう素が化学反応した際の生成物は中性物質（よう化ナトリウ

ム（NaI），硫酸ナトリウム（Na2SO4））であり，スクラビング水のｐＨに与える影響はほとんど

ない。また，ベンチュリスクラバにて無機よう素がスクラビング水と化学反応することによっ

て発熱するが，この発熱量と，設計条件であるベントフィルタ内の放射性物質の崩壊による発

熱量（500kW（別紙 2））とを比較した結果，ベンチュリスクラバにおける化学反応の発熱量は

約 1／30 であり，化学反応の発熱量の影響が十分小さいことを確認した。 

  重大事故等時に格納容器で発生した有機よう素及びベンチュリスクラバを通過した無機よ

う素について，よう素除去部において有機よう素及び無機よう素が化学反応した際の生成物の

うち，硝酸メチルは爆発性のおそれがある物質とされているが，生成量は約 0.003vol％と微

量であることから，爆発することはないと考えられる。なお，生成物のうち，よう化銀につい

ては，光によって分解する性質があるが，よう素除去部は容器内の遮光された環境にあるため，

光分解によるよう素の放出は発生しない。また，よう素除去部にて有機よう素及び無機よう素

が吸着剤と化学反応することによって発熱・吸熱するが，化学反応の発熱・吸熱による温度変

化量を評価した結果，よう素除去部の温度変化が十分小さいことを確認した。 

別紙 11 

フィルタ装置における化学反応熱について

フィルタ装置に移行してくるエアロゾル及びガス状放射性よう素との化学反応による発熱及

び化学反応生成物の影響について評価した結果を以下に示す。 

1. ベンチュリスクラバにおける化学反応による発熱量

(1) ベンチュリスクラバにおけるエアロゾルの化学反応による発熱量

ベンチュリスクラバで捕集されるエアロゾルは核分裂生成物エアロゾルと構造材エアロ

ゾルがある。核分裂生成物エアロゾルは別紙 2に記載のとおりであり，構造材エアロゾルは

炉内構造物等の金属及びコンクリート含有元素（Si，Ca，Mg，Al，K 等）で構成されている。

それらがスクラビング水と反応したときの反応熱の中で 1mol 当たりの発熱量が最も大きい

のは  であることから，ここでは で代表し，設計条件である400kg

全量が  としてスクラビング水で反応したときの発熱量にて影響を評価する。 

ベンチュリスクラバにおける  の化学反応は以下の熱化学方程式のとおりである。 

(1) ベンチュリスクラバにおける化学反応熱の影響

ベンチュリスクラバで捕集されるエアロゾルと無機よう素について，スクラビング水との化

学反応に伴い発生する反応熱量と，ベンチュリスクラバにおいて捕集された放射性物質から発

生する崩壊熱量を比較する。 

ａ．ベンチュリスクラバにおけるエアロゾルの化学反応熱量 

ベンチュリスクラバで捕集されるエアロゾルは，核分裂生成物エアロゾルとコンクリート

から生成するエアロゾルがある。エアロゾルのうち，非水溶性及び難水溶性のものは化学反

応しないと考えられるが，ここでは，フィルタ装置に流入するエアロゾル全量（300kg）に

ついて化学反応するものとした。さらに，最も反応熱が大きくなる ：

コンクリートから生成するエアロゾルの一種）で代表した場合の化学反応による発熱量を計

算した。 

ベンチュリスクラバに捕集された  の化学反応熱は以下のとおり表せる。 

・記載方針の相違
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それぞれの化学種の標準生成エンタルピは以下の値となる（参考図書 1）。 

熱化学方程式と標準生成エンタルピより， となる。 

以上より，1mol の  の反応には  の発熱量を伴うこととなる。 

400kg は に当たることから，発熱量は 

となる。 

ここで，それぞれの化学種の標準生成エンタルピーは以下の値である。（参考図書１） 

これらの値より，   となる。よって，１mol の  が反応す

ると約    の発熱量となる。 

ベンチュリスクラバにおいて捕集されるエアロゾル の量は以下の値を用いる。 

・    の量  ＝ 300 (kg) 

・    分子量 ＝   (g/mol) 

    よって，ベンチュリスクラバにおいて捕集されるエアロゾル  の量は約  

であるので，反応熱量は約    の発熱となる。 

(2) ベンチュリスクラバにおける無機よう素の化学反応による発熱量

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の捕集は，スクラビング水に添加する薬剤により

行われ，その化学反応は以下の熱化学方程式のとおりである。 

アルカリ性条件下（発熱反応）

それぞれの化学種の標準生成エンタルピは以下の値となる（参考図書 1）。 

熱化学方程式と標準生成エンタルピより，  となる。 

以上より，1mol の無機よう素の反応には の発熱量を伴うこととなる。 

フィルタ装置に貯留するスクラビング水 には 

wt％含有していることから，S2O3
2-の量は と

なる。 

ｂ．ベンチュリスクラバにおける無機よう素の化学反応熱量 

ベンチュリスクラバにおける化学反応の熱化学方程式は以下のとおりである。 

ここで，それぞれの化学種の標準生成エンタルピーは以下の値となる。（参考図書１） 

これらの値より，  となる。よって，１mol の無機よう素（I2）が反応す

ると約  の発熱量となる。 
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一方，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量について，以下のとおり設定する。 

ａ．よう素炉内内蔵量（約 24.4kg） 

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考慮し

て算出した結果，約 24.4kg とする。 

ｂ．格納容器へのよう素放出割合（61％） 

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする。 

ｃ．格納容器に放出されるよう素のうち無機よう素生成割合（91％） 

Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする。 

以上より，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素（分子量 253.8）約 13.6kg（＝24.4kg

×61％×91％）の量は約 53.6mol（＝13,600g／253.8g／mol）となる。無機よう素と 

の反応による発熱量はモル数の少ない無機よう素の量により決定される。この

場合無機よう素と         の反応により生じる全発熱量は，       とな

る。 

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約 18.1kg である。NUREG-1465（参考図書２）

に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61%，Regulatory Guide 1.195（参考図書３）

に基づき，無機よう素生成割合を 91%とすると，ベンチュリスクラバにおける無機よう素の量

は以下のとおりである。 

・無機よう素（I2）の量   ＝   (g) 

・無機よう素（I2）分子量  ＝ 253.8 (g/mol) 

よって，ベンチュリスクラバにおいて捕集される無機よう素（I2）の量は約  であ

るので，反応熱量は約    の発熱となる。 

(3) ベンチュリスクラバにおける化学反応の発熱量の評価

以上より，ベンチュリスクラバにおける化学反応による発熱量が与える影響はないと言え

る。 

ｃ．影響評価 

ａ，ｂで算出したエアロゾル及び無機よう素の化学反応熱量の合計は  

  の発熱となり，設計上考慮しているスクラバ容器内発熱量

（370kW）の 24 時間分の積算値    に対して約    %であり，スクラビング水

の水位挙動等への影響は十分小さい。 

2. よう素除去部における化学反応による発熱 (2) 銀ゼオライトフィルタにおける化学反応熱の影響

銀ゼオライトフィルタにおいてガス状放射性よう素の化学吸着により発生する反応熱量と

銀ゼオライトフィルタにおいて捕集されたガス状放射性よう素から発生する崩壊熱量を比較

する。 
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(1) よう素除去部における有機よう素の化学反応による発熱量

よう素除去部における有機よう素の捕集は，銀ゼオライトへの吸着反応として行われ，そ

の化学反応は以下の熱化学方程式のとおりである。 

アルカリ性条件下（発熱反応）

それぞれの化学種の標準生成エンタルピは以下の値となる（参考図書 1）。 

熱化学方程式と標準生成エンタルピより， となる。 

   以上より，1mol の有機よう素 CH3I の反応には の発熱量を伴うこととなる。 

ここで，よう素除去部に流入する有機よう素の量は，別紙 11 に記載のとおり  と

なる。したがって，よう素除去部における有機よう素の反応による発熱量は  となる。 

有機よう素の全量が 10分間（600 秒）でよう素除去部へ捕集されたと考えると，発熱量は 

となる。 

ａ．銀ゼオライトフィルタにおける有機よう素の化学反応熱量 

銀ゼオライトフィルタにおける有機よう素の吸着反応の熱化学方程式は以下のとおりであ

る。 

ここで，それぞれの化学種の標準生成エンタルピーは以下の値となる。（参考図書１） 

これらの値より，    となる。よって，1mol の有機よう素（CH3I）が反応す

ると約    の発熱量となる。 

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約 18.1kg である。NUREG-1465（参考図書２）

に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61%，Regulatory Guide 1.195（参考図書３）

に基づき，有機よう素生成割合を 4%とする。また，よう素重量から有機重量への補正（よう

化メチルの分子量／よう素の原子量≒1.12）を設定値とすると，銀ゼオライトフィルタにお

ける有機よう素の量は以下のとおりである。 

・有機よう素（CH3I）の量   ＝    (g) 

・有機よう素（CH3I）分子量  ＝ 141.9 (g/mol) 

よって銀ゼオライトフィルタに流入する有機よう素は であるので，反応熱量は

  の発熱となる。 

(2) よう素除去部における無機よう素の化学反応による吸熱量

よう素除去部のおける無機よう素 I2の銀ゼオライトへの吸着反応は，以下の熱化学方程

式で示される。 

  それぞれの化学種の標準生成エンタルピは以下の値となる（参考図書 1）。 

ｂ．銀ゼオライトフィルタにおける無機よう素の化学反応熱量 

銀ゼオライトフィルタにおける無機よう素の吸着反応の熱化学方程式は以下のとおりであ

る。 

ここで，それぞれの化学種の標準生成エンタルピーは以下の値となる。（参考図書１） 
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熱化学方程式と標準生成エンタルピより，  となる。 

   以上より，1mol の無機よう素（I2）の反応には の吸熱量を伴うこととなる。 

ここで，無機よう素の反応は吸熱反応であることから，保守的に評価に含めないこととす

る。 

・評価方針の相違

島根２号炉は，吸熱反応を考

慮して評価 

(3) よう素除去部における化学反応の発熱量の評価

以上より，よう素除去部における化学反応による発熱量が与える温度変化は十分小さい

ため，影響はないと言える。 

 )/()()(

)(
)(

33 mkgsmkgJ

W

窒素ガス密度窒素ガス流量℃比熱

内の発熱量銀ゼオライトフィルタ
℃上昇温度




ここで，銀ゼオライトフィルタに流入する窒素ガスの条件は以下のとおり設定した。 

・窒素ガス流量 ＝ 100 (m3/h[normal])

・窒素ガス比熱 ＝ 1040 (J/kg・℃)

・窒素ガス密度 ＝ 1.25 (kg/ m3[normal])

以上より，銀ゼオライトフィルタの上昇温度は約  ℃と評価でき，よう素の再揮発等への

影響は十分小さい。 

熱化学方程式及び標準生成エンタルピーより，    となる。よって，1mol

の無機よう素（I2）が反応すると約    の吸熱量となる。 

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約 18.1kg である。NUREG-1465（参考図書２）に

基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61%，Regulatory Guide 1.195（参考図書３）

に基づき，無機よう素生成割合を 91%，ベンチュリスクラバにおける DFを 100 とすると，

銀ゼオライトフィルタにおける無機よう素の量は以下のとおりである。 

・無機よう素（I2）の量  ＝  (g) 

・無機よう素（I2）分子量  ＝ 253.8 (g/mol) 

よって，銀ゼオライトフィルタに流入する無機よう素は約  であるので，反応熱

量は  の吸熱となる。 

ｃ．影響評価 

ａ.ｂ.で算出したガス状放射性よう素の化学反応熱量の合計は

  の発熱となり，ガス状放射性よう素が  で銀ゼオライトフィルタに捕集さ

となり，以下の評価式にて銀ゼオライトフィルタの上昇温度れると考えると，約

を評価した。 
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（３）ベンチュリスクラバにおける化学反応生成物の影響 

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の化学反応は以下のとおりである。 

スクラビング水には化学薬剤として  及び水酸化ナトリウ

ム（NaOH）を添加しており，無機よう素（I2）が流入することによって，溶解状態の

  と   が生成する。 

スクラビング水に含まれる  の量は約  ，  の量は約 である。一

方，事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約 18.1kg である。NUREG-1465（参考図書２）に

基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61%，Regulatory Guide 1.195（参考図書３）に

示される無機よう素生成割合を 91%とすると，ベンチュリスクラバにおいて捕集される I2の量

は約  となるため，生成する  の量は約  ，   の量は約 となる。 

ここで，それぞれの化学種の分子量は以下の値である。 

・ の分子量  ＝  (g/mol) 

・ の分子量  ＝  (g/mol) 

よって，  は約  ， は約  となる。スクラバ容器４基のスクラビング水の

保有水量約 であり，  の濃度は約  ，  の濃度は約  と微量である

ことから，構造材への腐食の影響はないと考えられ，これらの物質は中性であるため，スクラ

ビング水のｐＨにも影響しない。 

・記載方針の相違

（４）銀ゼオライトフィルタにおける化学反応生成物の影響 

銀ゼオライトフィルタにおける有機よう素と無機よう素の化学反応はそれぞれ以下のと

おりである。 

この化学反応による化学反応生成物である には爆発の恐れがあるこ

とが知られている。 については， と  が発生するため，格納容器内で発生する

有機よう素の濃度を以下のとおり算出する。 

格納容器内で発生する有機よう素は であり，仮に温度を 200℃（473K）で圧力を保

守的に 1atm とすると  となり，D/W 自由空間容積は約 m3であるため，格納容器内

の有機よう素の濃度は約  となる。 

よって，有機よう素が銀ゼオライトフィルタで反応し生成する  の濃度は約 

 であると評価でき，一般に有機化合物の可燃性限界の下限濃度は数％オーダーであるこ

とからこのような極低濃度において爆発の恐れはない（参考図書４）。 

については，熱や光で分解する性質がある。

は 400℃以上の高温状態において，数時間程度  を通気した場合に起こることが

知られているが，銀ゼオライトフィルタの温度は 400℃に対して十分低く抑えることができる。

・記載方針の相違
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また，   ，銀ゼオライトフィルタは容

器内の遮光された環境にあるため，光分解によるよう素の放出は発生しない

銀ゼオライトフィルタにおける無機よう素との化学反応においては，   の他の化学反応

生成物は，安定な固体である 及び極低濃度の  であり，銀ゼオライトフィル

タの性能に与える影響はない。

<参考図書> 

1．化学便覧基礎編改訂 5版

≪参考図書≫ 

1．化学便覧基礎編改訂３，５版

2. NUREG-1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”

Feb.1995 

3.Regulatory Guide 1.195, “ Methods and assumptions for evaluating radiological

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

4．M.G.Zabetakis, "Flammability Characteristics of Combustible Gases and Vapor." 

U.S.Bureau of Mines Bulletion 627.1965 

・記載方針の相違
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別紙 51 

スクラビング水の粘性の変化が除去性能に与える影響について 

 

 ベントにより格納容器からフィルタ装置にエアロゾルが移行する。スクラビング水の粘性は，

エアロゾルが可溶性の場合はそのエアロゾルの水和性と溶解する量によって，不溶性の場合はス

クラビング水に分散する固体粒子の量によって変化する。可溶性エアロゾル又は不溶性エアロゾ

ルの影響によるスクラビング水の粘性率の変化を保守的に評価した結果，その変化は十分小さ

く，ＤＦへの影響がないことを確認した。 

(1) フィルタ装置内に移行するエアロゾル等の影響 

  重大事故等時に格納容器内へ放出されるエアロゾルがベントによりフィルタ装置に移行す

ることから，ＮＵＲＥＧ－1465 に記載されている格納容器への放出割合を参照し，フィルタ

装置内へ移行するエアロゾル量を基にスクラビング水への影響を評価する。なお，ＮＵＲＥＧ

－1465 では格納容器への放出過程（Early In-Vessel，Late In-Vessel 等）ごとに格納容器へ

の移行割合を与えており，本評価では事故後長期にわたってスクラビング水への影響を評価す

るため，放出過程ごとの放出割合の合計値をエアロゾル移行量の算出に使用している。（別紙

2） 

ベント後のスクラビング水には，可溶性エアロゾルと不溶性エアロゾルがそれぞれ存在する

こととなる。エアロゾルの種類と溶解の可否を第 1表に示す。 

 

第 1 表 エアロゾル（設計条件）の種類と溶解の可否 

核種グループ 代表化学形態 FP エアロゾル移行量（kg） 溶解の可否 

Halogens CsI 

 

可溶性 

Alkali metal CsOH 可溶性 

Te TeO2, Sb 不溶性 

Ba，Sr BaO, SrO 可溶性 

Noble metals MoO2 不溶性 

Ce CeO2 不溶性 

La La2O3 不溶性 

構造材 SiO2等 大半は不溶性 

 

合計 400 － 

 

  可溶性エアロゾルと不溶性エアロゾルでは，スクラビング水の粘性に与える影響はそれぞれ

異なることから，可溶性エアロゾル，不溶性エアロゾルに分けて粘性に与える影響を確認する。 

  なお，流体が流動する際の抵抗を示す粘性の大きさは，粘性率η[mPa･s]で表され，水の粘

性率は水温10℃の場合は約1.3[mPa･s]，80℃の場合は約0.3[mPa･s]である（参考図書1）。 

 

 

 

 

別紙 12 

スクラビング水の粘性の変化が除去性能に与える影響について 

 

ベント時に格納容器からスクラバ容器に可溶性及び不溶性エアロゾルが流入し，スクラビ

ング水中のエアロゾル濃度の増加に伴い，スクラビング水の粘性が増加することが考えられ

る。 

可溶性及び不溶性エアロゾルによる粘性変化に関する評価を以下に示す。 
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ａ．可溶性エアロゾルの影響 

  エアロゾルがスクラビング水に溶解すると，分解してイオンとして存在し，溶解したイオ

ンの周囲に水分子が水和しやすい場合には，イオンと水分子が集団として振る舞うため移動

しにくくなり，粘性率が大きくなる。一方，溶解したイオンの周囲に水分子が水和しにくい

場合には，イオンや水分子が移動しやすくなり，粘性率が小さくなる（参考図書 2）。 

  ベント実施後にフィルタ装置に含まれる主な陽イオンには，Na+，K+，CS+があり，陰イオ

ンには OH-，Cl-，Br-，I-，CO3
2-，HCO3

-，SO4
2-がある。これらイオンのうち，水和しやすく粘

性率の増加に最も寄与する陽イオンは Na+，陰イオンは OH-であり，水和しにくく粘性率の減

少に寄与する陽イオンは Cs+，陰イオンは I-であると考えられる（参考図書 1,3）。 

  このため，フィルタ装置にエアロゾルが移行した場合の粘性率は，エアロゾルの全量を水

酸化ナトリウム（NaOH）として評価したとき最も大きく，よう化セシウム（CsI）として評

価したときには小さくなる。 

 

  スクラビング水として低温（粘性率が高い）の 25℃における水酸化ナトリウムとよう化

セシウムが水に溶解した場合の粘性率の変化を第 1図に示す。 

 

 

第 1 図 NaOH と CsI が水に溶解した場合の粘性率の変化（25℃） 

（NaOH：参考図書 4，CsI：参考図書 5） 

 

 

 

 

 

 

（１）可溶性エアロゾルによるスクラビング水の粘性変化による影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エアロゾルが可溶性の場合，スクラバ溶液中では捕集したエアロゾルが溶解し，溶液中の

可溶成分濃度が上昇する。可溶性のアルカリ成分及び中性塩成分が共存した場合の粘性率の

変化（25℃）を図 1,2 に示す。 

 

 

 

図１ 可溶性のアルカリ成分が共存した場合の粘性率の変化（25℃） 

（NaOH：参考図書 1,3，CsOH：参考図書 3） 
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スクラビング水に添加している化学薬剤の

であり，このスクラビング水の粘性率

は，化学薬剤を全て水酸化ナトリウムとして評価すると，第 1図より   mPa･s となる。 

また，スクラビング水の粘性率の変化を保守的に評価するため，仮にフィルタ装置に移行

するエアロゾルが全て水酸化ナトリウム（400kg＝10,000mol）と想定とすると，その溶液の

モル濃度は mol／ℓ 上昇し， となり，可溶性

エアロゾルが溶解したスクラビング水の粘性率は，第 1図より mPa･s となる。 

以上より，可溶性エアロゾルが溶解した場合のスクラビング水の粘性率の変化は，フィル

タ装置待機時のスクラビング水の粘性率に比べて，わずか（ mPa･s 大きくなる）と評

価できる。 

なお，JAVA 試験における初期のスクラビング水に含まれる化学薬剤の質量パーセント濃

度は， であり，これらの

モル濃度はそれぞれ となることから，このスクラビング水の

粘性率は，化学薬剤が全て水酸化ナトリウムとして評価すると，第 1図より mPa･s と

なる。 

図２ 可溶性の中性塩成分が共存した場合の粘性率の変化（25℃） 

（NaCl：参考図書 4，CsI：参考図書 5） 

スクラバ容器のスクラビング水に含まれる化学薬剤の濃度は，通常水位（約 ）で

水酸化ナトリウムが であり，下限水位（約

ではそれぞれ に相当する。ベント時に格納容器から

スクラバ容器に移行するエアロゾル重量を保守的に 300kg とし，仮に全量がセシウム元素と

した場合，可溶性エアロゾルのスクラビング水の濃度は約 となる。これらのモル

濃度を合計し，水酸化ナトリウムとして 25℃の水に溶解した際の粘性率を評価すると，約

となる。 

ここで，JAVA 試験でのスクラビング水に含まれる化学薬剤の濃度は，水酸化ナトリウム

が  であり，

このモル濃度を合計し，水酸化ナトリウムとして 25℃の水に溶解した際の粘性率を評価す

ると，約 となる。JAVA 試験におけるスクラビング水の粘性率と比較すると，ス

クラバ容器のスクラビング水の粘性率は 25℃において約 高いと評価できる。 
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ｂ． 不溶性エアロゾルの影響 

  エアロゾルが不溶性の場合，スクラビング水中ではコロイド等の懸濁粒子濃度が上昇する

と考えられる。このような懸濁粒子が分散した溶液の粘性率はアインシュタインの粘度式等

によって評価することができる（参考図書 1）。 

   η／η0－1＝2.5φ 

ここで，η：懸濁粒子溶液の粘性，η0：分散溶媒の粘性，φ：懸濁粒子の容積分率を示す。 

上式を用いて，懸濁粒子濃度が粘性率に及ぼす影響を評価した結果を第 2図に示す（アイ

ンシュタインの粘度式の成立限界である容積分率 2％までを記載）。

第 2図 不溶性分が共存した場合の粘性率の変化（25℃） 

スクラビング水の粘性率の変化を保守的に評価するため，仮にフィルタ装置に移行するエ

アロゾルを全て不溶性のエアロゾル（密度  g／cm３）とし，最低水量の  t に加わった

として懸濁粒子の容積分率を算出すると，   vol％（＝400×10３／2.4／（15.5×10６））

となる。第 2 図によると懸濁粒子の容積分率 2vol％程度まで粘性率がほとんど上昇してい

ないため，不溶性エアロゾルによるスクラビング水の粘性率の変化はほとんどないと評価で

きる。 

なお，上記の密度  g／cm３は，コア・コンクリート反応で発生するコンクリート由来の

エアロゾルを想定したものであり，TeO２（密度約 5.7g／cm３）等の密度の大きいエアロゾル

を想定するよりも懸濁粒子の容積分率を大きく算定するため，保守的な評価となっている。 

（２）不溶性エアロゾルによるスクラビング水の粘性変化による影響 

エアロゾルが不溶性の場合，スクラバ溶液中ではコロイド等の懸濁粒子濃度が上昇すると

考えられる。このような懸濁粒子が分散した溶液の粘性率はアインシュタインの粘度式によ

って評価することができる（参考図書 1）。 

η／ηo = 1 + 2.5φ 

η：懸濁液の粘性率 

ηo：分散溶媒の粘性率（25℃における水の粘性率 0.8902 mPa・s） 

φ：懸濁粒子の容積分率 

上式を用いて，懸濁粒子濃度が粘性率に及ぼす影響を評価した結果を図３に示す（アイン

シュタインの粘度式の成立限界である容積分率 2％までを記載）。

図３ 懸濁粒子が共存した場合の粘性率の変化（25℃） 

ベント時に格納容器からスクラバ容器に移行するエアロゾル重量を保守的に 300kg とし，

仮にエアロゾルの比重を 2.2g/cm3（MCCI で発生する可能性のある SiO2の比重：参考図書 2）

とした場合，下限水位（約  ）での不溶性エアロゾルの容積分率は約  であり，

粘性率はほとんど変化しないため，不溶性エアロゾルによる粘性率への影響はほとんどない

と考えられる。 
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(2) 評価結果

  粘性率の増加量は，粘性率の変化が大きい可溶性エアロゾルの場合においても下記のとおり

であり，第 3図に示す純水の温度変化に伴う粘性率の変化量と同等であるため，この粘性率の

変化は十分小さい。よって，フィルタ装置を長期に使用する場合においても，スクラビング水

の粘性のＤＦへの影響はないと考えられる。 

・可溶性エアロゾル（水酸化ナトリウム 400kg）が溶解した場合のスクラビング水の粘性率

の変化は，待機時のスクラビング水と比べた場合に mPa･s 大きくなる。 

第 3図 水の粘性率に及ぼす温度の影響 

なお，エアロゾルには有機物が含まれていないため，温度が上昇した場合にも粘性率を著し

く大きくさせることはない。 

<参考図書> 

1．化学便覧改訂３版基礎編Ⅱ

2．上平恒，「水の分子工学」 

3．横山晴彦，田端正明「錯体の溶液化学」 

4．Pal M. Sipos, Glenn Hefter, and Peter M. May, Viscosities and Densities of Highly 

Concentrated Aqueous MOH Solutions (M+ ) Na+, K+, Li+, Cs+, (CH3)4N+) at 25.0 °C,J. 

Chem. Eng. Data, 45, 613-617 (2000) 

5．Grinnell Jones and Holmes J. Fornwalt, The Viscosity of Aqueous Solutions of Electrolytes 

as a Function of the Concentration. III. Cesium Iodide and Potassium Permanganate, J. 

（３）温度が粘性に及ぼす影響 

液体の粘性率は温度が上昇するにつれて低下する。純水の粘性率の温度依存性を図 4に示

す。 

JAVA 試験におけるスクラビング水の粘性率と比較すると，スクラバ容器のスクラビング

水の粘性率は 25℃において約 高いと評価できるが，ベントガスの流入により

スクラビング水の温度は上昇し，粘性率は低下するため，スクラビング水の粘性がスクラバ

容器における除去性能に及ぼす影響はないと考えられる。 

図４ 純水の粘性率の温度依存性（参考図書 1） 

なお，エアロゾルには有機物が含まれていないため，温度が上昇した場合にも粘性率を著

しく大きくさせることはない。 

《参考図書》 

1. 化学便覧改訂３版基礎編Ⅱ

2. 岩波理化学辞典第３版

3. Pal M. Sipos, Glenn Hefter, and Peter M. May, Viscosities and Densities of Highly

Concentrated Aqueous MOH Solutions (M+) Na+, K+, Li+, Cs+, (CH3)4N+) at 25.0℃, J. Chem.

Eng. Data, 45, 613-617 (2000)

4. Joseph Kestin, H. Ezzat Khalifa and Robert J. Correia, Tables of the Dynamic and

Kinematic Viscosity of Aqueous NaCl Solution in the Temperature Range 20-150℃ and the
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Am. Chem. Soc., 58 (4), 619–625 (1936) 

6．Joseph Kestin, H. Ezzat Khalifa and Robert J. Correia, Tables of the Dynamic and Kinematic 

Viscosity of Aqueous NaCl Solution in the Temperature Range 20-150℃ and the Pressure 

Range 0.1-35MPa, J. Phys. Chem. Ref. Data, Vol.10, No.1 (1981) 

7．日本機械学会 蒸気表 <1999> 

Pressure Range 0.1-35MPa, J. Phys. Chem. Ref. Data, Vol.10, No.1 (1981) 

5. Grinnell Jones and Holmes J. Fornwalt, The Viscosity of Aqueous Solutions of 

Electrolytes as a Function of the Concentration. Ⅲ. Cesium Iodide and Potassium 

Permanganate, J. Am. Chem. Soc., 58 (4), 619-625 (1936) 
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別紙 13 

フィルタ装置（スクラバ容器）の基数の違いによる影響について

フィルタ装置のうちスクラバ容器を４基構成にすることに対して，フィルタ性能へ影響しない

よう設計上考慮している事項は以下のとおりである。図１にフィルタ装置廻りの系統概要を示

す。 

・資料構成の相違

図１ フィルタ装置廻り系統概要図 

(1) 配管圧損

各スクラバ容器廻りの配管圧損の差が十分小さくなるよう，配管のルート計画を考慮してお

り，スクラバ容器入口側に連結管（ヘッダ），スクラバ容器出口側に流量制限オリフィスを設置

している。これにより，各スクラバにおけるガス流速（体積流量）を出来るだけ均一になるよう

設計しており，各フィルタ装置と接続している分岐部～オリフィスまでの配管の圧損差は，最大

でも約  と小さく，この圧損差による蒸気流量のばらつきは   程度である。し

たがって，スクラバ容器が４基構成であっても各スクラバ容器のベンチュリスクラバにおけるエ

アロゾル除去性能に有意な影響はない。また，４つのスクラバ容器は第１ベントフィルタ格納槽

内に区画された一つのエリアに設置し，第１ベントフィルタ格納槽の躯体により遮蔽しているた

め，線量の偏りによる外部への影響はない。ルート別の配管長さ（曲げ数）を表１，ルート別の
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流速を表２，配管ルートＡ～Ｄのうち配管圧損が最大（  ）となる配管ルートＣをベース

とし，ルート別の配管圧損の差及び流量を表３に示す。なお，流量制限オリフィス下流はオリフ

ィス穴径に応じた流量となるため，銀ゼオライト容器入口における各スクラバ容器からのガス流

速（体積流量）はほぼ一定となる。 

表１ ルート別の配管長さ（曲げ数） 

配管 

ルート

分岐～スクラバ容器 スクラバ容器～オリフィス 合 計 

300A  (曲げ) 200A  (曲げ) 300A  (曲げ) 200A  (曲げ) 300A  (曲げ) 200A  (曲げ) 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

注）オリフィス～銀ゼオライト容器の配管長さは同一のため省略 

表２ ルート別の流速

配管 

ルート

分岐～スクラバ容器 スクラバ容器～オリフィス

200A 300A 200A 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

表３ ルート別の配管圧損の差及び流量

配管ルートＡ 配管ルートＢ 配管ルートＣ 配管ルートＤ 

配管圧損の差 

(kPa[dif])※ 

質量流量 

(kg/s) 

体積流量 
＠ベンチュリ 
ノズル部
(m3/s)

※分岐～オリフィスの区間

(2) スクラビング水位

各スクラバ容器の液相部は連結管により相互に接続しており，各スクラバ容器の水位は

同一となるような設計としている。なお，この連結管の配管径は 50A であり，スクラバ容

器に流入するエアロゾル粒径に対して十分に大きな設計としており，スクラバ容器へのエ

アロゾル移行量を考慮してもスクラビング水の粘性率への影響は小さいため，当該ライン

（単位：m） 

（単位：m/s） 
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が閉塞する恐れはない。 

 (3) 気相部圧力 

各スクラバ容器の気相部は，補給水用配管を通じて連結させることにより，１つの金属

フィルタに過大な圧力がかからない設計としている。なお，気相部に含まれるエアロゾル

は，スクラビング後の粒径の小さなエアロゾルのみとなるため，当該ラインが閉塞する恐

れはない。 

 

 (4) 薬剤濃度 

フィルタ装置（スクラバ容器）への薬剤の補給については，図２に記載のとおり，常設

設備により補給が可能な設計としている。 

各スクラバ容器への補給ラインは容器毎にそれぞれ設置している。各ラインの配管圧損

は小さく，各スクラバ容器の液相部は，連結管により相互に接続しているため，ほぼ均等

に補給でき，スクラビング水位及び薬剤の濃度は均一になると考えられるが，薬剤の補給

後は図３に記載のとおり循環運転を実施し，スクラビング水の均一性を確保する設計とし

ている。 

 

 

 

図２ フィルタ装置廻り系統概要図（補給時） 
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図３ フィルタ装置廻り系統概要図（循環運転時） 

 

 

 （参考１）スクラバ容器基数による影響及び影響評価結果について 

 

格納容器フィルタベント系は，スクラバ容器４基の構成としていることに対してフィルタ性能

へ影響しないよう設計上考慮しているが，基数による影響を網羅的に確認するため，格納容器フ

ィルタベント系の設計で考慮した事項からスクラバ容器基数による影響が考えられる項目を抽

出した。スクラバ容器基数による影響及び影響評価結果を表１に示す。 
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 表１ スクラバ容器基数による影響及び影響評価結果（１／２） 

格納容器フィルタベント系の設計方針に 

対するスクラバ容器基数による影響 

スクラバ容器４基構成

における設計考慮事項 
影響評価結果 

排 気 容 量

（ベントガ

ス流量） 

 

スクラバ容器１基当たりの

ベントガス流量がばらつく

可能性がある。 

・各スクラバ容器廻りの

配管圧損の差を小さく

する。 

・ベントガス流量が出来るだけ均

一になるよう設計しており，ベ

ントガス流量のばらつきは小さ

い。 

放射性物質

の除去 

 

スクラバ容器１基当たりの

ベントガス流量にばらつき

がでることで各フィルタ部

において除去性能検証試験

範囲から逸脱する可能性が

ある。 

・各スクラバ容器廻りの

配管圧損の差を小さく

する。 

・ベントガス流量のばらつきは小

さいため，各スクラバ容器にお

いてベントガス流量が除去性能

検証試験範囲から逸脱すること

はなく，放射性物質の除去性能

への影響はない。 

金属フィル

タの閉塞 

 

エアロゾルはベントガス流

量が大きいスクラバ容器へ

多く流入することになり，一

部の金属フィルタが閉塞す

る可能性がある。 

・各スクラバ容器廻りの

配管圧損の差を小さく

する。 

・スクラバ容器の液相部

及び気相部をそれぞれ

連結管で接続する。 

・ベントガス流量のばらつきは小

さいため，各スクラバ容器へエ

アロゾルがほぼ均等に流入する

こと及び金属フィルタへ移行す

るエアロゾル量は金属フィルタ

の許容負荷量に対して小さいこ

とを確認していることから，金

属フィルタが閉塞する可能性は

ない。 

薬剤濃度 

 

格納容器内で発生した酸性

物質はベントガス流量が大

きいスクラバ容器へ多く流

入することになり，一部のス

クラバ容器のスクラビング

水のｐＨが下がる可能性が

ある。 

・各スクラバ容器廻りの

配管圧損の差を小さく

する。 

・スクラバ容器の液相部

及び気相部をそれぞれ

連結管で接続する。 

・薬剤補給後は，スクラ

バ容器の循環運転を行

う。 

・ベントガス流量のばらつきは小

さいため，各スクラバ容器へ酸

性物質がほぼ均等に流入するこ

と及びスクラビング水は十分な

量の薬剤を保有していることか

ら，薬剤濃度への影響はない。 

・各スクラバ容器には薬剤を補給

できる設計としており，薬剤補

給後はスクラビング水を循環さ

せることで均一性を確保するこ

とから薬剤濃度への影響はな

い。 

スクラビン

グ水位 

 

放射性物質はベントガス流

量が大きいスクラバ容器へ

多く流入することになり，捕

集した放射性物質の崩壊熱

により一部のスクラバ容器

のスクラビング水位が下が

る可能性がある。 

・各スクラバ容器廻りの

配管圧損の差を小さく

する。 

・スクラバ容器の液相部

及び気相部をそれぞれ

連結管で接続する。 

・ベントガス流量のばらつきは小

さいため，各スクラバ容器へ放

射性物質がほぼ均等に流入する

こと及び各スクラバ容器の液相

部及び気相部をそれぞれ連結管

で接続し，スクラバ容器のスク

ラビング水位が等しくなるよう

設計していることから，スクラ

ビング水位への影響はない。 
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表１ スクラバ容器基数による影響及び影響評価結果（２／２） 

格納容器フィルタベント系の設計方針に 

対するスクラバ容器基数による影響 

スクラバ容器４基構成

における設計考慮事項 
影響評価結果 

系統の冗長

性 

 

系統に冗長性を持たせている格納容

器の接続位置とベント弁は，フィルタ

装置入口配管の分岐部より上流側に

あるため，スクラバ容器の基数による

影響なし。 

－ － 

位置的分散 

 

すべてのスクラバ容器を第１ベント

フィルタ格納槽内に区画された一つ

のエリアに設置しているため，スクラ

バ容器の基数による影響なし。 

－ － 

水素対策 

 

可搬式窒素供給装置により窒素置換

が可能なため基数による影響なし。 

－ － 

悪影響防止 

 

他系統とは弁により隔離しているた

め，スクラバ容器の基数による影響な

し。 

－ － 

現場操作 

 

ベント弁は，フィルタ装置入口配管の

分岐部より上流側にあるため，スクラ

バ容器の基数による影響なし。 

－ － 

補給・排水

操作 

 

各スクラバ容器に補給水配管及びド

レン配管を設置することから，スクラ

バ容器の基数による影響なし。 

－ － 

排気処理 放出口の高さは，スクラバ容器の基数

による影響なし。 

－ － 

外部事象， 

地震，津波， 

溢水，火災， 

環境条件に

対する考慮 

すべてのスクラバ容器を第１ベント

フィルタ格納槽内に区画された一つ

のエリアに設置しているため，スクラ

バ容器の基数による影響なし。 

－ － 

作業員被ば

く低減 

 

すべてのスクラバ容器を第１ベント

フィルタ格納槽内に区画された一つ

のエリアに設置しているため，スクラ

バ容器の基数による影響なし。 

－ － 

圧力開放板 

 

スクラバ容器出口配管の合流部に圧

力開放板を設置することから，スクラ

バ容器の基数による影響なし。 

－ － 

水素及び放

射性物質濃

度の監視 

 

スクラバ容器出口配管の合流部より

下流側に水素濃度計及び放射線モニ

タを設置することから，スクラバ容器

の基数による影響なし。 

－ － 

スクラバ容

器周りの計

装 

各スクラバ容器に水位，圧力及び温度

を監視する計器を設置することから，

スクラバ容器の基数による影響なし。 

スクラビング水ｐＨ計は，液相部の連

結管に設置することから，スクラバ容

器の基数による影響なし。 

－ － 

試験又は検

査 

 

各スクラバ容器に点検用のマンホー

ルを設置していることから，スクラバ

容器の基数による影響なし。 

－ － 
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（参考２）ベントガス流量のばらつきに対する影響評価の詳細について 

格納容器フィルタベント系は，スクラバ容器４基構成としており，スクラバ容器１基当たり

のベントガス流量にばらつきが発生することで，スクラバ容器の性能に影響がでる可能性があ

る。このため，スクラバ容器１基当たりのベントガス流量のばらつきが発生した場合の影響を

評価した。 

１．ベントガス流量のばらつきの評価 

フィルタ装置入口配管の分岐部から各スクラバ容器入口までの圧力損失とベントガス流量

を評価した結果，フィルタ装置の入口流量比の差は格納容器内圧力１Pd 時において

  ，格納容器内圧力２Pd 時において    であった。フィルタ装置入口側の圧

力損失及びガス流量を表１及び表２に示す。 

表１ PCV 圧力１Pdにおけるフィルタ装置入口側の圧力損失及びガス流量 

圧力損失 

(kPa) 

スクラバ容器

入口ガス流量 

(m3/s) 

スクラバ容器

入口ガス流速 

(m/s) 

流量比 

(％) 

スクラバ容器Ａ

スクラバ容器Ｂ

スクラバ容器Ｃ

スクラバ容器Ｄ

表２ PCV 圧力２Pdにおけるフィルタ装置入口側の圧力損失及びガス流量 

圧力損失 

(kPa) 

スクラバ容器

入口ガス流量 

(m3/s) 

スクラバ容器

入口ガス流速 

(m/s) 

流量比 

(％) 

スクラバ容器Ａ

スクラバ容器Ｂ

スクラバ容器Ｃ

スクラバ容器Ｄ

２．流量のばらつきによる影響 

スクラバ容器１基当たりの流量のばらつきが発生した場合には，以下の影響により，所定の

性能を発揮することができない可能性がある。 
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（１）性能検証試験範囲からの逸脱 

格納容器フィルタベント系は，想定する運転範囲としてベントガス流量を 

としており，このベントガス流量が各スクラバ容器に均等に分配されるように設計してい

る。このため，スクラバ容器１基当たりのベントガス流量にばらつきが発生し，各スクラバ

容器で想定している流量が増減することで，想定している運転範囲から逸脱する可能性があ

る。この結果，除去性能検証試験で確認された試験範囲から逸脱し，所定の除去性能が発揮

できない可能性がある。 

（２）エアロゾルによる金属フィルタの閉塞 

スクラバ容器１基当たりのベントガス流量にばらつきが発生することにより，一部のスク

ラバ容器のベントガス流量が大きくなる。この結果，流量が大きくなったスクラバ容器に流

入するエアロゾル量が増加し，金属フィルタの閉塞が発生する可能性がある。 

（３）格納容器内で発生した酸性物質によるスクラビング水のｐＨの異常低下 

スクラバ容器１基当たりのベントガス流量にばらつきが発生することにより，一部のスク

ラバ容器のベントガス流量が大きくなる。この結果，流量が大きくなったスクラバ容器に流

入する酸性物質の量が増加し，スクラビング水のｐＨが異常に低下する可能性がある。 

（４）捕集した放射性物質の崩壊熱によるスクラビング水位の異常低下 

スクラバ容器１基当たりのベントガス流量にばらつきが発生することにより，一部のスク

ラバ容器のベントガス流量が大きくなる。この結果，流量が大きくなったスクラバ容器に流

入する放射性物質が多くなり，放射性物質の崩壊熱が大きくなることでスクラビング水が異

常に低下する可能性がある。 

３．ベントガス流量のばらつきによる影響評価 

スクラバ容器１基当たりのベントガス流量のばらつきが発生した場合の影響について評価

を行い，所定の性能に影響がないことを確認している。確認結果の詳細は以下のとおり。 

（１）性能検証試験範囲からの逸脱 

格納容器圧力２Pd 時におけるベントガス流量のばらつき に対する影響評価結果は以

下のとおり。 

ａ．ベンチュリスクラバ 

図１にベンチュリノズルにおけるガス流速に対して整理した除去性能検証試験結果を

示す。図１より，流量にばらつきが発生した場合においても，除去性能検証試験で除去係

数 DF1,000 以上を満足していることから，ベンチュリスクラバにおける運転範囲への影響

はない。 
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図１ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

なお，ベンチュリスクラバでは，無機よう素も捕集・保持するが，除去性能に影響を与

える因子はスクラバ溶液のｐＨであり，流速に依存しないためベンチュリスクラバにおけ

る無機よう素の捕集・保持に影響はない。 

ｂ．金属繊維フィルタ 

図２に金属繊維フィルタにおけるガス流速に対して整理した除去性能検証試験結果を

示す。図２より，流量にばらつきが発生した場合においても，除去性能検証試験で除去係

数 DF1,000 以上を満足していることから，金属繊維フィルタにおける運転範囲への影響は

ない。 

図２ 金属フィルタ部におけるガス流速に対する除去係数 
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（２）エアロゾルによる金属フィルタの閉塞 

可能性はない。なお，有効性評価（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合））におけるエアロゾルの金属フィルタへの移行

量は  であり，金属繊維フィルタの閉塞のリスクが極めて低い運用が可能な負

荷量に対して十分小さい。 

なお，金属フィルタのドレン配管の口径は  であり，これに対してス

クラバ容器に流入するエアロゾルの粒子径は  で極めて小さく，また，ドレンが

排出できる十分な配管口径であることから，ドレン配管において閉塞が発生するおそれはな

いと評価できる。（別紙 24） 

（３）格納容器内で発生した酸性物質によるスクラビング水のｐＨの異常低下 

（４）捕集した放射性物質の崩壊熱によるスクラビング水位の異常低下 

想定するエアロゾル量(300kg)がスクラバ容器に均等に流入した場合の金属繊維フィルタ

への移行量は  であり，ベントガス流量が  増加した場合においてもその移行

量は    (  × 

低い運用が可能な負荷量

 )のため, 金属繊維フィルタの閉塞のリスクが極めて

 に対して小さいため，金属繊維フィルタの閉塞が生じる

保守的に格納容器内で発生した酸性物質（約  mol）が全てスクラバ容器へ移行し

た場合，スクラビング水をアルカリ性に維持するためには  mol 以上の  水酸化ナト

リウム  が必要となり，その濃度は  である。これに余裕をみて

待機時には，スクラビング水の濃度を    以上とすることで，  待機時の水酸化ナ

トリウムは    としている。 

ベントガス流量が  増加した場合のスクラバ容器１基当たりの酸性物質の移行量

  であり，待機時のスクラバ容器１基当たりの  水

  より小さいためスクラビング水のｐＨへの影

は，

酸化ナトリウム  

響はない。 

ベントガス流量が  増加した場合に，一部のスクラバ容器に流入する放射性物質が

多くなるため，その崩壊熱により一部のスクラバ容器のスクラビング水の蒸発量は増加す

る。一方，他のスクラバ容器では流入する放射性物質が少なくなるためスクラビング水の蒸

発量は減少することになり，４基のスクラバ容器全体とした場合における蒸発量はベントガ

ス流量が同等の場合と同様であり，スクラビング水位の低下への影響はない。また，一部の

スクラバ容器のスクラビング水が減少した場合は，連結管によりスクラビング水の水位は均

一となる設計としているため，スクラビング水位の低下への影響はない。 
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（参考３）気相部及び液相部の連結管について 

格納容器フィルタベント系は，スクラバ容器４基の構成としており，スクラバ容器の気相部及

び液相部をそれぞれ連結管により接続している。連結管の設置目的及び連結管の口径の根拠を以

下に示す。 

１．連結管の設置目的 

スクラバ容器に気相部及び液相部に設置する連結管の設置目的（役割）を以下に示す。

（１）気相部の連結管 

ａ．各スクラバ容器気相部の圧力を同等にすることで１つの金属フィルタに過大な圧力がか

からないようにする。また，スクラバ容器の水位を同等とする。 

ｂ．補給設備へ接続する。 

（２）液相部の連結管 

ａ．各スクラバ容器の水位を同等とする。 

ｂ．ｐＨ測定装置へ接続する。 

２．連結管配管径の適切性 

配管口径については，むやみに圧力損失が増え，動力，最高使用圧力を増加させることがな

いように，また，浸食，配管振動を生じさせないように，配管内流速を表１に示す目安以下に

抑えることを考慮して選定している。 

表１ 配管内流速の目安 

液体の種類 波動の状態 基準流速 

淡水 

蒸気・ガス 

スクラビング水はベントに伴い，蒸気凝縮，捕集された放射性物質の発熱による蒸発等によ

り増減するが，液相部の連結管によりスクラビング水が移動し，移動したスクラバ溶液と同等

量のベントガス等が気相部の連結管を流れることで，スクラビング水位は同等となる。この際，

スクラバ容器の気相部の圧力は同等となる。

よって，スクラビング水の水位差が生じた場合において，表１より液相部の配管内流速を

以下，気相部の配管内流速を  以下に抑えることを考慮し，液相

部の連結管を 50A，気相部の連結管を 25A と設定している。 
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（１）スクラビング水が均一になる場合の配管内流速 

スクラビング水の水位が等しくなる場合の液相部及び気相部の配管内流速について確認

するため，何らかの要因で２基のスクラバ容器のスクラビング水の水位差が  ※１から

均一になった場合について評価する。評価は，２基のスクラバ容器とそれらを接続する連結

管をモデルとした。評価モデルを図１に示す。 

※１：スクラバ容器の機能を喪失しない範囲（スクラビング水の上限水位～下限水位）にお

ける水位差として設定 

図１ 評価モデル図 

２基のスクラバ容器に水位差が生じた場合の液相部の連結管の流速は以下の式に基づき

計算する。 

Δh ：圧力損失（初期水位差 z：  ） 

λ ：管摩擦係数（    ） 

L ：連結管の長さ 

D ：連結管内径 

V ：流速 

g ：重力加速度（9.80665m/s2） 

流体抵抗である L/D の算出にあたり，配管内流速が大きくなるよう，最も距離が短いスク

ラバ容器Ｃ～Ｄの連結管の長さを選択した。

連結管 

連結管 
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表２ 連結管の流体抵抗 

連結管 L/D 

スクラバ容器Ａ～Ｂ

スクラバ容器Ａ～Ｃ

スクラバ容器Ａ～Ｄ

スクラバ容器Ｂ～Ｃ

スクラバ容器Ｂ～Ｄ

スクラバ容器Ｃ～Ｄ

評価の結果，液相部の配管内流速は  となる。また，気相部の連結管は，液相

部の連結管を流れる流量と同等のベントガス等が流れるため，気相部の連結管の配管内流速

は  となる。 

以上より，液相部の目安  以下かつ気相部の目安  以下であり，液相部の配

管口径 50A 及び気相部の配管口径 25A で問題ないことを確認した。 

（２）スクラビング水をサプレッション・チェンバへ移送する場合の配管内流速 

ベント終了後のスクラビング水のサプレッション・チェンバへの移送については，ドレン

移送ポンプの定格流量である約 10 m3/h が 50A の配管内を流れることを考えた場合，流速は

約 1.3 m/s となる。 

以上より，液相部の目安  以下であるため，液相部の配管口径 50A で問題ないこ

とを確認した。 

（参考４）スクラバ容器に水位差が発生した場合の液面振動 

格納容器フィルタベント系は，ベントガス流量を同等とする設計及び４基のスクラバ容器を連

結管で接続する設計としており，スクラビング水の水位差が生じることは考えにくい。 

仮に，何らかの要因によりスクラバ容器に水位が発生した場合の液面振動について評価を行っ

た。評価は，２台のスクラバ容器とそれらを接続する連結管をモデルとした。評価モデルを図１

に示す。 

別添1-425



東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図１ 評価モデル図 

２台のスクラバ容器に水位差が生じた場合の液面振動の水位差𝑧と固有振動数𝑓𝑢は以下の式 

に基づき計算する。 

F1，F2 ：スクラバ容器１基の断面積（ ） 

c ：連結管の摩擦抵抗係数（   ） 

f ：連結管の断面積(   ) 

l ：連結管の長さ(  )

g ：重力加速度（9.80665m/s2）

z ：水位差（m）

z0 ：初期水位差(    )

fu ：固有振動数（Hz）

振幅が最大になるとき，液面の時間変化(dz/dt)は０になると考えられることから，（式１)は

以下の式へ変形できる。 

連結管 

連結管 
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ここで，(式２)より m ＝    となる。また，振幅が最大となる場合の水位差は，図２に

示すとおり z ＜０ となることから(式５)内の𝑒𝑥𝑝{𝑚(𝑧 − 𝑧0)} → 0 となるため，振幅の最大値

は以下の式で計算できる。 

𝑚z + 1 = 0 

よって， 

図２ 振幅のイメージ 

以上より，何らかの要因により水位差が  となった場合の液面振動の振幅は最大でも 

 であり，液面振動を考慮しても上限水位である   に対し余裕があるため液面

振動による影響はない。 そ

の時のスクラバ溶液の最高水位は約  であり，有効性評価における７日後の水位は下限

水位に対し余裕がある。 

また，(式３)及び(式４)より液面振動の固有振動数𝑓𝑢は  未満であり，剛構造である

スクラバ容器の  に対し十分小さいことから，液面振動がスクラバ容

器と共振することはない。 

なお，スクラバ容器４基間での液面振動を評価するため，前述の評価において，スクラバ容器

断面積𝐹2を２基分の断面積として評価を実施した結果，液面振動の振幅は最大でも  未満で

あり，固有振動数は   未満であることから液面振動の影響はないと考えられる。 

別添1-427



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 （参考５）格納容器フィルタベント系の設計経緯について 

 

格納容器フィルタベント系の当初設計，設計変更内容及びフィルタ性能への影響評価について

は以下のとおり。 

 

（１） 当初設計 

・ フィルタベント設備のシステム設計としては，海外でスクラバ容器を２基構成とした実

績があり，島根２号炉においても地下格納槽内の配置スペースの観点で容器をコンパク

トに設計するため，スクラバ容器を複数基とする設計が可能であることをベンダーに確

認したことから，スクラバ容器を複数基で構成するシステムを採用した。 

・ スクラバ容器の容量として，スクラバ容器の設計崩壊熱量 370kW に対応できるスクラビ

ング水量を確保するため，性能検証試験（JAVA 試験）で使用された容器と同等の高さ

のスクラバ容器を４基設置することとした。 

・ スクラバ容器を４基構成としたことから，フィルタ装置出口配管についても４本構成と

した。 

 

（２） 設計変更 

・ フィルタベント設備の設計を進める段階で，スクラバ容器では捕集できない有機よう素

を捕集するために銀ゼオライト容器を追加することを決定し，スクラバ容器下流に追設

した。銀ゼオライト容器については，必要な容量と設置スペースを考慮し，１基構成と

した。 

・ 銀ゼオライト容器の追設に伴い，流量制限オリフィスの位置を銀ゼオライト上流とした

ことにより，フィルタ装置出口配管４本にそれぞれ設置することとしていた圧力開放板

にかかる圧力が低下し，圧力開放板の破裂枚数に応じた配管圧損を計算した結果，圧力

開放板が２枚破裂すると残り２枚の圧力開放板上流の圧力が設定破裂圧力 80 

kPa[gage] を下回ることを確認したため，フィルタ装置出口配管について途中で１本の

配管（400A）に合流させ，圧力開放板を１個設置する設計に変更した。 

 

（３） フィルタ性能への影響評価 

・ スクラバ容器を４基構成とした場合でも，各スクラバ容器の配管圧損の差が十分小さく

なるよう配管のルート計画を考慮しており，ベント流量のバラつきを評価した結果，性

能に影響は無いことを確認している。 

・ フィルタ装置出口配管を４本構成とした場合でも，フィルタ装置出口配管の圧力損失が

小さくなるよう配管口径を 300A とし，流量制限オリフィスにおける圧力差を確保する

ことで，ベントガス流速の運転範囲が性能検証試験範囲内であることを確認している。 
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図１ 格納容器フィルタベント系の設計変更の経緯 
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別紙 3 

格納容器圧力逃がし装置の漏えいに対する考慮について 

  格納容器圧力逃がし装置を構成する容器，配管等に使用する材料については，ステンレス鋼，

炭素鋼を使用しており，想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重及

びその他の使用条件においてその機能が発揮できるよう，構造設計を行っている。また，炭素

鋼配管外面には防錆のため塗装を施し，特に屋外に敷設される配管の外面については，海塩粒

子の付着による腐食防止の観点から，シリコン系等の防食塗装を行う。 

  第 1 表に主要な設計条件を，第 1図に材質範囲を示す。 

 

 

 

第 1 表 格納容器圧力逃がし装置設備の主要設計条件 

最高使用圧力 620kPa［gage］ 

最高使用温度 200℃ 

機器クラス 重大事故等クラス２ 

耐震仕様 基準地震動ＳＳにて機能維持 
 

別紙 14 

格納容器フィルタベント系の漏えいに対する考慮について 

格納容器フィルタベント系は，フィルタ装置入口配管，フィルタ装置（スクラバ容器，銀ゼオ

ライト容器），フィルタ装置出口配管等で構成し，材料としては，ステンレス鋼，炭素鋼を使用

し，重大事故時においても所定の機能を確保・維持できるよう，使用環境を考慮した設計条件を

設定し，構造設計を行っている。また，炭素鋼配管外面には防錆のため塗装を施し，特に屋外に

敷設される配管の外面については，海塩粒子の付着による腐食防止の観点から，エポキシ系等の

防食塗装を行う。 

格納容器フィルタベント系の構造に関わる主な設計条件を表１，格納容器フィルタベント系の

材料範囲図を図１に示す。 

 

表１ 格納容器フィルタベント系の主な構造設計条件 

項  目 設 計 条 件 

最 高 使 用 圧 力  853kPa[gage] 

（流量制限オリフィスまで） 

427kPa[gage] 

（流量制限オリフィス以降） 

最 高 使 用 温 度  200℃ 

機 器 ク ラ ス 重大事故等クラス２ 

耐 震 仕 様 基準地震動Ｓｓにて機能維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計条件の相違 

島根２号炉は，MARK-Ⅰ型の格

納容器であり，東海第二とは最

高使用圧力が異なる 

 

第 1 図 フィルタ装置及び配管の材質範囲 

 

 

 
図１ 格納容器フィルタベント系の材料範囲図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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  スクラビング水と接液する各部位については，スクラビング水の性状（高アルカリ性）と重

大事故等時に格納容器より放出される放射性物質を捕集・保持すること（高線量）を考慮して，

クラス２設計による頑健性に加え，漏えい対策として設計上の考慮事項を設けている。

具体的な設計上の考慮事項を第 2表に示す。 

格納容器フィルタベント系のうち，スクラバ容器については，容器内部に保有しているスクラ

ビング水の通常状態での性状（高アルカリ性）と重大事故時に放出される放射性物質を捕集・保

持すること（高線量下）を考慮して，頑健性を高めた構造設計に加えて，スクラビング水の漏え

い防止対策として，スクラバ容器接液部における設計上の考慮事項を設けている。スクラビング

水の漏えい防止に係る設計上の具体的な考慮事項を表２，スクラバ容器の構造概略図を図２に示

す。 

第 2表 各部位の設計上の考慮事項 

部位 設計考慮内容 

フィルタ装置 ・溶接部は JSME 規格に基づき非破壊検査を実施し，欠陥がないこと

を確認する。 

・スクラビング水が高アルカリ性（       ）であること，重

大事故におけるベント時にはスクラビング水が高温（～200℃）と

なることを考慮し，耐食性に優れたステンレス鋼を採用すること

で，健全性を確保する。

・スクラビング水の水面より高い位置にマンホールを設置し，漏え

いのリスクを低減した設計としている。

配管・弁 ・容器，配管，弁の接続部は原則溶接構造とし，漏えいのリスクを

低減した設計とする。溶接部は JSME 規格に基づき非破壊検査を実

施し，欠陥がないことを確認する。

・フランジ接続部は，適切なガスケットパッキンを使用し，ボルト

の締め付け管理により，漏えい防止を図る。（第 3表参照）

・接液部は，スクラビング水が高アルカリ性（       ）であ

ること，重大事故におけるベント時にはスクラビング水が高温（～

200℃）となることを考慮し，耐食性に優れたステンレス鋼を採用

することで，健全性を確保する。 

表２ スクラビング水の漏えい防止に係る設計上の考慮事項 

接液部 漏えい防止に係る設計上の考慮事項 

スクラバ容器本体

 マンホール蓋は溶接閉止構造とし，漏えいポテンシャルを低減

した設計とする。溶接部は，製作時に溶接規格に基づき非破壊

検査を実施し，欠陥がないことを確認する。

 接液部は，化学薬剤（   及び水酸化ナト

リウム）が添加されたスクラビング水に通常晒されること，重

大事故におけるベント時にはスクラビング水が高温（200℃）

となることを考慮し，耐食性に優れたステンレス鋼を材料とし

て選定することにより，漏えいポテンシャルの低減を図る。 

配管・弁 

・ベントガス入口管

・ドレンライン

・容器連絡管

・計装ライン

 容器・配管・弁の取り合いは，原則溶接接続とし，漏えいポテ

ンシャルを低減した設計とする。溶接部は，製作時に溶接規格

に基づき非破壊検査を実施し，欠陥がないことを確認する。 

 弁箱と弁蓋の取り合い部のようなフランジ接続部は，適切なガ

スケットパッキンを使用し，ボルトの締め付け管理により，漏

えい防止を図る。（表３参照） 

 接液部は，化学薬剤（   及び水酸化ナト

リウム）が添加されたスクラビング水に通常晒されること，重

大事故におけるベント時にはスクラビング水が高温（200℃）

となることを考慮し，耐食性に優れたステンレス鋼を材料とし

て選定することにより，漏えいポテンシャルの低減を図る。 
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図２ スクラバ容器の構造概略図 ・資料構成の相違

島根２号炉は，図を用いてス

クラバ容器水位を示している

第 3表 主なパッキン類の使用箇所 

パッキン類の使用部位 パッキン類の材質 

ベント配管の接続部（フランジ構造） 黒鉛製 

弁グランド部 黒鉛製 

弁ボンネット部（フランジ構造） 黒鉛製 

  以上のとおり，格納容器圧力逃がし装置の各設備については，スクラビング水の漏えいを防

止する対策を実施するが，万一スクラビング水が格納容器圧力逃がし装置格納槽に漏えいした

場合であっても，早期に検知し，漏えい水を移送できるよう，排水設備を設置するとともに，

格納容器圧力逃がし装置格納槽の想定水没部を防水処理することで，汚染の拡大防止を図る計

表３ 主なパッキン類の使用箇所 

パッキン類の使用部位 パッキン類の材質 

バタフライ弁と配管の接続部（フランジ構造） 黒鉛製 

弁グランド部 黒鉛製 

弁ボンネット部（フランジ構造） 黒鉛製 

以上のとおり，格納容器フィルタベント系は，設計・製作・検査により，スクラビング水の漏

えい防止を図ることとしているが，万一スクラバ容器外にスクラビング水が漏えいした場合で

も，漏えいの早期検出や構造的に漏えいの拡大が防止できる設計とする。具体的には，スクラバ

容器を設置している第１ベントフィルタ格納槽（鉄筋コンクリート造）内への漏えい水滞留箇所
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画としている。（別紙 47） 

 

 

（溜めマス）及び漏えい検知器の設置，格納槽のコンパートメント化（樹脂系塗装等による想定

水没部の防水処理）を行う。第１ベントフィルタ格納槽の貫通部は，図３に示すとおり想定水没

部以上の位置にあり，貫通部から外部への漏えいの恐れのない設計となっている。（別紙 18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ－Ａ断面） 

 

図３ 第１ベントフィルタ格納槽から外部への貫通部と漏えい水の高さの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

島根２号炉は，外部への貫通

口の高さが漏えい水の滞留高さ

以上であることを図で示してい

る 

 

 

 

 

第１ベントフィルタ格納

槽から外部への貫通部

（EL.9800） 

漏えい水滞留高さ 

約 70cm 

スクラバ容器 

（EL.2700） 
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別紙 32 

 

格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮について 

 

格納容器圧力逃がし装置は，自然現象（地震及び津波を除く。）及び外部人為事象に対して，

原子炉建屋外の地下の格納容器圧力逃がし装置格納槽内に配置する等，第 1表（1／4～4／4）

のとおり考慮した設計とする。 

なお，想定する外部事象は，「設置許可基準規則」第六条（外部からの衝撃による損傷の防

止）において考慮する事象，内部溢水及び意図的な航空機衝突とする。ただし，洪水，生物学

的事象（海生生物），高潮の自然現象並びに航空機落下，ダムの崩壊，有毒ガス，船舶の衝突

の外部人為事象については，発電所の立地及び格納容器圧力逃がし装置の設置場所等により，

影響を受けないことから考慮する必要はない。 

 

別紙 15 

 

格納容器フィルタベント系の外部事象に対する考慮について 

 

格納容器フィルタベント系は，自然現象（地震及び津波を除く。）及び外部人為事象の外部

事象，内部溢水並びに意図的な航空機衝突に対して，原子炉建物外の地下の第１ベントフィル

タ格納槽内に配置する等，表１（１/５～５/５）のとおり考慮した設計とする。 

なお，想定する外部事象は，「設置許可基準規則」第四十三条（重大事故等対処設備）にお

いて考慮する事象とする。ただし，洪水，地滑り・土石流，生物学的事象（海生生物），ダム

の崩壊，有毒ガス及び船舶の衝突については，発電所の立地及び格納容器フィルタベント系の

設置場所等により，影響を受けないことから考慮する必要はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，第 43 条におけ

る設計上考慮する事象として，

地滑り・土石流を選定している。

高潮は津波の影響評価にて考慮

しているため，選定していない。

また，航空機落下については，

影響を受けるおそれがあるもの

と整理した 
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第 1 表 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（1／4） 

 

 

表１ 格納容器フィルタベント系の外部事象に対する考慮（１/５） 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，凍結に対して，

屋内に設置されている部位につ

いて，保温材による凍結防止対

策を実施している 
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第 1 表 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（2／4） 

 

 

表１ 格納容器フィルタベント系の外部事象に対する考慮（２/５） 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，自然現象の組

合せについても記載している 
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第 1 表 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（3／4） 

 

 

表１ 格納容器フィルタベント系の外部事象に対する考慮（３/５） 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，自然現象の組

合せについても記載している 
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【以下，比較のため，第１表（3／4）の記載を再掲】 

第 1表 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（3／4） 

 

【再掲はここまで】 

 

表１ 格納容器フィルタベント系の外部事象に対する考慮（４/５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

島根２号炉は，航空機落下に

ついて，影響を受けるおそれが

あるものと整理した 
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第 1 表 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（4／4） 

 

 

 

表１ 格納容器フィルタベント系の外部事象に対する考慮（５/５） 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，意図的な航空

機衝突時における対応について

記載している 
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別紙 31 

 

地震による損傷の防止に関する耐震設計方針の説明 

配管設計における荷重の組合せと応力評価について 

格納容器圧力逃がし装置は，ベント使用中は機器が損傷を受けることなく健全であることが求

められる。したがって，設計上の最高使用温度・圧力（200℃，2Pd）における荷重条件を「供用

状態Ａ」及び「供用状態Ｂ」として，クラス２機器として各部にかかる応力が許容応力以内であ

ることを確認する。 

一方で，当該設備は設置許可基準の三十九条における常設耐震重要重大事故防止設備兼常設重

大事故緩和設備に該当し，基準地震動ＳＳによる地震力に対して重大事故に至るおそれがある事

故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであることが求められる。したが

って，地震荷重に対する荷重の組合せを「供用状態Ｄ」とし，各部にかかる応力が設計引張応力

以内であり，なおかつ疲労破壊を起こさないことを確認する。 

 

第1表 配管設計における荷重の組合せと許容応力 
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地震による損傷の防止に関する耐震設計方針の説明 

 

格納容器フィルタベント系は，設置許可基準の三十九条における常設耐震重要重大事故防止設

備兼常設重大事故緩和設備に該当し，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して重大事故等に至るお

それがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであることとして

いる。 

そこで， 地震荷重と組み合わせる荷重を以下の通り設定し，その荷重により発生する応力を

評価している。また，許容応力状態をⅤＡＳとし，さらに重大事故等時における運転状態を考慮

して設定した設計温度にて，許容限界を設定する。そのうえで，発生応力が許容限界以下である

ことを確認することで，基準地震動Ｓｓに対する機器の健全性を確認している。 

 

 

表１ フィルタ装置の耐震設計条件 

荷重の組合せ 許容応力状態 温度条件 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊1 ＴＳＡ 

 

 

表２ 配管の耐震設計条件 

荷重の組合せ 許容応力状態 温度条件 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊1 ＴＳＡ 

 

＊1：ⅤＡＳとしてⅣＡＳとしての許容限界を用いる。 

 

【各記号の注釈】 

Ｄ ：死荷重 

ＰＳＡＤ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計

上定められた設計圧力による荷重 

ＭＳＡＤ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計

上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ＴＳＡ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

島根２号炉は，フィルタ装置

についても記載 

 

 

 

 

・評価条件の相違 
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なお，当該設計における荷重の組合せと許容限界としては，原子力発電所耐震設計技術指針（重

要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ4601・補－1984，ＪＥＡＧ4601－1987及びＪＥＡＧ4601－1991

追補版）（日本電気教会 電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）

（以下「ＪＥＡＧ4601」という。）及び発電用原子力設備規格（設計・建設規格ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ1－2005（2007追補版含む）（日本機械学会 2005年9月，2007年9月）（以下「設計・建設規格」

という。）に準拠したものである。 

 

なお，当該設計における荷重の組み合わせと許容限界としては，原子力発電所耐震設計技術指

針(重要度分類・許容応力編 JEAG4601・補‐1984，JEAG4601-1987 及び JEAG JEAG4601－1991 追

補版)（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年９月，昭和 62 年８月及び平成３年６

月)及び発電用原子力設備規格（設計・建設規格 JSME S NC1-2005(2007 追補版含む)(日本機械学

会 2005 年９月，2007 年９月)に準拠したものである。 
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別紙 39 

格納容器圧力逃がし装置使用後の保管管理 

 

 

 

 

 

 格納容器圧力逃がし装置使用後には，フィルタ装置には多量の放射性物質が捕集される。その

ため，フィルタ装置に捕集された放射性物質が環境に放出することがないよう，格納容器圧力逃

がし装置使用後は，フィルタ装置内のスクラビング水を格納容器へ移送し，気中保管する。 

 

 なお，「別紙 10」に記載のとおり，フィルタ装置に放射性物質を含んだスクラビング水が保管

されていたとしても，ベンチュリスクラバから環境への放射性物質の再揮発は防止可能である

が，放射性物質の放出リスクをさらに低減するため，スクラビング水を格納容器へ移送する。 

 

また，「別紙 9」に記載のとおり，金属フィルタに捕集した放射性物質は，フィルタ装置使用後

にベントガス流れがない状態においても，崩壊熱に伴う金属フィルタの過熱による放射性物質の

再浮遊は生じないことを確認している。 

 

 

 

 よう素除去部で捕集した放射性よう素は，「別紙 11」に記載のとおり，高温状態で数時間程度

水素を通気した場合によう素の再揮発が起こるが，スクラビング水を格納容器へ移送すること

で，よう素除去部に水素が流入しないようにし，よう素除去部からの放射性よう素の再浮遊を防

止する。 

 

 

 

 

 

 

 なお，格納容器圧力逃がし装置使用後には，フィルタ装置出口配管に設置している放射線モニ

タにて，フィルタ装置からの放射性物質の放出がないことを確認する。 

別紙 17 

格納容器フィルタベント系使用後の保管管理 

 

格納容器フィルタベント系使用後には，フィルタ装置には多量の放射性物質が捕捉されるた

め，捕捉された放射性物質が環境に放出することがないよう，適切に保管する必要がある。格納

容器フィルタベント系使用後のフィルタ装置の保管方針を以下に示す。 

 

【スクラバ容器】 

格納容器フィルタベント系使用後は，スクラビング水を格納容器へ移送し，スクラビング

水に捕捉された放射性物質が環境へ放出しないよう気中保管とする。 

 

なお，スクラバ容器内にスクラビング水が保管されていたとしても，後段の金属フィルタ

により，スクラビング水から環境への放射性物質の放出を防止可能であるが，放射性物質の

放出リスクを更に低減するため，スクラビング水を格納容器へ移送する。 

 

また，金属フィルタは，捕捉したエアロゾルの崩壊熱が，周囲への放熱によって十分冷却

されるため，金属フィルタの過熱による放射性物質の再浮遊は生じないことを確認している。

（別紙 36） 

 

【銀ゼオライト容器】 

格納容器フィルタベント系使用後は，気中保管とする。 

銀ゼオライトフィルタで捕集したガス状放射性よう素については，銀ゼオライトからのよ

う素の脱離反応が考えられ，400 ℃以上の高温状態かつ，数時間程度水素を通気した場合に

起こることが知られている。（別紙 38） 

しかし，上記のとおり，スクラビング水を格納容器へ移送することにより，放射線分解に

より発生する水素を銀ゼオライトフィルタへ流入しないようにし，ガス状放射性よう素の再

揮発を防止する。 

さらに，捕捉したガス状放射性よう素の崩壊熱が，周囲への放熱によって十分冷却される

ため，温度の観点からもガス状放射性よう素の再揮発は生じないことを確認している。（別紙

38） 

 

なお，格納容器フィルタベント系使用後には，放出口手前に設置している放射線モニタにて，

フィルタ装置からの放射性物質の放出がないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉の銀ゼオライト容

器は，スクラバ容器と別容器 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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別紙 47 

格納容器圧力逃がし装置格納槽内における漏えい対策について 

 

格納容器圧力逃がし装置の各設備については，スクラビング水の性状（高アルカリ性）と重

大事故等時に放出される放射性物質の捕集・保持（汚染水の貯蔵）を達成するよう，構造材に

は耐食性に優れた材料を選定し，重大事故等時の使用環境条件及び基準地震動ＳＳに対して機

能維持するような，構造設計としている。また，フィルタ装置内のスクラビング水は移送ポン

プによりサプレッション・チェンバ等に移送することとなるが，これらの設備についても漏え

いし難い構造としている。 

第 1 図に排水設備の構成を，第 1表に各部位の設計上の考慮事項を示す。 

 

 

 

 

 

第 1 図 排水設備の構成 
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第１ベントフィルタ格納槽内における漏えい対策について 

 

格納容器フィルタベント系の各設備については，スクラビング水の性状（高アルカリ性）と

重大事故等時に放出される放射性物質の捕集・保持（汚染水の貯蔵）を達成するよう，構造材

には耐食性に優れた材料を選定し，重大事故等時の使用環境条件及び基準地震動ＳＳに対して

機能維持するような，構造設計としている。また，フィルタ装置内のスクラビング水はドレン

移送ポンプによりサプレッション・チェンバ等に移送することとなるが，これらの設備につい

ても漏えいし難い構造としている。 

図１に排水設備の構成を，表１に各部位の設計上の考慮事項を示す。 

 

 

 

 

図１ 排水設備の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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第 1 表 各部位の設計上の考慮事項 

部位 設計考慮内容 

移送ポンプ 

（キャンドポン

プ） 

・高温，高アルカリ性       ，放射線を考慮し，耐食性に

優れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保する。 

・シール部に使用するパッキンについては，温度・圧力・放射線の

影響を考慮して，黒鉛を採用する。 

・軸封部は密閉され，漏えいしない構造とする（第 2図参照）。 

配管・弁 ・高温，高アルカリ性       ，放射線を考慮し，耐食性に

優れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保する。 

・配管，弁の接続部は原則溶接構造とし，漏えいのリスクを低減し

た設計とする。また，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」

の規定を適用して設計するとともに，基準地震動ＳＳに対して機

能を維持するよう設計する。 

・フランジ接続部や弁のグランド部には，温度・圧力・放射線の影

響を考慮して，黒鉛を採用する。 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 一般的なキャンドポンプの構造 

 

 

 

 

表１ 各部位の設計上の考慮事項 

部位 設計考慮内容 

ドレン移送ポンプ 

（キャンドポン

プ） 

・高温，高アルカリ性（ｐＨ13 以上），放射線を考慮し，耐食性に

優れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保する。 

・シール部に使用するパッキンについては，温度・圧力・放射線の

影響を考慮して，黒鉛を採用する。 

・軸封部は密閉され，漏えいしない構造とする（図２参照）。 

配管・弁 ・高温，高アルカリ性（ｐＨ13 以上），放射線を考慮し，耐食性に

優れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保する。 

・配管，弁の接続部は原則溶接構造とし，漏えいのリスクを低減し

た設計とする。また，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」

の規定を適用して設計するとともに，基準地震動ＳＳに対して機

能を維持するよう設計する。 

・フランジ接続部や弁のグランド部には，温度・圧力・放射線の影

響を考慮して，黒鉛を採用する。 

 

 

 

 

 

 

図２ 一般的なキャンドポンプの構造 

 

 

 

・設備の相違 
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(1) 格納容器圧力逃がし装置格納槽の設計上の考慮 

フィルタ装置を設置する地下構造の格納容器圧力逃がし装置格納槽は，鉄筋コンクリート造

の地中構造物で岩盤上に設置し，基準地震動ＳＳに対し機能維持するよう構造設計をしている。 

万一，フィルタ装置外にスクラビング水が漏えいした場合を想定し，早期に検出できるよう

格納容器圧力逃がし装置格納槽内に検知器を設置する。また，樹脂系塗装等により格納容器圧

力逃がし装置格納槽内部の想定水没部を防水処理することにより，構造的に漏えいの拡大が防

止できる設計とする。なお，格納容器圧力逃がし装置格納槽の貫通部は，想定水没部以上の位

置にあり，貫通部からの外部への漏えいのおそれのない設計となっている。 

 

(1) 第１ベントフィルタ格納槽の設計上の考慮 

格納容器フィルタベント系を設置する地下構造の第１ベントフィルタ格納槽は，鉄筋コン

クリート造の地中構造物で岩盤上に設置し，基準地震動ＳＳに対し機能維持するよう構造設

計し，設計・製作・検査により，スクラビング水の漏えい防止を図ることとしているが，万

一スクラバ容器外にスクラビング水が漏えいした場合でも，漏えいの早期検出や構造的に漏

えいの拡大が防止できる設計とする。具体的には，スクラバ容器を設置している第１ベント

フィルタ格納槽（鉄筋コンクリート造）内への漏えい水滞留箇所（溜めマス）及び漏えい検

知器の設置，格納槽のコンパートメント化（樹脂系塗装等による想定水没部の防水処理）を

行う。第１ベントフィルタ格納槽の貫通部は，図４に示すとおり想定水没部以上の位置にあ

り，貫通部から外部への漏えいの恐れのない設計となっている。 

 

 

(2) 漏えい時等の対応 

格納容器圧力逃がし装置の各設備については，スクラビング水の漏えいを防止する設計とす

るが，万一，フィルタ装置外にスクラビング水が漏えいした場合を想定し，早期に検出できる

よう格納容器圧力逃がし装置格納槽内に検知器を設置する。 

格納容器圧力逃がし装置格納槽内における漏えい水は，格納容器圧力逃がし装置格納槽内の

排水枡へ収集され，排水ポンプにより格納容器圧力逃がし装置格納槽から移送できる設計とす

る。移送先は廃棄物処理設備である廃液中和タンク及びサプレッション・チェンバのいずれに

も送れる設計とし，排水の種別に応じ送水先を選択する。 

 

 

 

 

 

具体的には，放射性物質を含まない場合は廃液中和タンク，放射性物質を含む場合はサプレ

ッション・チェンバにそれぞれ移送する。 

第 2 表に排水ポンプの仕様を，第 3図に排水設備系統概略図を，第 4図に格納容器圧力逃が

し装置格納槽断面図を示す。 

 

(2) 漏えい時等の対応 

漏えいしたスクラビング水は，第１ベントフィルタ格納槽から排水が可能な構成とする。

第１ベントフィルタ格納槽は，図５に示すとおりベントフィルタ室（排水ポンプエリア），

ドレン移送ポンプエリア，計器室で構成され，計器エリア及びドレン移送ポンプエリア内で

万一，漏えいが発生した場合には，側溝を介してベントフィルタ室の溜めマスへ排水できる

構造となっており，常設の排水ポンプによりサプレッション・チェンバ若しくは外部へ排出

できる構成としている。 

 

排水ポンプが使用できない場合は，ベントフィルタ室上部のハッチより可搬のポンプを搬入

して外部へ排出する。また，漏えいを早期に検知できるようベントフィルタ室に漏えい検知

器を設置し，その警報を中央制御室に発報するとともに，状況に応じた排水が可能な構成と

している。 

 

具体的には，放射性物質を含まない場合は外部，放射性物質を含む場合はサプレッショ

ン・チェンバにそれぞれ移送する。 

表２に排水ポンプの仕様を，図３に排水設備系統概略図を，図４に第１ベントフィルタ格

納槽断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

・設計の相違 

排出先が異なる 

 

・記載方針の相違 

 

 

 

 

・設計の相違 

排出先が異なる 

 

第 2 表 排水ポンプ仕様 

型式：水中ポンプ 

容量：約 10m３／h 

揚程：約 40m 

台数：1 

駆動源：電動駆動（交流） 

 

 

 

表２ 排水ポンプ仕様 

型 式：水中ポンプ 

容 量：約 2m３／min 

揚 程：約 50m 

台 数：1 

駆動源：電動駆動（交流） 

 

 

 

・設備の相違 
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第 3 図 排水設備系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 排水設備系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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第 4 図 格納容器圧力逃がし装置格納槽断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ－Ａ断面） 

図４ 第１ベントフィルタ格納槽から外部への貫通部と漏えい水の高さの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 第１ベントフィルタ格納槽での想定漏えい範囲図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

ドレン移送 

ポンプエリア 

ベントフィルタ室 

計器室 

溜めマス 

排水ポンプ 

設置場所 

第１ベントフィルタ格納槽

か ら 外 部 へ の 貫 通 部

（EL.9800） 

漏えい水滞留高さ 

約 70cm 

スクラバ容器 

（EL.2700） 

側溝 

排水枡 

（排水ポンプ） 

移送ポンプ 

フィルタ装置 

付帯設備室 

別添1-447



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 (3) 排水ポンプを使用した場合の移送 

第１ベントフィルタ格納槽内で漏えいが発生した場合には，側溝を介してベントフィルタ

室の溜めマスに排水できる構造としているため，排水ポンプを用いて漏えい水を格納容器内

（サプレッション・チェンバ）等に移送する。格納容器（サプレッション・チェンバ）への

移送においては，常設配管を経て移送するが，排出先が格納容器（サプレッション・チェン

バ）以外の場合には，外部接続口から移送先の間は可搬ホースを使用する。 

ベントフィルタ室から排水ポンプを用いた移送経路の概要図を図６に示す。 

 

 

 

図６ ベントフィルタ室から排水ポンプを用いた移送経路の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移送先に応じてドレン

移送ラインの弁を開す

る。 
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 (4) 可搬型ポンプを使用した場合の移送 

排水ポンプを使用した漏えい水の移送ができない場合は，可搬型ポンプ（水中ポンプ）を

ベントフィルタ室上部のハッチより投入し，外部へ移送する。 

発電所内に配備しているクレーン車によりハッチを開けて，可搬型のポンプを搬入する。 

ベントフィルタ室から可搬型ポンプを用いた移送経路の概要図を図７に示す。ベントフィ

ルタ室上部のハッチから可搬型ポンプを投入するルート図を図８に示す。 

 

 

 

 

 

図７ ベントフィルタ室から可搬型ポンプを用いた移送経路の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図８ ベントフィルタ室上部のハッチから可搬型ポンプを投入するルート図 
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別紙 30 

 

配管内面に付着した放射性物質による発熱の影響について 

 

ベントフィルタ上流の配管内面には放射性物質（エアロゾル）が付着することが想定される

ことから，その放射性物質の崩壊熱による温度上昇が配管の構造健全性に与える影響について

検討した。 

検討対象とする状態は，ベントガスの流れによる配管の冷却が期待できるケースとベントガ

スの流れのないケースを想定した。 

 

【ケース1】 

ベント中を想定し，配管内に高温の蒸気が流れ，なおかつ配管内面に付着した放射性物

質からの発熱が加わった状態。 

 

【ケース2】 

ベント停止後を想定し，配管内面に放射性物質が付着した後で配管内ベントガス流れが

ないため，放射性物質からの発生熱がこもる状態。 

 

まず，【ケース1】として，第1図に示すような配管の半径方向の温度分布を考慮して評価を

行った。配管内には高温のベントガス流れが存在し，配管内面には放射性物質が付着して崩壊

熱による発熱を行っている。この場合，放射性物質の崩壊熱による熱量は配管内面・外面双方

に放熱され，配管板厚方向に熱勾配ができるが，本評価では保守的に配管外面は断熱されてい

るものとした。 

【ケース1】の温度評価条件を第1表に示す。 

なお，ベントガス温度については，第2図に示すとおりベント開始後，格納容器圧力及び雰

囲気温度が低下し，その後溶融炉心からの放熱によって格納容器雰囲気温度が170℃以下とな

る。 

 

 

別紙 19 

 

配管内面に付着した放射性物質による発熱の影響について 

 

フィルタ装置上流の配管内面には放射性物質（エアロゾル）が付着することが想定されること

から，その放射性物質の崩壊熱による温度上昇が配管の構造健全性に与える影響について検討し

た。 

検討対象とする状態は，以下の２ケースを想定した。 

 

 

【ケース１】 

ベント中を想定し，配管内に高温の蒸気が流れ，なおかつ配管内面に付着した放射性物質

からの発熱が加わった状態。 

 

【ケース２】 

ベント停止後を想定し，配管内面に放射性物質が付着した後で配管内ベントガス流れがな

いため，放射性物質からの発生熱がこもる状態。 

 

まず，【ケース１】として，図１に示すような配管の半径方向の温度分布を考慮して評価を行

った。配管内には高温のベントガス流れが存在し，配管内面には放射性物質が付着して崩壊熱に

よる発熱を行っている。この場合，放射性物質の崩壊熱による熱量は配管内面・外面双方に放熱

され，配管板厚方向に熱勾配ができるが，本評価では保守的に配管外面は断熱されているものと

した。 

【ケース１】の温度評価条件を表１に示す。 

なお，ベントガス温度については，図２に示すとおりベント開始後，格納容器圧力及び雰囲気

温度が低下し，その後溶融炉心からの放熱によって格納容器雰囲気温度が 170℃以下となる。 
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第1図 配管内表面の温度評価（ケース1のイメージ） 

 

第1表 配管内表面の温度上昇評価条件【ケース1】 

項目 条件 

評価シナリオ 有効性評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用

できない場合）」 

PCVより流入する崩壊熱量 19.8kW 

配管内発熱割合 

（FP付着割合） 

10％／100m 

配管外径，板厚 450A，14.3mm 

配管熱流束 14.7W／m２ 

質量流量 2.1kg／s 

（ベント後期（ベント1ヶ月後の蒸気流量）） 

ベントガス温度 170℃ 

 

 

 

 

図１ 配管内表面の温度評価（ケース１のイメージ） 

 

表１ 配管内表面の温度上昇評価条件【ケース１】 

項目 条件 

評価シナリオ 有効性評価シナリオ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失（Ｄ／

Ｗベント）」 

ＰＣＶより流入する崩壊熱量 7.2kW 

配管内発熱割合 

（ＦＰ付着割合） 
10％/100m 

配管外径，板厚 300A，Sch40 

配管熱流束 7.7W/m2 

質量流量 1.4 ㎏/s（ベント後期（ベント１ヶ月後の蒸気流量）） 

ベントガス温度 170℃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 
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第2図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を

使用できない場合）」における格納容器温度の推移 

 

 

格納容器より流入する崩壊熱量は，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）シナリオにおける19.8kWとし，配管内面に付着

する放射性物質割合としては，10％／100mを用いる。評価に当たっては保守的な条件として，

付着割合の全量の放射性物質が付着した条件で発熱しているものとする。また，ベントガス流

量については流速が低くなることで熱伝達率が低くなり，保守的な評価となることから，ベン

ト後の1ヶ月の蒸気流量である2.1kg／sを用いた。 

配管内表面に付着する放射性物質の崩壊熱による配管内表面の上昇温度は，以下の式で算出

した温度上昇量で評価する。 

 

 

 

 

 

ベント時のガス温度条件を踏まえて配管内面の温度を評価する。図２に有効性評価シナリオ

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」におけるＤ／

Ｗベント時の格納容器内の温度推移を示す。ベント時に最も配管内ガス温度が高い条件としては

ベント開始直後であり，概ね 170℃以下となる。 

 

 

 

 

図２ 格納容器内温度推移（有効性評価シナリオ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注

水機能喪失＋全交流動力電源喪失」，32hr 後Ｄ／Ｗベント） 

 

 

格納容器より流入する崩壊熱量は 7.2kW，配管内面に付着する放射性物質量の割合は（参考）

にて設定した 10％/100m を用いる。評価にあたっては保守的な条件として，付着割合の全量の放

射性物質が付着した条件で発熱しているものとする。また，ベントガス流量については流速が低

くなることで熱伝達率が低くなり，保守的な評価となることから，ベント後１ヶ月の蒸気流量で

ある 1.4kg/s を用いた。 

 

 配管内表面に付着する放射性物質の崩壊熱による配管内面の温度上昇は，以下の式で算出した

温度上昇量で評価する。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

・解析結果の相違 

  

 

 

・評価条件の相違 
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ΔT ＝ q ／ h ・・・式(1) 

 ΔT ：放射性物質の崩壊熱による配管内表面の温度上昇（℃） 

 q ：配管熱流束（W／m２） 

 h ：配管内表面の熱伝達率（W／（m２•K）） 

 

h ＝ Nu × k × d ・・・式(1) 

 Nu ：ヌッセルト数 

 k ：水蒸気の熱伝達率（約0.034（W／（m２•K）） 

 d ：水力等価直径（m） 

 

 

ここで，Nuを算出するに当たり円管内乱流の熱伝達率を表現するものとしてKaysの式を引用

した（式(3)）。 

 

Nu ＝ 0.022 Re０．８ × Pr０．５ ・・・式(3) 

 

 Re ：レイノルズ数 

 Pr ：プラントル数（1.130；保守的に170℃の飽和蒸気の値を設定） 

 

Re ＝ v × d ／ ν 

 

 v ：流速（約13.0（m／s）：質量流量から換算 

 

 ν ：水蒸気の動粘性係数（約3.6×10－６（m２／s）） 

 

これにより，配管内面の温度上昇は0.09℃程度であると評価できる。ベントガスの温度は

170℃程度であることから，上記の温度上昇分を考慮しても，配管内表面温度は配管設計にお

ける最高使用温度200℃を下回っているため，配管の構造健全性に影響を与えることはない。 

 

 

次に，【ケース2】として，第3図に示すような配管の半径方向の温度分布を考慮して評価

を行った。配管内はベントガス流れがないものとし，配管内面には放射性物質が付着して崩壊

熱による発熱を行っている。 

ここで，評価対象の配管板厚は14.3mmであり，炭素鋼の熱伝導率が50w／（m•K）程度であるこ

とから，板厚方向の温度勾配は微小であると考えることができる。そのため，配管内表面の温

度はほぼ配管外表面温度と同等であると考え，また，保温材の熱通過率を考慮する。配管内部

の熱量による温度を評価する方法としてJIS A 9501“保温保冷工事施工標準”の表面温度及び

表面熱伝達率の算出方法を用いて，配管外表面温度を評価する。 

      ΔT = q / h      ・・・式（１） 

ΔT：放射性物質の崩壊熱による配管内表面の温度上昇（℃） 

q：配管熱流束（W/m2） 

h：配管内表面の熱伝達率（W/（m2・K）） 

 

    h = Nu×k / d      ・・・式（２） 

     Nu：ヌッセルト数 

     k：水蒸気の熱伝導率（0.034（W/（m・K））） 

     d：水力等価直径（m） 

 

 

ここで，Nu を算出するに当たり円管内乱流の熱伝達率を表現するものとして Kays の式を引用

した（式（３））。 

 

   Nu = 0.022Re0.8×Pr0.5   ・・・式（３） 

 

    Re：レイノルズ数 

    Pr：プラントル数（1.1：保守的に 170℃の飽和蒸気の値を設定） 

 

   Re = v×d /𝜈       ・・・式（４） 

 

    v：流速（約 22.5（m/s）：質量流量から換算） 

    d：水力等価直径（m） 

    𝜈：水蒸気の動粘性係数（約 3.6×10-6（m2/s）） 

これより，配管内面の温度上昇は 0.03℃程度であると評価できる。ベントガスの温度は 170℃

程度であることから，蒸気の温度上昇分を考慮しても，配管内表面温度は配管設計における最高

使用温度である 200℃を下回っているため，配管の健全性に影響を与えることはない。  

 

 

 

次に，【ケース２】として，図３に示すような配管の半径方向の温度分布を考慮して評価を行

った。配管内はベントガス流れがないものとし，配管内面には放射性物質が付着して崩壊熱によ

る発熱を行っている。 

ここで，評価対象の配管板厚は 10.3 ㎜であり，炭素鋼の熱伝導率が 50W/（m・K）程度である

ことから，板厚方向の温度勾配は微小であると考えることができる。そのため，配管内表面の温

度はほぼ配管外表面温度と同等であると考え，配管内部の熱量による温度を評価する方法として

JIS A 9501“保温保冷工事施工基準”の表面温度及び表面熱伝達率の算出方法を用いて，配管外

表面温度を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

・評価結果の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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【ケース2】の温度評価条件を第2表に示す。 

なお，評価条件については，【ケース1】と同様に「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）（Ｄ／Ｗベント）」を想定する。 

 

 

第3図 配管内表面の温度評価（ケース2のイメージ） 

 

 

【ケース２】の温度評価条件を表２に示す。 

なお，評価条件については，【ケース１】と同様に有効性評価シナリオ「冷却材喪失（大破断

ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失（Ｄ／Ｗベント）」を想定する。 

 

図３ 配管内表面の温度評価（ケース２のイメージ） 
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第 2 表 配管内表面の温度上昇評価条件【ケース２】 

項目 条件 

評価シナリオ 有効性評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」 

PCV より流入する崩壊熱量 19.8kW 

配管内発熱割合 

（FP付着割合） 
10％/100m 

配管外径，板厚 450A，14.3mm 

配管熱流束 14.7W/m2 

配管外表面放射率 0.22（アルミニウム板の放射率※１） 

環境温度 100℃ 

※1 JIS ハンドブック 6-1 配管Ⅰ 

 

 評価式の概要は以下の通りとなる。 

 

Th = (qL / λ) + Tl    ・・・式（5） 

 

Th：配管外表面温度（℃） 

Tl：保温材表面温度（℃） 

q ：配管熱流束（W/m2） 

L ：保温材厚さ（0.03m） 

λ：保温材熱伝達率（2.103×10－２W／（m２•K）） 

 

Tl ＝ （q ／ hse） ＋ Tatm ・・・式(6) 

 

この式（6）における qと hseは以下の式で表される。 

 

q = Q / S       ・・・式（7） 

hse = hr + hcv      ・・・式（8） 

 

上記の式(6)における，qと hseは以下の式で表される。 

 

Q：単位長さ当たりの配管内面での発熱量（W/m） 

S：単位長さ当たりの配管外面表面積（m２） 

hr ：放射による配管外表面熱伝達率（W/（m2・K）） 

hcv：対流による配管外表面熱伝達率（W/（m2・K）） 

 

 

表２ 配管内表面の温度上昇評価条件【ケース２】 

項目 条件 

評価シナリオ 有効性評価シナリオ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失（Ｄ／

Ｗベント）」 

ＰＣＶより流入する崩壊熱量 7.2kW 

配管内発熱割合 

（ＦＰ付着割合） 
10％/100m 

配管外径，板厚 300A，Sch40 

配管熱流束 7.7W/m2 

配管外表面放射率 0.80（酸化鉄相当の放射率※１） 

環境温度 120℃ 

※１：日本機械学会 伝熱工学資料 改訂第５版 

 

 評価式の概要は以下の通りとなる。 

 

T = (q / hse) + Tatm    ・・・式（５） 

 

T：配管外表面温度（℃） 

 q：配管熱流束（W/m2） 

     hse：配管外表面熱伝達率（W/（m2・K）） 

     Tatm：環境温度（℃） 

 

 

 

 この式（５）における qと hseは以下の式で表される。 

 

     q = Q / S       ・・・式（６） 

     hse = hr + hcv      ・・・式（７） 

 

 

 

Q：単位長さあたりの配管内面での発熱量（W/m） 

S：単位長さあたりの配管外表面積（m２） 

hr ：放射による配管外表面熱伝達率（W/（m2・K）） 

hcv：対流による配管外表面熱伝達率（W/（m2・K）） 

 

 

・評価条件の相違 
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上記の hrは以下の式で表される。 

 

     hr= × ×(
(T 273.15) －(T  m 273.15)

 

T－T  m
)       ・・・式（9） 

   ：配管外表面放射率（0.22） 

   ：ステファン・ボルツマン定数（5.67×10－８（W／（m２•K４））） 

 

hcvについては，JIS A 9501“保温保冷工事施工標準”付属書E（参考）表面温度及び表面熱

伝達率の算出方法における，垂直平面及び管（Nusseltの式）及び水平管（Wamsler, Hinlein

の式）をもとに対流熱伝達率を算出した。垂直管（式(10)，(11)）と水平管（式(12)）とで得

られるhcvを比較し，小さい方の値を用いることで保守的な評価を得るようにしている。 

 

hcv（垂直管）＝2.56×（T－Tatm）
０．２５  （（T－Tatm）≧10K）・・・式(10) 

hcv（垂直管）＝3.61＋0.09 ×（T－Tatm）（（T－Tatm）＜10K）・・・式(11) 

   (水平管)＝     (
 －    

  
)
    

       ・・・式(12) 

 Do：配管外径（m） 

 

 

これらにより評価した結果，配管外表面温度は約124.2℃となる。 

以上の結果から，配管内表面温度は配管設計における最高使用温度である200℃を下回って

いるため，配管内表面に付着した放射性物質の崩壊熱は，ベント後における配管の構造健全性

に影響を与えることはない。 

 

なお，これらの式を含めた評価については，JIS A 9501において，適用範囲が －180℃～

1,000℃となっており，適用に対して問題にないことを確認している。また，管外径などの寸

法にかかる制約条件は規定されていない。 

 

 

上記の hrは以下の式で表される。 

 

      𝑟 = 𝜀  𝜎  (
(𝑇+ 73 1 )4−(𝑇𝑎𝑡𝑚+ 73 1 )

4

(𝑇−𝑇𝑎𝑡𝑚)
)       ・・・式（８） 

      ：配管外表面放射率（0.80） 

      ：ステファン・ボルツマン定数（5.67×10-8（W/（m2・K4））） 

 

 hcvについては，JIS A 9501“保温保冷工事施工基準”付属書 E（参考）表面温度及び表面熱伝

達率の算出方法における，垂直平面及び管（Nusselt の式）及び水平管（Wamsler,Hinlein の式）

をもとに対流熱伝達率を算出した。垂直管（式（９），（10））と水平管（式（11））とで得られる

hcvを比較し，小さいほうの値を用いることで保守的な評価値を得るようにしている。 

 

hcv (垂直管) = 2.56×(T－Tatm)
0.25  ((T－Tatm)≧10K)    ・・・式（９） 

hcv (垂直管) = 3.61  0.09 ×(T－Tatm)  ((T－Tatm)<10K)  ・・・式（10） 

hcv (水平管) = 1.19×(
(𝑇−𝑇𝑎𝑡𝑚)

𝐷 
)
    

              ・・・式（11） 

     Do：配管外径（m） 

 

 

 これらにより評価した結果，配管外表面温度は約 121℃となる。 

 以上の結果から，配管内表面温度は配管設計における最高使用温度である 200℃を下回ってい

るため，配管内表面に付着した放射性物質の崩壊熱は，ベントにおける配管の構造健全性に影響

を与えることはない。 

 

 なお，これらの式を含めた評価については，JIS A 9501 において，適用範囲が－180℃～1000℃

となっており，適用に対して問題ないことを確認している。また管外径などの寸法にかかる制約

条件は規定されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 
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（参考）配管内面への放射性物質付着量の考え方について 

配管内面への放射性物質（エアロゾル）の付着量を設定するに当たっては， 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4551 を参照し，付着量を設定する主要なパラメータとして沈着速度に着目

して，配管内面への沈着割合を検討した。 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4551“Evaluation of Severe Accident Risks: Qualification of Major 

Input Parameters MACCS INPUT”※1は，環境拡散評価（MELCOR Accident Consequence Code System：

MACCS 計算）についての文献となっており，その評価には，エアロゾル粒子径，エアロゾル粒子

密度，対象物の表面粗さで沈着速度を整理したSehmelのモデルが用いられている。 

このSehmelの沈着速度モデルに基づき，配管内面の表面粗さ0.001cm（10μm） 

と粒子密度4g／cm３を想定した，格納容器より放出される粒子径ごとの沈着速度（第1図参照）を

用いて配管内面への沈着割合（エアロゾルの沈着速度と配管内のベントガス通過時間から算出さ

れた，流れているベントガス中のエアロゾルが壁面に到達する割合）を以下のとおり評価した。 

 

 

 

 

 

 

第1図 エアロゾル粒子径と沈着速度の関係 

 

（参考）配管内面への放射性物質付着量の考え方について 

配管内面への放射性物質（エアロゾル）の付着量を設定するにあたっては，NUREG/CR-4551 を

参照し，付着量を設定する主要なパラメータとして沈着速度に着目して，配管内面への沈着割合

を検討した。 

NUREG/CR- 551“Ev lu  ion of Severe Acciden  Risks: Qualification of Major Input 

Parameters MACCS INPUT”※１は，環境拡散評価(MELCOR Accident Consequence Code System：

MACCS 計算)についての文献となっており，その評価には，エアロゾル粒子径，エアロゾル粒子

密度，対象物の表面粗さで沈着速度を整理した Sehmel のモデルが用いられている。 

この Sehmel の沈着速度モデルに基づき，配管内面の表面粗さ 0.001cm(10μm)と粒子密度４

g/cm3 を想定した，ＰＣＶより放出される粒子径ごとの沈着速度（図１参照）を用いて配管内面

への沈着割合（エアロゾルの沈着速度と配管内のベントガス通過時間から算出された，流れてい

るベントガス中のエアロゾルが壁面に到達する割合）を以下のとおり評価した。 

 

 

図１ エアロゾル粒子径と沈着速度の関係 
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評価条件は，東海第二を対象として配管長さ100m，配管内径600mm， 2Pd及び最小流量で排気

される蒸気流量を適用する。また，考慮する粒子径分布は「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）（Ｄ／Ｗベント）」に基づくものとした。 

 

 

これらの条件から，100mの配管をベントガスが通過する時間を算出し，その時間に粒径ごとの

沈着速度を乗じて，ベントガス通過時間中に配管内面方向にどれだけのエアロゾルが移動するか

を評価する。この移動した粒子の総和について，ベントガス通過中のエアロゾル総量に対する割

合を算出することで沈着割合を評価する。評価の考え方を第2図に，評価結果を第1表に示す。 

 

 

 

第2図 沈着割合評価の考え方（1／2） 

 

 

 

評価条件は，島根２号炉を対象として，配管長さ 100m，配管内径 600mm 及び 300mm,２Pd 及び

最小流量で排気される蒸気流量を適用する。また，考慮する粒子径分布は有効性評価シナリオ「冷

却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失（Ｄ／Ｗベント）」

（別紙 48（参考１図２））に基づくものとした。 

 

これらの条件から，l00m の配管をベントガスが通過する時間を算出し，その時間に粒径ごと

の沈着速度を乗じて，ベントガス通過時間中に配管内面方向にどれだけのエアロゾルが移動する

かを評価する。この移動した粒子の総和について，ベントガス通過中のエアロゾル総量に対する

割合を算出することで沈着割合を評価する。 

評価の考え方を図２に，評価結果を表１に示す。 

 

 

図２ 沈着割合評価の考え方(1/2)  

・評価条件の相違 

島根２号炉は，配管内径

300mm も考慮 

（次ページに続く） 

第 1図に基づき，各粒径ごとの沈

着速度を設定する。 

ＭＡＡＰ解析基づくエアロゾル

粒径分布から確率密度（P(D)）を

算出する。 

別紙 48 （参考１図２）に基づき，各

粒径ごとの沈着速度を設定する。 

 図 1に基づき，粒径分布の確率密度

（P(D)）を算出する。 

次頁に続く 
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第 2 図 沈着割合評価の考え方（2／2） 

 

上記の関係から，沈着割合Rは以下の式で表される。 
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図２ 沈着割合評価の考え方(2/2) 
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第1表 排気される蒸気流量に対する沈着割合評価結果 

項目 パラメータ 単位 
格納容器圧力 

620kPa[gage]※1 69kPa[gage]※2 

配管条件 
長さ m 100 

内径 m 0.6 

沈着条件 沈着速度の分布 cm／s 2×10－３～5×10－１ 

排気条件 
蒸気流量 kg／s 23.7 3.8 

蒸気流速 m／s 23 14 

沈着割合 ％ 1.0 1.6 

 ※1：最高使用圧力（2Pd） 

※2：事象発生7日後の最小流量となる圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第1表より，最小流量であっても約1.6％の沈着割合となることが評価された。以上を踏まえ，

エルボ部などといった部位での沈着量がばらつくことを考慮し，100m当たり10％を配管への沈着

割合として放射性物質の付着量を設定する。 

 

※1 ”Ev lu  ion of Severe Acciden  Risks: Qu lific  ion of M jor Inpu  P r me ers MACCS 

INPUT”, ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4551 Vol.2 Rev.1 Pt.7, 1990 

 

表１ 排気される蒸気流量に対する沈着割合評価結果 

300Ａ配管部 

項目 パラメータ 単位 ２Pd 最小流量 

配管条件 
長さ m 100 

内径 m 0.3 

沈着条件 沈着速度の分布 cm/s 2×10－３ ～ 5×10－１ 

排気条件 
蒸気流量 kg/s 17.7 3.1 

蒸気流速 m/s 56.9 42.3 

沈着割合 ％ 0.2 0.3 

 

600Ａ配管部（ＰＣＶ出口部） 

項目 パラメータ 単位 ２Pd 最小流量 

配管条件 
長さ m 100 

内径 m 0.6 

沈着条件 沈着速度の分布 cm/s 2×10－３ ～ 5×10－１ 

排気条件 
蒸気流量 kg/s 17.7 3.1 

蒸気流速 m/s 13.1 10.1 

沈着割合 ％ 0.5 0.6 

 

 

表 1 より，最小流量であっても約 0.6％の沈着割合となることが評価された。以上を踏まえ，

エルボ部などといった部位での沈着量がばらつくことを考慮し，100m あたり 10％を配管への沈

着割合として放射性物質の付着量を設定する。 

 

※1：“Ev lu  ion of Severe Acciden  Risks: Qu lific  ion of M jor Inpu  P r me ers MACCS 

INPUT”, NUREG/CR-4551 Vol.2 Rev.1 Pt.7, 1990 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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別紙 43 

ステンレス構造材，膨張黒鉛パッキンの妥当性について

フィルタ装置や入口配管等のスクラビング水の接液部については，内部に保有しているスクラ

ビング水の通常状態での性状（高アルカリ性）と重大事故等時に放出される放射性物質を捕集・

保持すること（汚染水の貯蔵）を考慮して，耐食性に優れたステンレス鋼を材料として選定して

いる。 

第 1表にスクラビング水接液部の材質について記載する。 

第 1表 スクラビング水接液部の材質 

部位 材質 

バウンダリ 

容器 SUS316L 

入口配管接液部 SUS316LTP 

接続配管 
SUS316LTP 

（計装配管，ドレン配管，給水配管） 

内部構造物 

多孔板，支持部材等 SUS316L 

ベンチュリノズル 

金属フィルタ ドレン配管：SUS316LTP 

その他 
よう素除去部 枠材：SUS316L 

ガスケット類 膨張黒鉛系シール材 

スクラビング水はｐＨ   の強アルカリ性であることから，各材料については，全面腐食，

局部腐食（孔食，すきま腐食）及び応力腐食割れが想定されるため，これらについて検討する。 

別紙 20 

ステンレス構造材，膨張黒鉛パッキンの妥当性について

スクラビング水接液部に使用するパッキン類には，使用環境（温度，圧力，放射線量，高

アルカリ環境）を考慮して膨張黒鉛を選定することとしている。

また，スクラバ容器や入口配管等のスクラビング水の接液部については，容器内部に保有

しているスクラビング水の通常状態の性状（高アルカリ性）及び重大事故時に放出される放

射性物質の捕集・保持（汚染水の貯蔵）を考慮して，耐食性に優れたステンレス鋼を材料と

して選定している。 

材料選定にあたって考慮した事項について，以下にまとめた。 

(１) ステンレス等構造材の選定根拠について

フィルタ装置や入口配管等のスクラビング水の接液部については，図１に示すように，内

部に保有しているスクラビング水の通常状態の性状（高アルカリ性）及び重大事故時に放出

される放射性物質の捕集・保持（汚染水の貯蔵）を考慮して，耐食性に優れたステンレス鋼

を材料として選定している。 

図１ フィルタ装置（スクラバ容器）構造図 

スクラビング水はｐＨ13以上の強アルカリ性であることから，各材料について，全面腐食，

局部腐食（孔食，すきま腐食）及び応力腐食割れが想定されるため，これらについて検討する。 

・資料構成の相違

・資料構成の相違

・資料構成の相違
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(1) ステンレス鋼の腐食評価 

 ａ．全面腐食   

  全面腐食は，金属表面の全面にわたってほぼ同一の速度で侵食が進む腐食形態である。

SUS304 は第 1図に示すとおり，ｐＨ2以上で不動態化するため，強アルカリ環境では，全面

腐食に対する耐性がある（参考図書 1）。 

 

  系統待機時はｐＨ    で水質が維持されることから，不動態化が保てることとなる。 

  同じオーステナイト系ステンレス鋼である SUS316L 等の適用材料についても同様の傾向

を示すことから，全面腐食の発生は考え難い。 

 

第1図 大気中酸素に接する水中環境におけるSUS304の腐食形態とｐＨの関係 

 

(２) ステンレス鋼の腐食評価 

ａ．全面腐食 

全面腐食は，金属表面の全面にわたってほとんど同一の速度で浸食が進む腐食形態であ

る。オーステナイト系ステンレス鋼は，図２に示すように，ｐＨ２以上では不動態化する

ため，実機のようなアルカリ環境を維持している環境においては全面腐食に対して十分な

抵抗性がある。 

系統待機時はｐＨ13 以上で水質が維持されることから，不動態化が保てることとなる。 

同じオーステナイト系ステンレス鋼であるSUS316L等の適用材料についても同様の傾向

を示すことから，全面腐食の発生は考え難い。 

 

 

図２ 大気中酸素に接する水中環境における SUS304 の腐食形態と pHの関係 

   （参考図書１） 
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ｂ．孔食 

  孔食は，ステンレス鋼のように表面に生成する不動態化膜によって耐食性が保たれている

金属において，塩化物イオン等の影響で不動態化膜の一部が破壊され，その部分において局

部的に腐食が進行する腐食形態である。 

 

  第 2図に SUS304 の塩化物イオン濃度と温度が腐食形態に及ぼす影響を示す（参考図書 2）。

孔食発生の領域はｐＨ7と比べｐＨ12のほうが狭く，アルカリ環境になるほど孔食発生のリ

スクは低減する。 

同じオーステナイト系ステンレス鋼である SUS316L 等の適用材料についても同様の傾向

を示すものと評価する。 

なお，系統待機時はｐＨ    であり，塩化物イオンの濃度も十分低いと考えられるの

で，孔食は発生しないものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

第 2図 304 ステンレス鋼のｐＨ7及びｐＨ12の塩化物イオン濃度と温度が腐食形態に及ぼす影

響 

 

ｂ．孔食 

孔食は，ステンレス鋼のように表面に生成する不動態化膜によって耐食性が保たれてい

る金属において，塩化物イオン等の影響で不動態皮膜の一部が破壊され，その部分におい

て局部的に腐食が進行する腐食形態である。 

 

孔食の過程としてはｐＨの低下によって生じる脱不動態化現象を想定しており，孔食発

生の領域は図３に示すように，SUS304 ではｐＨ７と比べｐＨ12のほうが狭く，アルカリ

環境においては孔食発生のリスクは低減される。同じオーステナイト系ステンレス鋼であ

る SUS316L 等においても同様の傾向となり，実機のような高アルカリを維持している環境

では孔食が起こる可能性は低い。 

なお，系統待機時はｐＨ13 以上であり，塩化物イオンの濃度も十分低いと考えられるの

で，孔食は発生しないものと考えられる。 

また，無機よう素については，フィルタ装置（スクラバ容器）に移行するものの，その

大部分についてはスクラビング水中に捕集されることから，気相部における無機よう素の

濃度は非常に低く，ベントガスに O2はほとんど含まれないことから，腐食が起こる可能性

は低いと考えられる。 

 

図３ 304 ステンレス鋼の NaCl 溶液中における腐食形態に及ぼす 

塩化物イオン濃度と温度の影響（参考図書２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

 

 

 

別添1-464



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

ｃ．すきま腐食 

  すきま腐食は，ステンレス鋼表面の異物付着，構造上のすきま部分において進行する腐食

形態であり，その成長過程は孔食と類似している。第 3図に SUS304 と SUS316 の中性環境に

おけるすきま腐食発生に対する塩化物イオン濃度と温度の影響を示す（参考図書 3）。 

SUS304 及び SUS316 のいずれも塩化物イオン濃度が低い中性環境では，すきま腐食の発生

の可能性は低い。前述のとおりアルカリ環境では中性環境より孔食の発生リスクが低いこと

から，同様な成長過程のすきま腐食についても発生の可能性が低減されるものと考えられ

る。 

 

同じオーステナイト系ステンレス鋼である SUS316L 等の適用材料についても同様の傾向

を示すものと評価する。 

 

第 3 図 SUS304 と SUS316 の中性環境におけるすきま腐食に対する 

塩化物イオン濃度と温度の影響 

 

ｃ．すきま腐食 

ステンレス鋼表面上の異物付着，構造上のすきま部分において進行する腐食形態であり，

その成長過程は孔食と類似している。図４に SUS304 と SUS316 の中性環境におけるすきま

腐食発生に対する塩化物イオン濃度と温度の影響を示す（参考図書 3）。 

すきま腐食のすきま部の腐食環境は、孔食の食孔内部の環境に類似しており，ｐＨの低

下によって生じる脱不動態化現象のために局部的に腐食が進展するが，アルカリ環境では

中性環境に比べて孔食の発生リスクが低減されることが前述の図３に示されており，実機

のような高アルカリを維持している環境ではすきま腐食が起こる可能性は低い。 

 

同じオーステナイト系ステンレス鋼である SUS316L 等の適用材料についても同様の傾向

を示すものと評価する。 

 

図４ SUS304 と SUS316 の中性環境におけるすきま腐食に対する 

塩化物イオン濃度と温度の影響 
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ｄ．応力腐食割れ 

  応力腐食割れ（以下，SCC という）は，腐食性の環境におかれた金属材料に引張応力が作

用して生ずる割れであり，材料，応力，環境の三要因が重畳した場合に発生する。以下にア

ルカリ環境及び          環境における SCC 発生に関する評価結果を示す。 

・アルカリ環境におけるSCC

  第 4 図に SUS304，SUS316 の 濃度に対する SCC 発生限界を示す（参

考図書 4）。フィルタ装置の使用環境は，  と

なる。また，ベント時でスクラビング水が最低水位となった場合の 

となる。いずれの場合においても SCC の

発生領域から外れており問題のないことがわかる。 

  使用する材料である SUS316L や 等については，耐 SCC 性に優れた材料であ

ることから，さらに信頼性が高いものと評価する。 

第 4図 SUS304,SUS316 の 溶液中の耐食性 

ｄ．応力腐食割れ（SCC） 

腐食性環境におかれた金属材料に引張応力が作用して生ずる割れであり，材料，応力，

環境の３要因が重畳した場合に発生する現象である。 

水酸化ナトリウム環境でのステンレス鋼の耐食性の検討は，一般産業の分野で豊富な実

績があり，その一例を図５に示す。スクラビング水に添加する水酸化ナトリウム濃度は

 であるため，SUS304 及び SUS316 に SCC が発生するとしている領域から大きく外

れており、SCC が発生する可能性は低い。 

図５ SUS316 の水酸化ナトリウム溶液中の耐食性（参考図書４）
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・          環境下における SCC 

第 5図に         水溶液中の SUS304 の低ひずみ速度試験（SSRT）の結果を示

す（参考図書 5）。この試験は室温（23℃）において，  

の水溶液中で行った試験であり，鋭敏化していない試験片については，SCC の発生が認めら

れなかったことを示している。実機の 濃度も同等であり，SUS316L や 

等については鋭敏化し難く，耐 SCC 性に優れた材料であることから，より信頼性

が高いものと評価する。 

第 5図 水溶液中における 304 ステンレス鋼の SSRT 結果 

また，図６に における SUS304 の低ひずみ速度試験（SSRT）

結果を示す。本試験における 

である。この試験で観察された SCC は粒界型応力腐

食割れ（IGSCC）であり，鋭敏化していない試験片では IGSCC の発生は認められていない。

この IGSCC は鋭敏化による耐食性の低下が原因となって生ずるもので，鋭敏化を起こし難

い材料の採用によって防止可能である。 

実機においては，低炭素ステンレス鋼である SUS316L 等のような鋭敏化し難い材料を使

用していることから，  で IGSCC が生じる可能性は低い。 

図６  における 304 ステンレス鋼の SSRT 結果 

（参考図書５） 
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(2) ベンチュリノズルの耐エロージョン性

  ａ．JAVA PLUS 試験時に使用したベンチュリノズルの確認 

第 6図 ベンチュリノズル内面観察部位 

(３) ベンチュリノズルの耐エロージョン性

ａ．JAVA PLUS 試験時に使用したベンチュリノズルの確認

  ベントガスによる影響の有無を確認した。 
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第 7 図及び第 8図に 

 液滴衝撃エロージョンは蒸気とともに加速されるなどして高速となった液滴が，配管等の

壁面に衝突したときに，局部的に大きな衝撃力を発生させ，それにより配管等の表面の酸化

膜や母材が侵食される現象である。液滴衝撃エロージョンは非常に進展の速い減肉の一種で

あることから，発生ポテンシャルがあれば，第 7図及び第 8図に示す         も

のと考えられる。 

したがって，ベンチュリノズルは液滴衝撃エロージョンを含むベント時の環境に対して十分

な耐性があると考える。 

ベンチュリノズル内面観察部位及び結果を図７，表１に示す。

 液滴衝撃エロージョンは蒸気とともに加速されるなどして高速となった液滴が，配管等の

壁面に衝突したときに，局部的に大きな衝撃力を発生させ，それにより配管等の表面の酸化

膜や母材が侵食される現象である。液滴衝撃エロージョンは非常に進展の速い減肉の一種で

あることから，発生ポテンシャルがあれば，表１に示す

ものと考えられる。 

したがって，ベンチュリノズルは液滴衝撃エロージョンを含む実際のベント環境に対して

十分な耐性がある。 

図７ ベンチュリノズル内面観察部位 

別添1-469



東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 7図 ベンチュリノズル内面 SEM 観察結果（1／2） 

表１ ベンチュリノズル内面観察結果 

部

位 未使用品 使用後 

① 

② 

③ 

④ 

⑤
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第 8 図 ベンチュリノズル内面 SEM 観察結果（2／2） 
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  ｂ．ベントガス流速におけるエロージョン発生の評価 

(a)評価部位 

ベンチュリノズルのように高速で流体が流れる部位の減肉モードとしては，流れ加速

型腐食及び液滴衝撃エロージョンが対象となるが， 

 液滴衝撃エロージョンは，高速の液滴が壁面に衝突し，発生する衝撃力によって壁面

が局所的に減肉する現象であり，ある一定の衝突速度以上の場合において，液滴の衝撃

速度が速いほど，また，衝突角度が90度に近いほど減肉が発生しやすい。 

第9図に示すように，ベンチュリノズルは 

液滴衝撃エロージョンの発生は考え難い。 

(b)液滴の衝突速度 

液滴の衝突速度は， 

液滴が衝突する速度を(1)式を用いて算出した。計算に

用いるベンチュリノズル部におけるガス流速は，流速が速いほど液滴衝撃エロージョン

が発生しやすいことから，東海第二発電所の運転範囲における最大値である 

とした。 

・・・・(1)

ここで， 

ｂ．ベントガス流速におけるエロージョン発生の評価 

(a)評価部位 

ベンチュリノズルのように高速で流体が流れる部位の減肉モードとしては，流れ加速

型腐食及び液滴衝撃エロージョンが対象となるが，

 液滴衝撃エロージョンは，高速の液滴が壁面に衝突し，発生する衝撃力によって壁面

が局所的に減肉する現象であり，ある一定の衝突速度以上の場合において，液滴の衝撃

速度が速いほど，また，衝突角度が90度に近いほど減肉が発生しやすい。 

図８に示すように，ベンチュリノズルは，

液滴衝撃エロージョンの発生は考え難い。

(b)液滴の衝突速度

液滴の衝突速度は，

液滴が衝突する速度を以下の式を用いて算出した。

計算に用いるベンチュリノズル部におけるガス流速は，流速が速いほど液滴衝撃エロー

ジョンが発生しやすいことから，島根２号炉の運転範囲における最大値である  

とした。 
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計算の結果， 

に衝突する液滴の速度は 

となる。 

(c)評価結果 

に衝突する液滴の速度（ は，「発電用設備規格 

配管減肉管理に関する規格（2005年度版）（増訂版）ＪＳＭＥ Ｓ ＣＡ１－2005」によ

るステンレス鋼のエロージョン限界流速である70m／sを下回っていることから，東海第

二発電所のベント時の運転範囲において，液滴衝撃エロージョンは発生しないものと考

えられる。 

(c)評価結果

ベントガス流速は   で算出した場合は約  ，

で算出した場合は約 となり，「発電用

設備規格 配管減肉管理に関する規格（2005 年度版）（増訂版）JSME S CA1-2005」による

ステンレス鋼のエロ―ジョン限界流速である 70 m/s を下回っており，液滴衝撃エロージョ

ンの発生は考えられない。
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第9図 ベンチュリノズル内のガスの流路について 

(3) 膨張黒鉛パッキンの評価

  格納容器圧力逃がし装置に使用する弁等には，耐漏えい性確保のため，使用環境（温度，圧

力，放射線量，高アルカリ環境）を考慮して膨張黒鉛系のパッキン，ガスケットを使用する。 

  膨張黒鉛は，天然黒鉛の優れた耐熱性や耐薬品性を維持しつつ，シート状に形成することで

柔軟性，弾性を有した材料で，パッキン，ガスケットの材料として幅広く使用されている。パ

ッキン類は系統の設計条件である，最高使用圧力2Pd，最高使用温度200℃について満足する仕

様のものを使用する。 

また，メーカーの試験実績より      の照射に対しても機械的性質に変化はみられな

いことが確認されており，無機物であることから十分な耐放射線性も有し，アルカリ溶液にも

耐性があり，100％の           に対しても適用可能である。 

  劣化については，黒鉛の特性として，400℃以上の高温で酸素雰囲気下では酸化劣化が進む

ため，パッキンが痩せる（黒鉛が減少する）ことでシール機能が低下することが知られている

が，格納容器圧力逃がし装置を使用する環境は200℃以下であることから，酸化劣化の懸念は

ない。 

  したがって，膨張黒鉛パッキンは系統待機時，ベント時のいずれの環境においても信頼性が

あるものと評価する。 

図８ ベンチュリノズル内のガスの流路について 

(4) 黒鉛パッキン類の選定根拠について

格納容器フィルタベント系に使用する弁等には，耐漏えい性確保のため，使用環境（温度，

圧力，放射線量，高アルカリ環境）を考慮して膨張黒鉛系のパッキン，ガスケットを使用する。 

膨張黒鉛については，有機系（ゴム又は樹脂）シール材に比較して，十分な耐熱性，耐放射

線性能，耐アルカリ性の特性を有しており，0.8MGy の放射線照射後による 400℃の熱劣化試験

においてもシール性能が確保できる安定性の高いシール材である。 

黒鉛パッキン類の選定にあたっては，格納容器フィルタベント系の最高使用温度 200℃，最

高使用圧力 853kPa の使用環境に応じ，十分な耐性を有するものを選定することとしている。 

また，メーカーの試験実績より の照射に対しても機械的性質に変化はみられな

いことが確認されており，無機物であることから十分な耐放射線性も有し，アルカリ溶液にも

耐性があり，100％の水酸化ナトリウム溶液に対しても適用可能である。 

劣化については，黒鉛の特性として，400℃以上の高温で酸素雰囲気下では酸化劣化が進む

ため，パッキンが痩せる（黒鉛が減少する）ことでシール機能が低下することが知られている

が，格納容器フィルタベント系を使用する環境は200℃以下であることから，酸化劣化の懸念

はない。 

  したがって，膨張黒鉛パッキンは系統待機時，ベント時のいずれの環境においても信頼性が

あるものと評価する。 
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別紙 12 

 

スクラビング水の保有水量の設定根拠について 

 

 

  スクラビング水の初期保有水量（系統待機時）は，ベント開始後 24時間はベンチュリスク

ラバによる所定の放射性物質の除去性能が得られる水量と， 

設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

  スクラビング水の水量の設定根拠を以下に示す。また，フィルタ装置水位の概略図を第 1図

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 21 

 

スクラビング水の保有水量の設定根拠について 

 

(1) スクラバ容器水位の設定の考え方 

ベント運転に伴いスクラバ容器内の水位は変動するが，その変動水位がフィルタ装置の性能

維持を保証する上限・下限水位の範囲に収まるよう，系統待機モードにおけるスクラバ容器水

位の管理値を設定している。スクラバ容器水位の管理値を図１に示す。 

 

スクラバ容器内の水位挙動は，ベント運転直後のスタートアップ期間とその後のベント運転

中で異なる挙動を示す。スタートアップ期間は，スクラビング水，容器鋼材及び配管の昇温に

伴うベントガス中の蒸気の凝縮によりスクラバ容器水位は上昇する。また，ベント運転中は，

スクラビング水に捕集される放射性物質の発熱（スクラバ容器内発熱量）及びスクラバ容器に

流入するベントガスの入熱とスクラバ容器及び配管からの放熱のバランスにより水位が変動

する。 

 

系統待機モードにおけるスクラバ容器水位の管理値（水位高，水位低）は，以下のとおり設

定・確認をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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(1) 最大水量について a.水位高設定値

水位高設定値は，ベント運転直後のスタートアップ期間における凝縮による水位上昇を考慮

して上限水位に至らないことを以下のとおり確認し，設定している。 
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(2) 最小水量について b.水位低設定値

水位低設定値は，系統設計条件であるスクラバ容器内発熱量（370kW）における蒸発による

水位低下が 24時間以上継続しても，下限水位に至らないことを確認し，設定している。 
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第 1図 フィルタ装置水位の概略図 

図１ スクラバ容器水位の管理値 
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(3) スクラビング水の補給期間について

フィルタ装置の設計条件に基づいているスクラビング水の初期保有水量（フィルタ装置の寸

法）は，他の設計条件と同様に，大きな保守性を確保し設定（設計）している。一方，スクラビ

ング水の補給期間は，運用に係るものであり，有効性評価に基づく運用を考慮して評価すること

とし，有効性評価のうちベント時間を厳しく評価する大破断ＬＯＣＡを想定した「雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」におけるフィルタ装置内の発熱量を用いたス

クラビング水の水位挙動より評価する（第 1表）。

スクラビング水の補給期間の評価条件及び評価結果を以下に示す。

【評価条件】 

  ・初期水位： 

・室温：25℃※1（系統待機時），65℃※2（ベント実施中）

・ベント時の格納容器圧力：第 2図のとおり

・フィルタ装置内発熱量：

※1 ベント実施前のスクラビング水の初期水温としても使用。地下の格納容器圧力逃が

し装置格納槽にあることを踏まえて設定した値 

※2 スクラビング水の蒸発量を多く見込むために高めに設定した値

※3 19 時間ベントの解析結果にＮＵＲＥＧ補正（別紙 17補足 5参照）した格納容器外

へ放出された放射性物質（希ガスを除く）の発熱量（約 15kW）に余裕を考慮した値 

【評価結果】 

スクラビング水位の挙動を第 3図に示す。より保守的な結果を与えるＤ／Ｗベントのケース

においても，ベント時のスクラビング水位は最高水位，最低水位に至らず，想定事故において

は事象発生後 7日間（168 時間）運転員による水の補給操作は不要となる。 

第 1表 設備設計と運用の主な条件設定の差異 

設備設計 

【フィルタ装置寸法】 

運用 

【水補給の運用の評価】 

ベント時間 

2 時間～3時間後 

【原子炉定格熱出力の1％相当の

時間】 

19 時間後※1 

【有効性評価結果より】 

フィルタ装置内発

熱量 

500kW 

【ベント時間 

2 時間～3時間ベース】 

20kW 

【ベント時間 

19 時間ベース】 

※1 水補給の運用の評価のほか，被ばく評価もベント時間 19 時間ベース

(2) ベント運転中の水位挙動（有効性評価ベース）

有効性評価のうち格納容器過圧・過温破損モード（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣ

Ｓ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）におけるスクラバ容器内発熱量を用いた水位挙動の評

価を以下に示す。 
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第 2 図 ベント時の圧力推移図（水位計算時） 

 
図２ ベント時の格納容器圧力推移 
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第 3図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」 

におけるベント時のスクラビング水位の変化 図３ スクラビング水位挙動（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失） 
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（参考）スクラビング水の下限水位の設定について 

スクラビング水位について，ベンチュリノズルの頂部まで水位があれば，設計上期待している

ＤＦが確保できることを以下のとおり確認した。 

 ベンチュリスクラバは，第 4図のようにスクラビング水を微小液滴にしてベントガス中に噴霧

させることで除去効率を上げている。 

 

 

第 4 図 ベンチュリスクラバにおける除去原理 

①エアロゾルのＤＦについて

• ベンチュリスクラバ内のガス流速と水滴速度が異なることで，ガス中のエアロゾルが水

滴に衝突し水滴に付着する現象を用いたものであることから，慣性衝突による除去が支

配的と考えられる。

• そのメカニズムから，ＤＦに影響するのはガス流速及びエアロゾル粒径であり，水位は

ベンチュリスクラバによるエアロゾル除去原理が有効となるベンチュリノズル上端以上

であればよい。

• JAVA 試験によるエアロゾルのＤＦの結果を第 5図及び第 6図に示す。図に示すとおり，

様々なガス流速と質量中央径が異なるエアロゾルで試験が行われているが，ガス流速及

び質量中央径によるＤＦへの有意な影響は見られず，スクラビング水位をベンチュリノ

ズル上端とした試験においても，設計条件ＤＦ1,000 以上を十分に確保できている。

（参考）スクラビング水の下限水位の設定について 

スクラビング水位について，ベンチュリノズルの頂部まで水位があれば，設計上期待している

ＤＦが確保できることを以下のとおり確認した。 

ベンチュリスクラバは，図１のようにスクラビング水を微小液滴にしてベントガス中に噴霧さ

せることで除去効率を上げている。 

 

 

図１ ベンチュリスクラバにおける除去原理 

①エアロゾルのＤＦについて

• ベンチュリスクラバ内のガス流速と水滴速度が異なることで，ガス中のエアロゾルが水

滴に衝突し水滴に付着する現象を用いたものであることから，慣性衝突による除去が支

配的と考えられる。

• そのメカニズムから，ＤＦに影響するのはガス流速及びエアロゾル粒径であり，水位は

ベンチュリスクラバによるエアロゾル除去原理が有効となるベンチュリノズル上端以上

であればよい。

• JAVA 試験によるエアロゾルのＤＦの結果を図２及び図３に示す。図に示すとおり，様々

なガス流速と質量中央径が異なるエアロゾルで試験が行われているが，ガス流速及び質

量中央径によるＤＦへの有意な影響は見られず，スクラビング水位をベンチュリノズル

上端とした試験においても，設計条件ＤＦ1,000 以上を十分に確保できている。

①ベンチュリノズル下方よりベントガスが流入

②スロート部でベントガス流速が増大

③スクラビング水がベントガス中に噴霧（微小液滴）

④ガスとスクラビング水が接触する面積が大きくなり

除去効率が上がる

⑤ベントガス及び液滴は方向を変えられ，スクラビン

グ水中に斜め下に排出

①ベンチュリノズル下方よりベントガスが流入

②スロート部でベントガス流速が増大

③スクラビング水がベントガス中に噴霧（微小液滴）

④ガスとスクラビング水が接触する面積が大きくなり

除去効率が上がる

⑤ベントガス及び液滴は方向を変えられ，スクラビン

グ水中に斜め下に排出
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第 5 図 ベンチュリノズル部におけるガス流速とエアロゾルＤＦの関係 

 

 

第 6 図 エアロゾルの粒径とエアロゾルＤＦの関係 

 

 

 

図２ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

 

 

図３ エアロゾル粒径に対する除去係数 
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②無機よう素のＤＦについて 

• スクラビング水に添加された薬剤との化学反応により非揮発性のよう素イオンに変化さ

せ，スクラビング水中に捕集・保持することから，スクラビング水のｐＨがＤＦに影響

する主要なパラメータであり，水位はベンチュリスクラバによる除去原理が有効となる

ベンチュリノズル上端以上であればよい。 

• JAVA 試験による無機よう素のＤＦの結果を第 7図に示す。スクラビング水位がベンチュ

リノズル上端となっている試験は，無機よう素の捕集の観点から厳しい条件である低ｐ

Ｈにおいても，設計条件ＤＦ100 以上を確保できている。 

 

 

第 7 図 スクラビング水のＰＨと無機よう素ＤＦの関係 

 

②無機よう素のＤＦについて 

• スクラビング水に添加された薬剤との化学反応により非揮発性のよう素イオンに変化さ

せ，スクラビング水中に捕集・保持することから，スクラビング水のｐＨがＤＦに影響

する主要なパラメータであり，水位はベンチュリスクラバによる除去原理が有効となる

ベンチュリノズル上端以上であればよい。 

• JAVA 試験による無機よう素のＤＦの結果を図４に示す。スクラビング水位がベンチュリ

ノズル上端となっている試験は，無機よう素の捕集の観点から厳しい条件である低ｐＨ

においても，設計条件ＤＦ100 以上を確保できている。 

 

 

 

 

図４ ｐＨに対する無機よう素の除去係数 
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したがって，スクラビング水位の下限水位をベンチュリノズル上端とすることは適切と考え

る。 

 実運用における系統待機時（通常時）のスクラビング水位は，ベンチュリノズルの上端

（1,325mm） を十分に上回る 2,530mm とし，ＦＰが多く流入するベント開始初期のスクラビング

水位を十分に確保し，ベント中においても，スクラビング水位 1,500mm 以上を確保するようスク

ラビング水を補給する運用とする。

スクラビング水のｐＨについては，待機時にｐＨ13以上（NaOH 濃度 3.0wt％相当）であるこ

とを確認し，ベント中におけるスクラビング水のアルカリ性を維持する運用とする。 

したがって，スクラビング水位の下限水位をベンチュリノズル上端とすることは適切と考え

る。 

実運用における系統待機時（通常時）のスクラビング水位は，ベンチュリノズルの上端（300mm）

を十分に上回る 1,700mm とし，ＦＰが多く流入するベント開始初期のスクラビング水位を十分に

確保し，ベント中においても，スクラビング水位 800mm 以上を確保するようスクラビング水を補

給する運用とする。 

スクラビング水のｐＨについては， 待機時にｐＨが約 13 以上  で

あることを確認し，ベント中におけるスクラビング水のアルカリ性を維持する運用とする。 
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（参考）スクラビング水スロッシングの影響について 

格納容器圧力逃がし装置のスクラバ容器について，地震時にスロッシングが発生すること

で，スクラビング水が金属フィルタ下端まで到達する可能性がある。そこで，保守的な評価と

なるハウスナー理論を用いてスロッシング高さを評価した。 

ハウスナー理論により，スロッシング高さdmaxは以下のように算出できる。

金属フィルタは上限水位から mm上方に設置しており，スロッシング高さは最大

でも mmと算出されることから，スクラビング水は金属フィルタ下端まで到達しな

い。評価結果を第8図に示す。 

（参考）スクラビング水スロッシングの影響について 

格納容器フィルタベント系であるスクラバ容器について，地震時にスロッシングが発生するこ

とで，スクラビング水が金属フィルタ下端まで到達する可能性がある。そこで，保守的な評価と

なるハウスナー理論を用いてスロッシング高さを評価した。 

ハウスナー理論により，スロッシング高さ dmaxは以下のように算出できる。

dmax =
0.408 ∙ R ∙ coth (1.84

h
R)

g

ω
𝑁

2
∙ θ

h
∙ R

− 1
=  [𝑚𝑚] 

ここで， 

・ω
N

= √
1.84

R
∙ g ∙ tanh (1.84

h

R
) =   [𝑠−1] 

・θ
h

= 1.534 ∙
SA

ω
𝑁

2
∙R

∙ tanh (1.84
h

R
) =  

・R ：スクラバ容器半径（内径）   [mm] 

・h ：スクラビング水上限水位 [mm] 

・g ：重力加速度 9806.65 [mm/s2]

・SA ：応答加速度 [mm/s2] 

（評価用地震動（2×Ss-1）に基づき保守的に設定） 

金属フィルタは上限水位から   mm 上方に設置しており，スロッシング高さは最大でも

 mm と算出されることから，スクラビング水は金属フィルタ下端まで到達しないと評価でき

る。 

評価結果を図１に示す。 
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また，スロッシング水位が下限水位時にスロッシングが発生すると，ベンチュリノズルは一

部気層部に露出し，性能が一時低下するが，露出している時間はベント実施時間と比較して非

常に小さく，さらにベンチュリスクラバの後段には金属フィルタも設置していることから，格

納容器ベントにより放出される放射性物質のトータル量に影響を与えるものではないと考え

る。 

また，スクラビング水位が下限水位の場合についても，上記と同様に評価を実施した結果を以

下に示す。 

ベンチュリノズルの一部が気相部に露出するものの，露出している時間は格納容器ベント実施

期間と比較して非常に小さく，ベンチュリスクラバの後段には金属フィルタも設置していること

から，格納容器ベントにより放出される放射性物質のトータル量に影響を与えるものではないと

考える。 

評価結果を図２に示す。 

・資料構成の相違

島根２号炉は，下限水位の評

価補法を記載 

dmax =
0.408 ∙ R ∙ coth (1.84

h
R)

g

ω
𝑁

2
∙ θ

h
∙ R

− 1
=  [𝑚𝑚] 

ここで， 

・ω
N

= √
1.84

R
∙ g ∙ tanh (1.84

h

R
) =  [𝑠−1] 

・θ
h

= 1.534 ∙
SA

ω
𝑁

2
∙R

∙ tanh (1.84
h

R
) =

・R ：スクラバ容器半径（内径） [mm] 

・h ：スクラビング水下限水位 [mm] 

・g ：重力加速度 9806.65 [mm/s2]

・SA ：応答加速度  [mm/s2] 

（評価用地震動（2×Ss-1）に基づき保守的に設定） 
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第 8図 スクラビング水スロッシング評価結果 

図１ スクラビング水スロッシング評価結果（上限水位） 

図２ スクラビング水スロッシング評価結果（下限水位） 
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別紙 4 

フィルタ装置の各構成要素における機能について

  フィルタ装置は，①ベンチュリスクラバ，②金属フィルタ，③よう素除去部の 3つのセクシ

ョンで構成され，その構成要素は以下のとおりである。フィルタ装置の機能模式図を第 1図に

示す。 

  ①ベンチュリスクラバ…ベンチュリノズル，スクラビング水，多孔板 

  ②金属フィルタ…プレフィルタ，湿分分離機構，メインフィルタ 

  ③よう素除去部…銀ゼオライト 

＊②と③の間に流量制限オリフィスを設ける 

  ベントガスはまずベンチュリスクラバに流入し，ベントガスに含まれるエアロゾル及び無機

よう素の大部分が捕集され，スクラビング水に保持される。金属フィルタでは，ベンチュリス

クラバで捕集できなかったエアロゾルを捕集・保持する。金属フィルタの下流には，流量制限

オリフィスを介して設置するよう素除去部があり，ガス状の放射性よう素を捕集・保持する。

これら 3つのセクションは同一容器内に格納される。 

別紙 22 

フィルタ装置の各構成要素における機能について

フィルタ装置は，①ベンチュリスクラバ，②金属フィルタ，③銀ゼオライトフィルタの３つの

セクションで構成され，その構成要素は以下のとおりである。フィルタ装置（スクラバ容器）の

機能模式図を図１，フィルタ装置の概略構造図を図２に示す。 

① ベンチュリスクラバ・・・ベンチュリノズル，スクラビング水，多孔板

② 金属フィルタ・・・プレフィルタ，湿分分離機構，メインフィルタ

③ 銀ゼオライトフィルタ・・・銀ゼオライト

※ ②，③の間・・・流量制限オリフィス

ベントガスは，ベンチュリスクラバ（①）でまず処理され，ベントガスに含まれるエアロゾ

ル及び無機よう素の大部分が，スクラビング水中への保持により捕集される。さらに，金属フ

ィルタ（②）では，①では捕集しきれなかったエアロゾルを捕集する。また，①②及び流量制

限オリフィスの後段に設置する銀ゼオライトフィルタ（③）では，ガス状放射性よう素を捕集

する。①②はスクラバ容器内に格納し，③は銀ゼオライト容器内に格納する。 

・設備の相違

島根２号炉の銀ゼオライトフ

ィルタは，スクラバ容器とは別

の銀ゼオライト容器に設置 
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第 1図 フィルタ装置の機能模式図 

図１ フィルタ装置（スクラバ容器）の機能模式図 

② 金属フィルタ

① ベンチュリスクラバ

多孔板  

ベンチュリノズル 

スクラビング水
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図２ フィルタ装置 概略構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉の銀ゼオライトフ

ィルタは，スクラバ容器とは別

の銀ゼオライト容器に設置 

フィルタ装置の各構成要素における機能の概要 
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（参考１）フィルタ装置におけるエアロゾル除去の物理現象 

ａ．ベンチュリスクラバ 

ベンチュリスクラバは，ベンチュリノズル，スクラビング水等で構成し，ベン

トガスに含まれるエアロゾルを捕集し，保持する。ベントガス中に含まれるエア

ロゾルは，ガス流速を大きくすることでスロート部に発生する負圧によって吸入

されるスクラビング水と慣性衝突させることにより捕集する。ベンチュリノズル

の概略を図１に示す。 

・記載方針の相違

図１ ベンチュリノズルの概略図 

エアロゾルの除去係数DFと透過率Pt は逆数の関係にあり，ベンチュリノズルを

通過するエアロゾルの透過率について，以下のように表される。（参考図書１） 

・・・・・（式１）

ここで，V*はベンチュリノズル内に吸い込まれた液滴を通過するガス体積を表

し，ベンチュリノズルを通過する時間で積分することにより，以下のとおり求め

ることができる。 

・・・・・（式２）

・・・・・（式３）

・・・・・（式４）
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V*
 ：液滴通過ガス体積  τp ：緩和時間  Vg ：ガス体積 

Ad ：液滴断面積  VL ：液滴体積  K ：慣性パラメータ 

Qg ：ガス体積流量  C ：すべり補正係数  QL ：液滴体積流量 

μ ：ガス粘性係数  ηd ：捕集効率係数  ρp ：エアロゾル密度 

ug ：ガス流速  dp ：エアロゾル粒径  ud ：液滴速度  dd ：液滴径 

 

式４で表される慣性パラメータKは，図２に示す曲線運動の特徴を表すストー

クス数と同義の無次元数である。ストークス数が ０ のとき，エアロゾルは完全

に流線に沿って移動し，ストークス数が大きくなるにしたがって，エアロゾルの

運動方向を変化させにくくなることから，慣性衝突が起こりやすくなる。 

式４から，慣性パラメータに影響を与える因子として，エアロゾル密度，エア

ロゾル粒径，液滴径，ガス粘性係数，ガスと液滴の速度差が挙げられる。 

 

 

 

図２ ストークス数とエアロゾルの流れの関係 

 

 

 ベンチュリノズル入口ではガス流速が大きく液滴速度が小さいが，ベンチュリ

ノズル内を通過する過程において次第に液滴速度が増加し，ガス流速を上回る。

ベンチュリノズルでは，このガスと液滴の速度差を利用し，ガス中に含まれるエ

アロゾルと液滴を衝突させることによりエアロゾルを捕集する。 

式1より，透過率はV*/VLが影響し，補足するエアロゾル量（積算量）は，ベン

チュリノズル入口近傍のガスと液滴の速度差の大きい領域において急速に増加

し，その後，緩やかに増加していくことがわかる。この関係はベンチュリノズル

の形状によって決まり，式４で表される慣性パラメータに影響を与える因子の液

滴径，液滴とガスの速度差はガス流速に帰着される。エアロゾル密度，ガス粘性

係数については，ベント実施中の変動幅が小さいため，慣性パラメータの変動は

小さい。エアロゾル粒径については，粒径が小さくなるにつれて慣性パラメータ

が小さくなる変動幅が大きいことから，除去効率に与える影響を無視することが

できない。 

したがって，ベンチュリノズルの除去効率に影響を与えるパラメータは，「ガ

ス流速」と「エアロゾル粒径」である。 

 

別添1-502



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

なお，Framatome社（旧AREVA社）では実機と同一形状のベンチュリノズルを使

用してJAVA試験を行っており，実機の運転範囲を包絡するガス流量の範囲で試験

を実施した結果から除去性能の評価を行っている。 

ｂ．スクラビング水 

ベンチュリノズルを通過したベントガスは，気泡としてスクラビング水中を浮

上する。気泡に含まれるエアロゾルの挙動を図３に示す。 

図３ スクラビング水中を浮上する気泡中のエアロゾル 

重力沈降，慣性衝突については，粒径の大きいエアロゾルに対して効果的には

たらき，ブラウン拡散については，粒径の小さいエアロゾルに対して効果的には

たらき，拡散泳動（対流沈着），熱泳動については，気泡とスクラビング水の温

度勾配が大きいときに効果的にはたらく。 

ｃ．金属フィルタ 

金属フィルタは，プレフィルタ，湿分分離機構及びメインフィルタで構成され，

ベンチュ

リスクラバを通過した気泡がスクラビング水の水面に達した際，細かい飛沫が生

成される。この飛沫がベントガスに同伴して金属フィルタへ到達した際，
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(a)プレフィルタ

図４ プレフィルタにおける飛沫の分離 

(b)湿分分離機構
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図５ 湿分分離機構の概略図 

(c) メインフィルタ

メインフィルタにおけるエアロゾルの捕集は図６に示す

ように，金属繊維表面への衝突と付着によって行われ，除去原理は「さえぎり効

果」，「拡散効果」，「慣性衝突効果」によるものが主である。 

図６ 金属フィルタ（メインフィルタ）における除去原理 
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 ① さえぎり効果 

さえぎりによるエアロゾルの捕集は，エアロゾルが流線にそって運動して い

る場合に，金属繊維表面から１粒子半径以内にエアロゾルが達したときに起こ

る。エアロゾル粒径が大きい場合，より遠くの流線に乗っていた場合でも金属繊

維と接触することが可能であるため，さえぎりによる除去効果は，エアロゾル粒

径が大きい程大きくなる傾向にある。 

さえぎりによる捕集効率ER は，以下のように表すことができる。（参考図書２） 

 

 

  

・・・・・（式５） 

 

 

・・・・・（式６） 

 

 

・・・・・（式７） 

 

df：繊維径  dp：エアロゾル粒径  K：桑原の因子  α：充填率 

 

桑原の因子Kは他の繊維が近接していることにより生ずる，ある繊維のまわり

の流れの場の変形の影響を含んだ無次元の係数であり，充填率αのみに依存し，

また，繊維径df 及び充填率は固有の定数である。さえぎりによる捕集効率に影響

を与えるパラメータとして，「エアロゾル粒径」が挙げられる。 
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 ② 拡散効果 

拡散によるエアロゾルの捕集はエアロゾルが金属繊維をさえぎらない流 線

上を移動しているときでも，金属繊維近傍を通過する際にブラウン運動によって

金属繊維に衝突することで起こる。エアロゾル粒径が小さい場合，ブラウン運動

による拡散の度合いが大きくなるため，拡散による除去効果はエアロゾル粒径が

小さい程大きくなる傾向にある。また，金属繊維の近傍にエアロゾルが滞在する

時間が長い程ブラウン運動により金属繊維に衝突する可能性が高まるため，拡散

による除去効果は，ガス流速が遅い程大きくなる傾向にある。   

拡散による捕集効率ED は，以下のように表すことができる。（参考図書２） 

 

 

  

 

・・・・・（式８） 

 

 

・・・・・（式９） 

 

 

dp：エアロゾル粒径  df：繊維径  D：粒子の拡散係数 

U0：ガス流速  k：ボルツマン定数  T：ガス温度 

Cc：すべり補正係数  η：ガス粘性係数 

 

ガス粘性係数ηはガス温度Tと共に上昇し，運転範囲における変動幅が小さく，

互いを打ち消す。拡散による捕集効率に影響を与えるパラメータとして，「エア

ロゾル粒径」，「ガス流速」，「ガス粘性係数」が挙げられる。 
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 ③ 慣性衝突効果 

慣性衝突によるエアロゾルの捕集は，エアロゾルがその慣性のために金属繊維

の近傍で急に変化する流線に対応することができず，流線を横切って金属繊維に

衝突するときに起こる。エアロゾル粒径が大きい場合，若しくは，エアロゾルの

流れが速い場合にエアロゾルの持つ慣性が大きくなり，金属繊維と衝突する可能

性が高まるため，慣性衝突による除去効果は，エアロゾル粒径が大きい程大きく，

ガス流速が速い程大きくなる傾向にある。 

慣性衝突による捕集効率EI は，以下のように表すことができる（参考図書２）。 

 

・・・・・（式 10） 

 

・・・・・（式 11） 

 

・・・・・（式 12） 

 

・・・・・（式 13） 

 

S：ストークス数  K：桑原の因子  α：充填率， 

ρp：エアロゾル密度  Cc：すべり補正係数  U0：ガス流速， 

η：ガス粘性係数  dp：エアロゾル粒径  df：繊維径 

 

 

ストークス数Sは，前述のベンチュリノズルにおける除去原理と同様，エアロ

ゾルの流線からの外れやすさを示している。慣性衝突による捕集効率に影響を与

えるパラメータとして，「エアロゾル粒径」，「ガス流速」，「エアロゾル密度」，

「ガス粘性係数」が挙げられる。 

 

 

 ④ まとめ 

以上から，さえぎり，拡散，慣性衝突効果では，ガス流速，エアロゾル粒径が

主な影響因子であり，金属フィルタの除去効率に影響を与えるパラメータは，「ガ

ス流速」と「エアロゾル粒径」が挙げられる。 

 

≪参考図書≫ 

1. OECD/NEA, "STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS", (2009) 

2. W.C.ハインズ，エアロゾルテクノロジー,(株)井上書院(1985） 
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 （参考２）格納容器内におけるよう素の化学形態 

 

a．格納容器内へ放出されるよう素の挙動 

重大事故時に溶融炉心から格納容器内へ放出されるよう素は，以下に示す反応

が支配的であるとされている。（参考図書１） 

 

Cs(g) ＋ I(g) ⇔ CsI 

CsOH(g) ＋ 1/2H2(g) ＋ I(g) ⇔ CsI ＋ H2O(g) 

I2(g) ＋ H2(g) ⇔ 2HI(g) 

 

TMI事故以降のソースターム研究では，よう素は上記の反応により，主に粒子

状よう素（CsI）の形態で格納容器に移行し，一部が無機よう素（I2）及びよう

化水素（HI）の形態で格納容器に移行すると考えられる。また，粒子状よう素の

CsI は可溶性であり，格納容器内で発生する蒸気の移行に伴い，サプレッション 

・プール水中によう素イオン（I-）として溶存する。サプレッション・プール水

中に溶存したよう素イオン（I-）は，以下に示す反応により，無機よう素（I2）

となる。（参考図書１） 

 

2I-
 ＋ 2H+ ＋ (1/2)O2 ⇔ I2 ＋ H2O 

2I-
 ⇔ I2 （放射線場における酸化還元反応） 

 

b．有機よう素の発生メカニズム 

上記の反応により生成された無機よう素（I2）は，サプレッション・プール水

中で有機不純物と反応し，気相に移行した無機よう素（I2）は格納容器内表面の

有機物を含む塗装材と反応することで，有機よう素が生成されると考えられてい

る。（参考図書１） 

 

≪参考図書≫ 

１. NEA/CSNI/R(2007)1 “STATE OF THE ART REPORT ON IODINE CHEMISTRY“, 

23-Feb-2007 

・記載方針の相違 
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